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1．はじめに 

核融合エネルギー実現に向け実験炉 ITER の建設が本格化し、各 ITER 参加極

では原型炉に向けた検討が開始されている。日本国内においては、「核融合原型

炉開発のための技術基盤構築の中核的役割を担うチーム（合同コアチーム）報

告」[1]における、“炉設計活動に相当規模の資源を投入して体制を拡充し、早急

に強化する必要がある”との答申を受け、2015 年 6 月に全日本体制で原型炉概

念設計を実施する「原型炉設計合同特別チーム（特別チーム）」が設置され、原

型炉概念設計を推進している。 

また、合同コアチーム報告では原型炉段階への移行に向けた時系列展開と原

型炉設計の完成度について、2020 年頃の実施が想定されている中間段階でのチ

ェック・アンド・レビュー（中間 C&R）までの達成目標として、以下の項目を検

討する必要があるとしている[2]。 

 原型炉の運転計画 

 原型炉の基本概念、概略パラメータ 

 原型炉システムを構成する機器・設備とそれらの技術仕様 

 設計関連ソフトウェアの開発整備、材料データベース 

 コスト概算（一次評価、合理化は中間Ｃ＆Ｒ以降） 

 安全設計指針 

 放射性廃棄物の管理処分シナリオ 

 原型炉概念確定のため早期に実施すべき R&D 課題の摘出 

 トリチウムを含む資源調達戦略 

この中の“原型炉の運転計画”は、運用中に確立する技術・データとそれらに

必要な期間を含めた運転計画と耐用年数を検討することが期待される成果であ

る。このため、原型炉の在り方を踏まえた運転計画を検討するため、特別チーム

内に運転計画ワーキンググループ（運転計画 WG）を 2016 年 1 月に設置した。 

この報告書は、運転計画 WG の 2016 年 1 月から 7 月までの活動内容を纏めたも

のである。 
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2．本運転計画にて想定する原型炉 

文部科学省核融合科学技術委員会による報告書「核融合原型炉研究開発の推

進に向けて」によると、21 世紀中葉までの核融合エネルギーの実用化に備え、

数十万 kW を超える定常かつ安定した電気出力、実用に供し得る稼働率、燃料の

自己充足性を満足する総合的なトリチウム増殖を実現することを原型炉の目標

としている[3]。合同コアチーム報告においては，原型炉では、目標達成に至る

までの運転開発期を調整運転（コミッショニング）段階、発電実証段階 及び経

済性実証段階に分け、それぞれの段階においてマイルストーンを定義している

[2]。これらは、実用炉と同等の発電システムによる発電実証、高エネルギー増

倍率の実証、実用炉に外挿可能な長時間・長期間運転、経済性向上を目指した先

進技術の開発・実証等を目標とし、図 2.1 に示す、段階的な原型炉の運用を想定

している。 

 

 

図 2.1 原型炉の運転段階とその目標[1] 

 

本報告にて想定する原型炉概念は、幅広いアプローチ活動（BA 活動）におけ

る日本の原型炉設計モデル（JA Model 2014）を想定する[4]。JA Model 2014 は
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前述の段階的な原型炉の運用を可能とするために、数時間程度のパルス放電か

ら定常運転まで柔軟性のある炉心運転を可能とする概念となっている。JA Model 

2014 の主要パラメータを表 2.1 に、概念図を図 2.2 に示す。 

 

表 2.1.JA Model 2014 の主要パラメータ[4] 

主要パラメータ 数値 

主半径/副半径 8.5 m / 2.4 m 

楕円度/三角度 1.65 / 0.33 

核融合出力 1462 MW 

プラズマ電流 12.3 MA 

中心トロイダル磁場 5.94 T 

最大トロイダル磁場 12.1 T 

平均中性子壁負荷 1.0 MW/m2 

 

 

 

図 2.2 JA Model 2014 の概念 

 



3．運転計画の検討内容と活動成果 

 

3.1 運転計画策定方針と実施内容 

日本の原型炉のミッションは，「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」にお

いて、21 世紀中葉までの核融合エネルギーの実用化に備え、数十万 kW を超える

定常かつ安定した電気出力、実用に供し得る稼働率、燃料の自己充足性を満足す

る総合的なトリチウム増殖を実現することを原型炉の目標とする，と定義され

ている[3]．原型炉における運転計画検討の目的は，上述の原型炉のミッション

をどのように達成するのかに関する具体的な手順・方法論を提案するものであ

る． 

「合同コアチーム報告」においては、運転計画について、原型炉の運転期間中

に確立されるべき技術・データとその取得に要する期間を分析し，運転計画と運

用年数を検討すると記述があり，具体的に想定される取得技術・データとして、

核融合炉の運転技術，プラズマ予測コードの検証， 核融合炉の運用性(出力安定

性，制御性，運転マージン)，構成機器・付帯設備の故障率データ，プラント保

守，作業従事者の被ばく実績，廃棄物の取扱・管理技術，通常時の環境影響，実

用炉へ向けた先進技術開発(ブランケット，ダイバータ，材料)など，と記載され

ている[2] 

運転計画を立案するにあたっては、機器・設備及び技術分野が多岐に渡るた

め、原型炉としての技術的成立性、電源としての各種技術の実証、発電プラント

運用に関わる各種評価データの取得の観点から、以下に示す個別技術項目を設

定し、それら項目に対応するサブワーキンググループを組織した。そのような体

制に基づき、本運転計画 WG では，サブワーキンググループ毎に分科会方式で議

論を行い、それぞれ課題に関係する運転計画を策定し、この結果を統合すること

で全体としての運転計画案とした。 

 

A) 炉心制御・プラント運転技術（起動・運転・停止全般） 

B) ダイバータ 

C) ブランケット 

D) トリチウムサイクル・取扱技術 

E) 安全技術 

F) 廃棄物処理技術 

G) プラント保守技術 
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3.1.1 運転計画策定の前提条件 

運転計画検討のために、共通認識として原型炉の在り方を踏まえ、以下を前提

条件とした。これらは今後の設計進捗に合わせて適宜見直すので最終的な決定

事項ではなく、第一弾検討のための暫定的な前提条件である。 

① 原型炉における定格運転に必要な要素技術は実験炉 ITER や JT-60SA 他の実

験設備・研究によって開発済みとする。 

② 原型炉では、開発済みの要素技術に対して実環境下での総合的な最終確認

（実証）を行うことを主目的とする。 

③ 原型炉固有の実証項目となる商用炉に向けた炉心運転技術の開発実証とい

った観点からは、原型炉でしか行えない実験的項目も運転計画に取り入れる

こととする。 

④ 炉心プラズマの運転としては、プラズマ電流、トロイダル磁場が定格に到達

した段階を原型炉の試運転開始と定義することとする。 

⑤ 原型炉の運転に必要なトリチウムは確保されているとする。 

⑥ 発電は炉心のパルス運転段階から行うが，系統併入は行わない事とする。炉

心の定常運転により安定な運用実績を積んだ後に系統併入を実施すること

とする。 

 

3.1.2 運転計画策定プロセス 

運転計画の議論に際して、3.1 項にて設定した A)から G)までの個別技術項目

に対して次に示すよう作業手順に則って検討をすすめた。 

 

（1）原型炉で実証するべき技術・取得するべきデータの抽出 

（2）抽出した項目の重要度ならびに優先度による分類 

（3）重要かつ優先度の高い項目に対する実証時期の策定 

 

はじめに、原型炉において実証する実施項目を抽出し、技術の重要度と利用の優

先度の観点で分類をおこなった。次に、分類作業にて重要かつ優先度が高いと判

断された実証項目に対して、原型炉の運転スケジュール上での実証時期を検討

した。また、それぞれにおいて、このステップを通じた課題も抽出した。 

 

(1)原型炉で実証するべき技術・取得されるべきデータの抽出 

A)から G)までの個別技術項目に対して、原型炉で実証すべき主要な項目
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（大項目）を抽出した後に、各大項目を実証するために必要な具体的項目（中

項目）を抽出した。 

 

(2) 抽出した項目の重要度ならびに優先度による分類 

運転計画の骨子を作成することを目的に、前項で抽出された項目から重要

かつ優先度の高いものに焦点を絞って運転計画を策定することとした。重要

度と優先度は以下の観点に基づいて分類した。 

 

①核融合炉開発における技術重要度 

 重要度 A：核融合開発の基盤技術 

核融合炉の運用，安全性、信頼性、経済性に対して不可欠な技術 

 重要度 B：核融合開発において補強を要する重要技術 

核融合炉の技術成立性の実証に際して既存技術の補強が必要となる技術 

 重要度 C：核融合炉特有ではない技術 

タービン設備、発電機設備等の軽水炉や一般産業でも活用されている技術 

 

②原型炉を利用することの優先度 

 優先度１：原型炉でなければ実証できない技術 

原型炉環境でなければ実証できない技術で、他の実験設備等の環境では実

証できない技術 

 優先度２：原型炉で実証することが合理的な技術 

原型炉以外でも実証できるが、原型炉を利用するほうが時間的・経済的・

技術的な観点で合理的な技術 

 優先度３：原型炉以外で実証が可能な技術 

原型炉以外でも実証することが可能で、かつ、時間的・経済的・技術的な

観点から原型炉以外で実証することが合理的な技術 

 

③ 総合優先度 

原型炉の運用において、電源としての技術の成立性及び主要な成果の確認

に必要な技術を焦点化するため、前項①、②の技術重要度及び利用優先度の観

点で重要度・優先度を表 3.1.2.1 の形式で取りまとめることにした。本報告

における運転計画では、表 3.1.2.１の分類のうち、重要かつ優先度が高いと

判断された A1、A2、B1、B2 クラスを検討対象の技術項目と判断した。 
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表 3.1.2.1 重要度と優先度に関する分類表 

 

 

(3) 重要かつ優先度の高い項目に対する実証時期の策定 

表 3.1.2.1 に示す重要度と優先度に関する分類表において、A1, A2, B1, B2

に該当するものを運転計画における実証時期策定の対象項目とした。運転サ

イクルは、図 3.1.2.1 に示すように性能試験サイクルとその後の本格運転サ

イクルに区分し、本格運転サイクルでは、保全のための定期保守期間を設定

した。本格運転期間では機器の故障や劣化に関して、初期故障フェーズ、ラ

ンダム故障フェーズ及び経年劣化フェーズを想定した。コアチーム報告書で

は原型炉の実証段階を、図 2.1 に示すように調整運転（コミッショニング）

段階、発電実証段階、経済性実証段階の 3 つに分類している[1]。ここでは、

安定した出力（DT 反応による 100 %定常出力）が得られるまでを調整運転段

階と考え、第 1サイクル（試運転サイクル）に対応させることにする。次に、

発電実証段階については第2サイクル以降の本格運転段階に対応させること

にする。さらに経済性実証段階については経済性への見通しを得る段階と位

置づけ、本格運転段階の後期サイクル以降に対応させることにする。 

 

 

図 3.1.2.1 実証時期策定に用いる運転サイクルの概略図 
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3.2 全体運転計画 

3.1.1 項の運転計画策定の前提条件を考慮に入れ，各技術課題項目の検討結果

(検討結果詳細は 3.3 項以降参照)を集約し、原型炉の全体運転計画の第 1 次案

を策定した（詳細別添表 1参照）。 

 

3.2.1 全体運転計画の骨子 

全体運転計画は、次項以降に示す核融合プラント運転の主要なプロセスで整

理した。 

（1）トリチウム燃料システム稼働から、Hパルス放電実験までの主要項目 

（図 3.2.1.1 参照） 

炉心運転開始後にスムーズな性能向上・発電実証を実現するために、トリチ

ウム燃料システムは不具合を起こさず連続運転する必要性がある。そのような

背景から、まず，燃料サイクルの運転実証を常温・常圧（冷態）及び高温・高

圧（温態）状態で実施する。トリチウムシステム稼働後に試運転フェーズ開始

となる。 

H パルス放電による定格磁場・定格電流に到達後から試運転フェーズを開始

し第 1サイクルとしての安全機器の動作確認(安全技術)を行う。 

 

図 3.2.1.1 試運転前後（トリチウムシステム稼働〜Hパルス放電）運転計画 

 

（2）第 1サイクル；Hパルス放電から DD パルス放電までの主要項目 

（冷態/温態試験； 図 3.2.1.2 参照） 

H パルス放電後に炉内機器（ダイバータ他）の状態確認を行い、実機環境下

の冷態状態でブランケット/ダイバータセグメント交換技術の最終確認をプラ

第 1サイクル（試運転サイクル） 
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ント保守の観点で実施する。また、炉心・プラント運転のため、H+He 放電によ

る H-mode 放電の実証を行った後、トリチウムシステム実証の観点で温態状態

での DD パルス放電による DD 生成トリチウムの回収実証を行う。 

 

（3）第 1サイクル；DT パルス放電での主要項目（図 3.2.1.3 参照） 

DT パルス放電にてブランケット健全性・パージガス流動確認を行い、その後

段階的な出力上昇運転を実施する。このタイミングでパルス放電による定格発

電実証（ただし、系統併入は行わない）及びダイバータ熱負荷軽減とダイバータ

運転シナリオを実証する。また、トリチウム関連は、増殖ブランケットからの回

収トリチウムの燃料サイクルへの導入実証を行う。 

 

 

図 3.2.1.2 H パルス放電から DD パルス放電までの運転計画 

 

 

 

図 3.2.1.3 DT パルス放電段階の運転計画 

第 1サイクル（試運転サイクル） 

第 1サイクル（試運転サイクル） 
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（4）第 1サイクル終盤から第 2サイクルの主要項目（図 3.2.1.4 参照） 

第 1サイクル最終工程では、完全非誘導電流定常運転・定常発電（数時間）

の実証を行う。トリチウムサイクル運転の最終段階として、増殖ブランケット

から回収したトリチウムを定常導入した運転実証を行う。 

第 1サイクル終了後の冷態状態（定期検査状態）で、ブランケット設計妥当

性実証及び保守性確認のため、ブランケットを炉心から取り出して機器として

の健全性確認及び保守性の実証を行う。また、第 2サイクル運転に向けて、プ

ラント保守の観点で実機･高線量下のブランケット/ダイバータ交換技術の実証

を行う。 

第 2サイクル運転では、発電プラントとしての運転長期化の実証として、日

オーダの連続運転を月オーダの連続運転に段階的に延伸し定格運転実証を行う

。更に、トリチウムバランスの確認とブランケット機能の定常運転維持の実証

を行う。 

 

 

 

図 3.2.1.4 第 1 サイクル終盤（定期検査時）から第 2サイクルの運転計画 

 

（5）第 2サイクル以降のトリチウムシステム/機器確認の主要項目 

（図 3.2.1.5 参照） 

第 2サイクル以降は、定格運転状態の繰り返し運転を実施し、運転停止後に

は定期的な検査及び保守を実施する。そのため、システム及び機器・設備の初

期故障モード、ランダム故障モード及び経年劣化モードを加味した実証及び運

転・保守データを計画的に採取し、発電プラントとして実用炉に向けた実証す

る段階となる。 

各サイクルの開始前にはトリチウムバランスの確認を実施し、トリチウムシ

ステム保守を各サイクル後に実施する。更に、ブランケット・トリチウムシス

テム他の主要システム、機器・設備の継続的な運転データ及び故障率データを

第 1サイクル終盤（定検時） 第 2サイクル 
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取得する。ただし、具体的な項目及び方法については原型炉概念の詳細化を図

り、関連するシステム・機器・設備の設計仕様が固まった後に展開することが

望ましい。そのため、システム・機器・設備の設計仕様が定まっていない現段

階では、データ取得の詳細計画立案は今後の課題とする。一方、原型炉運転サ

イクルに並行して、使用済みブランケットの冷却後試験を実施し、ブランケッ

トの健全性・機能確認を実施する。 

 

 

図 3.2.1.5 第 2 サイクル以降のシステム、機器・設備実証のための運転計画 

 

（6）第 1サイクル以降の保守、環境関連の主要項目 

定格運転後の第 1サイクルでは、保守関連技術の実証として、ホットセル内

での炉内機器に対する保守交換技術の確認及び実証を行う。更に原型炉運転と

並行して、廃棄物処理施設での廃棄物管理工程検証及び運転期間を利用した保

守建屋、施設での保守技術、プロセスの実証を実施する。また、システム、機

器・設備の健全性確認と運転データ及び故障データの採取をサイクルごとに実

施する。 

安全技術の観点では、各運転サイクル前後で安全機器動作確認を実施する。

さらに、定検時等の停止・保守時及び運転時の環境放射線・被ばく管理関連の

データ採取と放射線・放射性物質管理技術の実証を行う。これらの具体的な項

目及び方法についてはシステム、機器・設備の設計仕様が固まった後に展開す

ることとし、今後の課題とする。 

 

	

	

	

	

	

	

	

	

	

トリチウムシステ	

第 2 サイクル以降 

トリチウムシステム保守 

故障データ採取 

トリチウムバランス確認 

使用済みブランケット試験 
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3.2.2 運転期間と稼働率 

原型炉の運転計画としては、運用中に実証する技術・取得すべきデータと実

証や取得に必要な期間を含めた運転計画と耐用年数を検討することが必要であ

る。そこで、前述の全体運転計画を基に、運転期間及び稼働率を試算した。 

この試算のためには、“運転”及び“稼働率”の定義を行い、共通認識化を

図った上で具体化が必要となる。本報告では技術課題項目ごとに主要な検証項

目の抽出結果について、実施時期を運転サイクル中に当てはめる作業を実施し

た。また、一部の運転期間については実験炉 ITER や過去の原型炉設計例など

、先行設備計画のベンチマークを参考に算出した。そのため、今後の各項目内

容の具体化検討の結果を踏まえ、運転期間と稼働率の適正化・整合化が必要で

ある。 

 

（1）運転の定義及び前提条件 

主要な運転項目の定義及び前提条件は次のとおりとした。 

 

パルス運転期間： 

第 1サイクルでは数時間までの放電とし、第 2サイクルではパルス運転の

長期化を行うために、日〜月オーダの放電期間とする。第 3サイクル以降

の定常運転では、年オーダの放電とする。なお、運転開始時の炉内機器の

想定セット数は、ダイバータ：2セット（1回目の総交換は第 1 サイクル

にて実施）及び、ブランケット：2セット（1回目の総交換は第 2サイク

ルにて実施）を前提条件として想定する。 

 

参考までに、先行設備との比較を行うと次のとおりである。 

ITER（FDR）の場合パルス運転： 

H 放電初期 2.5 年間 →2000〜3000 パルス（8パルス/day〜12 パルス/day

） 

DT パルス放電後期 7.5 年間→1000sec パルス(放電繰返し時間 2200sec)、

3〜6 日連続運転 

 

SlimCS での保守期間（計画）： 

SlimCS セクター引抜方式(セクター数 16)：2 ヶ月 

ブランケット冷却期間(約 1ヶ月)は含まず 
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（1）運転サイクル期間の想定 

原型炉の主要な運転モードごとに前述のベンチマーク結果と想定プロセスか

ら、次のとおり概略の運転期間（試運転段階のパルス数含む）を想定した。 

 

１）第 1サイクル（試運転サイクル） 

ⅰ）H放電から DT パルス放電期間 

① H 放電：24 週（8パルス/day×5 日×24 週＝960 パルス） 

② H+He 放電：12 週（8パルス/day×5 日×12 週＝480 パルス） 

③ DD パルス放電：20 週（8パルス/day×5 日×20 週＝800 パルス） 

④ DT パルス放電：30 週（8パルス/day×5 日×30 週＝1200 パルス） 

 

以上より、H放電から DT パルス放電の第 1 サイクルの出力上昇までの運転期

間は、1年半強の約 86 週（総パルス数：3440 パルス）と想定される。 

 

ⅱ）第 1サイクルの出力上昇 

出力上昇を段階的に実施すると想定し、DT パルス放電(パルス運転：数時間)

の出力上昇は次のとおりとなる。なお、出力上昇の方法はトリチウム密度比

を制御することで、高密度を維持した状態で行うことを想定した。また、ブ

ランケット熱除去は発熱量に応じ冷却水入口でヒータを用いて出口温度を一

定とし、流量調整は行わない条件で想定した。 

① 核融合出力 250MW まで：約 6週間 

② 核融合出力 500MW まで：約 6週間 

③ 核融合出力 750MW まで：約 6週間 

④ 核融合出力 1000MW まで：約 6週間 

⑤ 核融合出力 1500MW まで：約 6週間 

1500MW 到達後は数時間の連続運転を実施。 

 

 これらを合計すると、定格出力までの上昇期間は半年強の約 30 週となる。 

 

ⅲ）第 1サイクルの保守期間 

第 1サイクル運転の保守期間は、試運転期間として運転モードごとに必要な

保守を実施するとして想定した。 
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出力上昇段階でそれぞれの到達出力後に負荷遮断を行い、中間停止としての

保守も想定されるが、ここでは段階的に出力を上昇させるのみで負荷遮断及

び中間停止後の保守は想定せず、今後の設計進捗及び安全要求が明確になっ

た時点で検討するものとした。 

 

① H 放電後の保守期間：約 16 週 

（システム、機器・設備の健全性最終確認） 

② H+He 放電後の保守期間：約 8週 

③ DD パルス放電後の保守期間：約 8 週 

④ DT 定常放電後の保守期間：約 24 週 

 

DT 放電後は、冷却期間 4週（1ヶ月）に加えて、代表ブランケットセグメン

ト交換及び全ダイバータセグメント交換期間を想定した。これらは、機器寿

命及びトリチウム除去に依存した冷却期間の具体化により変わりうる値であ

る。 

これらを合計すると全保守期間は、ほぼ 1 年強の約 56 週となる。 

 

 第 1 運転サイクル期間は、試運転、定格出力上昇及び保守期間を合計すると

約 202 週（約 3年半超）となる。また、DT 放電による稼働率は約 9％となる。 

 

２）第 2サイクル（パルス運転長期化サイクル） 

第 2 サイクルでは、定格到達後のパルス運転長期化を行うサイクルと位置づ

けた。パルス運転の長期化は、日〜月オーダで長期化を行うものとして約 24 週

の運転期間を想定した。また、月ごとに点検期間を設定し、最終的な DT パルス

長期放電後の保守期間は、ブランケットの全総交換を加味するがダイバータは

交換しない計画として約 24 週の保守期間を想定した。 

 以上により、第 2運転サイクル期間は約 48 週となり、DT 放電での稼働率は

30％程度となる。 

 

３）第 3サイクル以降（定格運転サイクル） 

第 3サイクル以降は定格運転と定期検査的な保守期間を繰り返すが、システ

ム、機器・設備の初期故障モード、経年劣化モード、ランダム故障モード及び

実用炉への反映サイクルとなるので、それぞれの設計検討が固まった段階で運
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転期間の適正化が必要となる。ここでは概略のイメージとして運転期間を約 24

週から 48 週と想定した。また、運転後の保守期間はダイバータ取り換え期間

がクリティカルとなるものと想定し約 24 週とした。 

以上により、第 3サイクル以降の定格運転サイクルは約 48 週から 72 週で、

稼働率は約 50％から 70％となる。 

 

（３）運転時期、期間検討の課題 

試運転を中心とする第 1 サイクルが概算で 3 年半超となる。実証項目につい

ては項目として抽出しただけであり、それぞれの実証内容の具体化ができてい

ないので，実施期間の過大/過小の評価ができない。今後内容検討を行い、期間

の短縮を検討する必要がある。 

また、第 2サイクル以降の運転期間及び保守期間は、システム、機器・設備の

仕様が固まらないと算定できない。更に、このサイクルでの初期故障モード、ラ

ンダム故障モード、経年劣化モード及び実用炉に向けた検証モードでの具体的

な展開ができないので、設計進捗に合わせて段階的かつ継続的な検討により適

正化することが望まれる。 

 

3.3 各項目における運転計画 

技術課題ごとの運転計画における主要検証項目、実施プロセス及び課題の検

討結果を次項以降に示す。 

  

3.3.1 炉心制御・プラント運転技術 

3.3.1.1 検討の前提条件 

炉心制御・プラント運転技術に関しては、運転計画の基盤にあたり、従来の試

験装置や実験炉 ITER の運転計画で想定されている実験準備段階、軽水素実験段

階、重水素実験段階、DT 実験段階の運転段階ごとに項目を整理した。 

 

3.3.1.2 実証項目の抽出と優先度及び課題 

炉心制御・プラント運転技術に求められる主な要件として、 

[1] 限られた初期トリチウム量を用いて、炉心プラズマの調整、安定性・

輸送制御技術の実証、シミュレータによる炉心予測･制御技術の妥当

性確認等を行い、パルス運転にて発電実証を達成する 

[2] 完全非誘導電流駆動プラズマの実現による定常定格発電を一定の期
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間実施し、発電技術として実証し､十分な運転経験後に系統連係を実

現する。 

[3] 後期ダイバータ（稼働率向上に向け、ターゲット冷却ユニットに F81H

配管系のみのダイバータ）等を目指した不純物放射増大を可能とす

る炉心開発 

[4] 最終的には実用炉模擬運転を行い、実用炉に向けた目処を得る 

が挙げられる。 

[1]項目で“パルス運転による発電実証の達成”とあるが、ここでは系統連係

までは含まれていないことに注意して欲しい。[2]項目では、十分な運転経験を

踏んだ後に系統連係を行うとしている。また、発電実証達成後には、銅合金配管

を用いない後期ダイバータ（熱負荷を 10MW/m2から 5MW/m2程度に低減）に向けた

炉心性能の向上（中心領域からの放射損失割合の増加、高閉込め，高β化等）を

目指し、最終的には実用炉を念頭においた経済性を見通すための運転（実用炉模

擬運転）を行うことを想定した。 

これらの炉心制御・プラント運転技術に求められる要件から、原型炉での実証

技術大項目を以下のように設定した。 

① 調整運転の実施 

② 長期間定格発電の実証 

③ 高不純物放射（加熱パワーの内放射損失割合が 80％以上）を可能とする炉

心開発（後期ダイバータ用） 

④ 実用炉模擬運転 

  

（１）大項目① 調整運転の実施 

調整運転は、原型炉の建設が終了して最初に運転を実施するフェーズであり、

細心の注意をもって各段階の目的を実証しつつ運転を進める必要がある。この

運転期間の大きな目標としては、炉心予測妥当性評価、各種制御性確認（MHD/回

転/輸送）、運転可能領域評価､炉心シミュレータの妥当性評価、パルス運転によ

る発電実証（所内単独運転で系統連係は想定しない）、完全非誘導電流駆動プラ

ズマ運転による長期間の発電実証、 定格出力運転の実証（十分な運転経験後系

統連係）が挙げられる。これらの実証項目を実施する上で、①-1 放電前試験、

①-2 HH 調整運転、①-3 HH パルス運転、①-4 H+He パルス運転、①-5 DD パル

ス運転、①-6 DT パルス運転、①-7 DT 定常運転の中項目を抽出した。 
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１）中項目①−1 放電前試験 

本格的な運転に備えた準備段階として、真空排気、ベーキング、Glow/ECH 放

電、トロイダル磁場予備生成、磁気軸/第 1壁位置調整、誤差磁場確認、計測機

器動作確認を実施する。この際、第一壁やブランケット温度に関するプラント運

転については、DBTT（延性脆性遷移温度）以上に維持する必要があると考えられ

る。 

 

２）中項目①-2 HH 調整運転 

放電前試験後に設定される運転フェーズでは、プラズマ電流・磁場の定格値到

達までの運転を想定し、放電の基本的な電流立上げ、ダイバータ配位形成、放電

停止の実証、プラズマ電流値・磁場の定格値までの上昇を実施する。 

  

３）中項目①-3 HH パルス運転 

HH 調整運転が終了し、基本的な放電シーケンスが確認された後、密度・外部

加熱増加、デタッチプラズマの実証、ディスラプション緩和・予測技術の事前確

認、 MHD・回転・輸送制御性による運転領域の事前確認を実施する。この段階で

H-mode 放電関連の予備試験も実施する。 

 

４）中項目①-4 H+He パルス運転 

不純物であるヘリウムを添加し、質量効果による L-H 遷移加熱パワーの低下

による L-H 遷移と H-mode 放電に関わる基本的な実験を実施する。具体的には、

H-mode 遷移制御、ELM 制御の事前確認、ダイバータとの整合性（アタッチ⇒デタ

ッチ条件）を確認する。また、この後の DD パルス放電（放射化運転）以降に必

要な計測・遠隔保守機器・安全機器の動作確認についてもこの運転フェーズにて

実施する。 

 

５）中項目①-5 DD パルス運転 

DD 放電を開始することにより、放射線管理フェーズへ移行する。そのため前

段階で放射線管理フェーズに必要な計測・遠隔保守機器・安全機器の動作確認を

十分に行う必要がある。また、DD 放電に移行するにあたり、前段階からの HH⇒DD

放電移行に必要な第 1 壁・加熱機器・排気機器クリーニング等も必要に応じて

実施する。その後、中性子発生量予測妥当性評価、 放射線場での計測・制御機

器動作・遮蔽確認、DD放電下での H-mode 遷移予測、閉じ込め性能予測、ELM 制
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御性、MHD・回転・輸送制御性、ダイバータとの整合性のシミュレータによる予

測と検証、粒子バランス制御の予備実験とトリチウム必要量の予想等が実施項

目となる。 

 

６）中項目①-6 DT パルス運転 

燃料にトリチウム（T）を段階的に増加させて核融合出力を増加させつつ、DD

放電までに確認されている炉心制御性について DT 放電でも確認する。また、核

融合出力が増大し、ブランケットにおける発熱（熱交換）及び発電が必要となる

ため、冷却系統・発電系統の制御も必要になる。そのため、プラント制御として

冷却・発電系統の準備を事前に行う必要がある。 

実証項目は、トリチウム割合の段階的増加による炉心制御性の確認で、 H-

mode 遷移、ELM 制御、MHD/回転/輸送制御、ダイバータ制御等が対象となる。そ

の他として、トリチウム粒子バランス確認と初期装荷トリチウムによる DT 運転

可能期間の評価、DT 燃焼化におけるα粒子関係の閉じ込め/不安定性制御手法の

確認、長パルス化の実証（〜1時間オーダ）と運転可能領域の確認、トリチウム

割合増加による核融合出力上昇試験（立上げ、出力定常維持、停止の一連の制

御）、各出力による炉心・1/2 次系・発電系の動特性試験等が挙げられる。各種

安全機器動作確認（測定機器最終較正、各種インターロック確認、加圧器、逃し

/隔離弁、キラーペレット装置、タービンバイパス等）、 1 次系・2次系・タービ

ン-発電機立上げ、パルス放電による発電実証（所内単独運転試験）、電源喪失試

験等の安全系制御実証試験の実施、 パルス DT 運転による定格発電実証試験（数

時間オーダの所内単独運転試験）が実証項目となる。 

  

７）中項目①-7 DT 定常運転 

パルス運転から定常運転に移行するために、誘導電流の割合を減らしつつパ

ルス長を伸ばすことが課題となる。そのために、非誘導電流駆動割合の段階的増

加（ハイブリッド運転化）を行うとともに、非誘導電流割合ごとの炉心性能・制

御性、運転領域の確認を行い、最終的には定常運転を実現する。実証項目は、 完

全非誘導電流駆動運転（立上げ、定常維持、停止）の達成、粒子バランス制御/He

排気制御/不純物割合制御（/各種分布制御）の実証、完全非誘導電流駆動下にお

ける発電出力上昇、DT 定常運転による定格出力運転実証（〜日オーダ）が挙げ

られる。 
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（２）大項目② 長期間定格発電の実施 

ここでは調整運転の最終段階でDT定常運転の放電時間を日オーダまで実証さ

れていることを前提に、発電プラントとして必要な連続運転放電を年オーダま

で長期化することを目的とする。中項目として、②-1 定常運転の長期化と②-2

長期運転の監視・制御技術を抽出した。 

定常運転の長期化は、完全非誘導電流駆動運転の段階的長期化により実現す

る。また、長期運転の監視･制御技術として、出力の監視、粒子バランス制御や

He 排気、更に不純物割合等の監視・制御の実証が必要となる。この項目には、

第一壁、ダイバータ板、ダスト監視技術についても含める。 

 

（３）大項目③ 性能向上運転の実施 

年オーダの発電実証後に炉心改良をする必要がある。特に、初期ダイバータに

ついては銅合金配管を利用しているため、中性子照射効果から運用期間が 1 年

程度と考えられ、稼働率向上のためには、銅合金配管を用いない後期ダイバータ

に移行する必要がある。ダイバータターゲットにおける熱負荷を 5MW/m2 以下に

低減するために、炉心における放射損失割合を増加させる炉心制御が必要とな

る。ここでは、中項目として③-1 性能向上目標設定、③-2 性能向上運転の開発、

③-3 運転点の最適化を抽出した。 

後期ダイバータに向けた高放射損失化に向けた運転領域・出力制御手法の事

前評価を実施し、実証の目標値と実施手順を具体化する。次に、前述の目標・計

画に基づいて、段階的な不純物割合増加と運転領域・出力制御手法の確認を行

う。最後に、運転点の最適化について後期ダイバータに適した運転点の最適化と

その長期間運転の実証を行う。  

 

（４）大項目④ 実用炉模擬運転の実施 

原型炉の最終目標は、実用炉に向けた目処を付けることにある。炉心条件につ

いても将来の実用炉に対する目処を得る実験実証をすることが最終目標と考え

られる。そのための実施項目として、④-1 実用炉の目標設定、④-2 実用炉模擬

手法の検討、④-3 実用炉模擬運転の実証を中項目として抽出した。実用炉の目

標設定は、開発方針及び概念検討に基づく目標値を定めることに対応する。 

実用炉模擬手法の検討では、実用炉条件を原型炉で模擬する運転方法を検討

する事になる。例えば、経済性向上を目指して高ベータ高出力密度を実用炉で目

標とした際、原型炉で同じ炉心条件を実現仕様とすれば出力が大きくなり炉内
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機器の除熱能力を超えることもありえるので、閉込め磁場を小さくし、規格化ベ

ータ値等の無次元数を実用炉と同一にするといった工夫をする必要がある。ま

た、加熱・電流駆動等の制御計測機器についても改良や追加が必要な場合があ

り、実用炉に向けた実験実証手法の検討や準備を行うことを想定する。 

実用炉模擬運転の実証は、実用炉模擬運転手法に則り実験実証を行うととも

に、実用炉模擬運転の運転期間の段階的長期化を行い、実用炉に向けた目処を得

ることを実証する。 

 

3.3.1.3 抽出項目の優先度、実施時期（まとめ） 

それぞれの運転期間で抽出した実証項目に関する優先度分類を実施した結果を

以下に示す。表 3.3.1.1 に DD パルス放電までの重要度分類を示す。また、ITER

や JT-60SA との連続性も考慮し、ITER や JT-60SA での実施・開発項目も合わせ

て示している。表 3.3.1.2 に DT パルス放電から DT 定常放電までの重要度分類

を示す。この DT 燃料による放電から放射化フェーズに移行するため、大きな技

術的なギャップが存在する。表 3.3.1.3 に日オーダから年オーダへの定常運転

の長期化以降の重要度分類を示す。実用炉に向けた目処を得るための実証につ

いては、実用炉の目標値が必要で、一方で実用炉は原型炉における実用炉模擬運

転に基づいた概念となっている必要がある。このため、実用炉の目標設定は原型

炉で開発するのが合理的な技術に位置付けた。重要度分類で列挙された実施項

目についての運転計画を表 3.3.1.4 に示す。 
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表 3.3.1.1 DD パルス放電までの優先度分類 

 

 

 

表 3.3.1.2 DT パルス放電から DT 定常放電までの優先度分類 
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表 3.3.1.3 定常運転の長期化以降に関する優先度分類 
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表 3.3.1.4 炉心制御・プラント運転技術に関わる運転計画  

 

 

関係項目

ダイバータ

24

ダイバータ 12

12

12

4

8

4

4

ダイバータ
8

4 Cycle

Hot

10Cycle以降

炉心放射線環境 Cold Cold Hot Hot Hot Hot Hot Hot

5 Cycle 6 Cycle 7 Cycle 8 Cycle 9 Cycle 10 Cycleサイクル 建設・運転準備段階 1Cycle (試運転段階) 2Cycle（本格運転段階） 3Cycle

Hot Hot Hot

トロイダル磁場動作確認

磁気軸/第一壁位置調整・確認

誤差磁場計測

計測機器動作確認

【H調整放電】

(1)コミッショニング運転の実施

【放電前試験】

真空排気

ベーキング

GLOW/ECH放電

【Hパルス実験】

密度・外部加熱増加試験

ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立

ディスラプション予測・緩和技術事前確認

デタッチ安定性試験

電流立上げ・放電停止

ダイバータ配位形成

電流値・磁場の定格運転

H-mode/ELM/ダーバータ総合試験

MHD・回転・輸送制御性による運転領域の事前確認

長パルス運転・非誘導電流駆動の基本実験

（DDパルス放電以降に必要な計測・遠隔保守機器・安全機器の動作確認）

真空解放炉内状態確認

炉心・プラント

【D＋Heパルス放電】

D+He放電によるH-mode放電の実証

炉心・プラント

【DDパルス放電】

DDパルスによるH-mode他各種放電特性の検証とシミュレータの確立

ダイバータ 2

炉心・プラント 2

ダイバータ配位形成とダイバータ排気粒子制御の確率

中性子発生量予測確認試験

炉心・プラント

【DTパルス運転】

DTパルス放電におけるH-mode他各種放電特性の検証

ダイバータ
2

ダイバータ
2

8

8

8

8

炉心・プラント
#

ダイバータ #

8

8

8

12

12

4

4

炉心・プラント
4

8

8

炉心・プラント 16

8

8

8

8

#

炉心・プラント
#

炉心・プラント
24

炉心・プラント 24

MHD/回転/輸送制御

核融合出力上昇試験（立上げ、定常維持、停止）

α 加熱増加下における非接触ダイバータ制御

トリチウム粒子バランス確認と初期装荷トリチウムによるDT運転可能期間の
評価

α 粒子関係の閉じ込め/不安定性制御手法の確認

長パルス化の実証（〜1時間オーダ）と運転可能領域の確認

ダイバータ運転シナリオと排気・粒子制御の確立

より高い放射線環境下における計測・制御装置の性能確認

トリチウム割合の段階的増加による炉心制御性の確認

H-mode遷移

ELM制御

【DT定常運転】

非誘導電流駆動割合の段階的増加(ハイブリッド化)

各出力による炉心・1/2次系・発電系の動特性試験

各種安全機器動作確認（測定機器最終較正、各種インターロック確認、加圧
器、逃し/隔離弁、キラーペレット装置、タービンバイパス等）

タービン・発電機調整、発電開始

所内単独運転、電源喪失試験、炉心トリップ試験、負荷遮断試験

長パルスDT運転による定格発電実証試験（数時間オーダ）

完全非誘導電流駆動下における発電出力上昇

DT定常運転による定格出力運転実証

非誘導電流割合毎の炉心性能・制御性、運転領域の確認

完全非誘導電流駆動運転（立上げ、定常維持、停止）の達成

粒子バランス制御の確認

He排気制御の確認

不純物割合制御の確認

各種分布制御の確認

2)長期間定格発電の実証

【定常運転の長期化】

完全非誘導電流駆動運転の段階的長期化（月オーダ⇒年オーダ）

【長期運転の監視･制御技術】

出力/粒子バランス制御/He排気/不純物割合等の監視・制御の実証

炉心・プラント

炉心・プラント 24

4)実用化に向けた運転実証

【実用炉模擬手法の検討】

原型炉での模擬手法(高性能化・部分負荷運転等)の設定

3)性能向上運転の実施

【性能向上運転の開発】

高性能ダイバータに向けた高放射損失化､高ベータ化
段階的な不純物割合増加と運転領域・出力制御手法の確認

炉心・プラント #

【実用炉模擬運転の実証】

実用炉模擬運転の実証と運転期間の段階的長期化
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3.3.2 ダイバータ 

3.3.2.1 検討の前提条件 

 実証項目の抽出は「プラズマ運転」と「ダイバータ運転」にわけて検討する。 

 「プラズマ」運転では運転準備段階（第 0サイクル）及び試運転段階（第 1

サイクル）で実施することを想定。 

 運転開始時のダイバータ構造は、現時点で特別チームにて検討しているタ

ングステン（W）モノブロック型を想定（「初期ダイバータ」と呼ぶことにす

る）。具体的には、内側及び外側ターゲットに Wモノブロック＋銅合金冷却

管、ドーム及び内側・外側バッフル部に W モノブロック＋F82H 冷却管の構

造とする。 

 ダイバータへの熱負荷軽減運転が確立されていると期待される原型炉運転

期間後期には、次世代の商用炉に向けた、より長い機器寿命を有するダイバ

ータを設置することを想定した（「後期ダイバータ」と呼ぶことにする）。現

時点では、原型炉運転開始時のダイバータ構造に対して、ターゲット部の構

造も W モノブロック＋F82H 冷却管構造として、対中性子照射性を強化した

ダイバータ構造を想定。 

 実証項目の抽出に加えて、運転サイクル期間の長さを決める一つの要素で

あるダイバータ機器寿命を現状の知見の範囲で概算する。 

 

3.3.2.2 実証項目の抽出と優先度及び課題 

｢A. プラズマ運転｣と｢B. ダイバータ機器｣について、それぞれ運転計画を検

討した。｢A. プラズマ運転｣の実証項目として以下を挙げた。 

 

A-①ダイバータ配位の形成・制御 

A-②ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオ 

A-③ダイバータ排気・粒子制御 

A-④シミュレータによる運転開発 

 

また、｢B. ダイバータ機器｣の大実証項目として以下を挙げた。 

 

B-①健全性確認・評価技術 

B-②後期ダイバータ開発 
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いずれも、技術的重要度としては｢基盤技術｣に当たり、利用優先度としては

｢原型炉でなければ実証できない技術｣とした（優先度 A1:表 3.3.2.1 および表

3.3.2.2 参照）。 

｢A.プラズマ運転｣に関する技術開発は、実施時期及び運転計画に反映すべき

実施項目とし、主に、ITER 及び JT-60SA、LHD など高パワー実験装置において得

られた知見、運転シナリオを基に運転準備段階（第 0サイクル）及び試運転段階

（第 1 サイクル）において実施する内容とした。定格核融合出力での定常運転

が行われる第 2 サイクル以降は、実用炉に向けて、ダイバータ熱負荷を最大

10MW/m2 から 5MW/ｍ2 程度もしくはそれ以下に低減する運転シナリオ開発を実施

することとした。 

｢B.ダイバータ機器｣については、原型炉において確立されるべき課題（B-①

②）についてまとめると共に、ITER での確立が期待される技術、原型炉以前に

確立されるべき開発課題を抽出した。 

原型炉運転初期には｢初期ダイバータ｣を設置し、第 2 サイクル以降に上述の

ダイバータ熱負荷軽減運転シナリオが確立された後は｢後期ダイバータ｣を設置

することとした。初期ダイバータは、内・外ターゲット部に銅合金配管と銅緩衝

材を使用しているため高い除熱性能を有するが、銅の中性子照射損傷のため年

単位の交換が必要と考えられる。後期ダイバータは、実用炉に向けたダイバータ

であり、今後の構造設計、材料開発の進展を考慮し選択する必要がある。ここで

は、冷却管を全て低放射化フェライト鋼とすることで、熱除去性能は低下するも

のの耐中性子性能の高い構造とし、ブランケットと同程度の交換頻度を想定し

た。 

ダイバータ機器の開発、制御・検査・保守方法、及びプラズマ計測機器は、原

型炉建設前に開発が完了していることが前提であり、原型炉運転期間及び遠隔

保守（運転休止）期間の運転計画においては、ダイバータカセットを炉外（ホッ

トセル）へ取り出した後の実施項目を検討した。初期ダイバータの分析は、次期

運転サイクルでの運転パラメータの設定、後述する寿命評価、および後期ダイバ

ータ設計を改良・修正する上で重要であり、これらに必要な項目を含んでいる。 

原型炉運転サイクルの期間を決める一つの重要な要素であるダイバータ機器

寿命については、現在までに得られている知見をもとに定量的な評価を試みた。

｢機器寿命｣の管理のためには、機器寿命に影響を与える損傷について、何故、何

時発生するのか（損傷発生機構、損傷発生寿命）、許容できる損傷と許容できな
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い損傷（損傷許容設計・運用）、損傷は制御下にあるのか（損傷進展経路・損傷

成長速度）について、中性子照射による影響を含めて理解することが必要であ

る。特に中性子照射影響については、実験開始から結果が得られるまでに時間が

かかること、また高速中性子の影響が大きいことから、停止している常陽炉の早

期運転再開と、材料照射実験が必要である。ここでは、プラズマ照射による材料

損耗と、銅合金への中性子照射影響について、現在入手できる文献等から得られ

る値からおおよその寿命を示した。原型炉運転において、ダイバータの寿命に

は、中性子線照射（積分）量や大きな温度変化の頻度の情報が関わるため、プラ

ズマ運転時間だけではなく、寿命を評価するために必要なプラズマ運転情報が

望まれる。更にダイバータ運転および交換の遠隔保守、検査方法、保守方法ダス

トの監視・除去はプラント保守技術、ダスト安全基準は安全技術グループでの検

討課題として抽出した。 

 

以下に各実施項目を示す。 

 

A. プラズマ運転 

（１）A-① ダイバータ配位の形成・制御 

基本的な着火調整、立ち上げ・立ち下げシナリオおよび定常運転でのプラズマ

平衡維持は、ITER での制御経験を生かし実証する（主に炉心制御が担当）。 

実施時期は、調整運転初期となる。 

原型炉ダイバータ運転としての実証・確立内容は次のとおり。 

１）ループ・磁気コイル使用した平衡配位のフィードバック制御の実証 

２）低プラズマ電流（3−5MA 程度）からダイバータ配位（ストライク点位置を

含む）へ移行し、定格値(13−15MA)までの制御ロジックの実証 

３）ベータ及び内部インダクタンス𝑙𝑖等が異なるプラズマの平衡配位について、

設定位置とダイバータおよび周辺計測の測定値のずれ評価と許容範囲内

に収まるよう平衡フィードバックの改善・実証。 

４）原型炉として開発が必要な点は、ITER より高い規格化ベータ値・非誘導電

流駆動割合を維持する定常プラズマシナリオで、ストライク点位置フィー

ドバック制御の実証。 

５）ITER 経験からストライク点スイープ（定常・非定常熱負荷低減）やキック

（ELM 制御）等の技術が必要な場合は、原型炉として確立・実証を行う。 
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（２）A−② ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立 

以下のダイバータ運転シナリオ、ELM 熱負荷低減シナリオについて ITER およ

び高パワー実験装置において確立し、加熱パワーの大きな原型炉で実証する。 

 

(i) 不純物ガス入射のフィードバック制御により、放射損失ピークをダイバー

タ内で制御すると共に、非接触ダイバータを形成し熱負荷を許容範囲内に

低減することを実証。 

(ii) 加熱の増減や H-L 遷移前後の排出パワー(Psep)の変化に対応して、不純物

ガス入射のフィードバック制御により許容範囲内の遅延時間で制御する

ことを実証。 

(iii) 高グリーンワルド密度比(>1)および高放射損失率(0.7-0.8)のプラズマ性

能と非接触プラズマ生成が両立したプラズマ運転シナリオの実証。 

(iv) ELM 低減手法（プラズマ制御、ペレット・ペースメイクなど）の確立と実

証。 

実施時期は、(i),(ii)はコミッショニング期間において追加熱・α加熱の段階ご

とにプラズマパラメータが変化するため、その都度確立が必要。(iii),(iv) 

は H モード実験時とα加熱の段階ごとに行い確立する。 

原型炉ダイバータ運転として実証・確立内容は、次のとおり。 

１）不純物種およびパフ位置の選択とフィードバック応答、ガスパフ (D のみ

DT 混合)による周辺密度制御等について、追加熱・α加熱の段階ごとに非

接触ダイバータ制御を確立し、定常運転前に実証する。 

２）多種のダイバータ計測装置が使用できる非放射化および初期放射化(DD)

時期には、非接触プラズマのダイバータ内での制御とシミュレータを改善

する。 

３）原型炉レベルの運転では、アルファ加熱の増加に伴い、最小限の計測器（赤

外カメラとボロメータ/レーザー計測、程度）でフィードバック制御を行

い、シミュレータの精度を向上させる。 

４）（第 1-2 サイクル）定常放電では、対向材と表面温度を監視し、ストライ

ク点移動やスイープ、放射損失の増加等を制御し、対向材の損耗・溶融を

低減する。評価手法は ITER および高パワー実験装置において確立（マー

カータイルを通常当たらない位置に設置など）。熱負荷と照射時間に対す

る損耗や溶融の経験をシミュレータに反映し、後期ダイバータ設計・運転

に利用する。 
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５）（第 1-2 サイクル）後期ダイバータ設計（熱負荷を 5MW/m2レベルに低減す

る場合）・運転シナリオ確立のため、主プラズマでの放射損失増加

（Prad
main/Pheat〜0.35 -> 0.5-0.55）とダイバータ熱負荷低減を確立する。 

 

（３）A-③ ダイバータ排気・粒子制御の確立 

非接触プラズマにおけるヘリウム排気性能、定常放電における T リテンショ

ン低減/T 蓄積の除去・回収について、ITER および高パワー金属壁(W 壁が望まし

い)実験装置においてある程度確立するが、原型炉でも実環境下での確立・実証

を行う。 

 

(i) 非接触プラズマでのヘリウム排気： 

大型トカマクでのヘリウム入射実験やITERシミュレーションではヘリウム

密度比 nHe/ne<5%は可能とされている。3 倍程度核融合出力の高い原型炉で

は nHe/ne<7%程度を目指す。 

(ii) トリチウム蓄積の評価、および要因の特定と改善： 

放電時間が短い大型トカマクや比較的低温壁の ITER での DT リテンション

評価および回収手法（およびモデル）をもとに、原型炉における高温壁かつ

プラズマ・中性子照射環境における DT 蓄積量の評価、要因の特定と改善、

回収手法（やモデル・シミュレータ）を確立し実証する。 

(iii) 希ガス以外の化学的活性ガスを不純物入射に使用する場合は、大型トカマ

クおよび ITER での経験が必要。原型炉での蓄積及び排気系での処理プロセ

スについて回収量・時間の評価および改善を行い、原型炉でも確立・実証す

る。 

(iv) ITER での経験を生かした周辺およびダイバータからのタングステン不純物

の蓄積制御手法の確立が必要（アルファおよび ECH による中心加熱と密度

制御、ダイバータ遮蔽効果の評価）。 

実施時期は、(i)(ii)(iii)に備えるため調整運転前にガス入射により排気及び 

処理プロセス機器試験のため模擬性能試験を行う。(i)は L モードや Hモードで 

非接触プラズマ確立後、ヘリウム排気摸擬排気試験を行う。α加熱(He 生成量) 

の段階ごとに行い確立する。(ii),(iii)はα加熱(He 生成量)の段階ごとに行い 

確立する。また、定常放電時間のステップごとにも評価と回収等を行う。(iv)W 

ペレット・ダスト等の模擬などによる不純物導入および制御試験を第 1サイク 

ルで実証する。 
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原型炉ダイバータ運転としての実証・確立内容は次のとおり。 

１）(i)は He排気効率の改善（非接触プラズマでのストライク点やヌル点位置、

ダイバータガス圧上昇、粒子排気量の増加、密度分布制御など）を ITER お

よび高パワー金属壁(W 壁)実験装置において確立し、原型炉で実証する。 

２）(ii)は T トレース模擬試験を含め初期から排気およびプロセスの確認が必

要。非放射化運転では、周辺プラズマと PWI データ収集を行うと共に、モデ

リング(シミュレータ)を改善する。 

３）(iii)は放射化運転の延長にともにトリチウム蓄積評価、回収手法と期間を

評価し、シミュレータを確立・実証する。定常放電延長ステップごとに、シ

ミュレータ情報（再堆積層・蓄積粒子によるダイナミックスなど）を整備し、

粒子制御モデルの改善、シミュレータへの反映を行う。 

４）(iv)は ELM を制御した加熱プラズマにおいて高 Z 不純物蓄積の能動制御を

実証（中心加熱と密度制御、ダイバータ遮蔽）する。 

５）運転サイクル最後では、トリチウム回収（同位体プラズマ照射、ベーキング、

酸素・空気導入など）を行い蓄積量の評価、遠隔保守の開始を短縮、実効 TBR

増加等に反映する。 

６）排気機器として、大型ターボ排気ポンプ開発（H2：5.0 m3/s 以上）が必要。 

 

（４）A-④ シミュレータによる運転開発 

(i) 主に非接触プラズマ制御のためのプラズマシミュレータと水素同位体燃

料プロセス（水素蓄積、透過、生成、回収プロセス）制御のための燃料シ

ミュレータを整備する。ITER および高パワー金属壁(W 壁が望ましい)実験

装置において確立・実証し、原型炉専用に確立・実証を行う。 

(ii) シミュレータの確立には、多くの物理過程やモデルを含むダイバータシミ

ュレーションコードの改善と実験データとの比較による精度向上が必要と

なる。 

実施時期は、(i)(ii)共に非放射化運転で多くの計測情報を基に確立・実証した 

後、放射化運転、定常運転で新情報を加え確立・実証を進める。 

原型炉ダイバータ運転としての実証・確立内容は、次のとおり。 

１）Hパルス運転、He+H パルス運転（非放射化運転）： 

ITER および金属壁トカマク研究で整備を行ったダイバータシミュレーショ

ンを使用して、原型炉に設置した計測装置を用いて予想結果の比較と原型
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炉プラズマにおける不確定パラメータの設定を行う。 

簡約モデルや数値シミュレーションのデータベース等に基づいた実時間プ

ラズマシミュレータ(主に放射損失、非接触プラズマ制御)および PWI 過程

や水素同位体蓄積、燃料プロセスに関する燃料シミュレータの改善、確立、

実証を行う。 

２）放射化 Dパルス運転： 

使用できる計測器を用いて最低限の周辺プラズマ物理データの収集し、原

型炉でのダイバータシミュレーションの再現性および外挿性を向上する。 

実時間プラズマシミュレータの精度を高め、シミュレータによる運転制御

を実証する。また、燃料シミュレータの確立、実証を行う。 

３）放射化 DT 運転： 

パルス運転では、追加熱・α加熱の段階ごとにα加熱のプラズマシミュレー

タによる燃焼プラズマ再現、燃料シミュレータによるトリチム入射・回収の

評価について実証を行う。定常放電延長ステップごとに、シミュレータ情報

（再堆積層・蓄積粒子によるダイナミックスなど）を整備し、実時間プラズ

マシミュレータおよび燃料シミュレータの確立、実証を行う。 

 

（５）主要な実証項目 

１）ディスラプション緩和の実証： 

ITER および高パワー実験装置において確立し、原型炉では実証を行う 

緩和ディスラプションを模擬し、第一壁及びダイバータ機器の健全性の

検討を行う。壁コンディショニングの確立。原型炉では定格値における

実証。プラズマ電流定格到達後の早い時期に行う。 

２）核融合出力制御の実証： 

ペレットでの混合比およびダイバータへのガスパフ量 DT 比の制御手法

を ITER で実証する必要がある。 

３）中性子発生量の評価（中性子線、ガンマ線）とプラズマ設計、対向・遮蔽

機器の妥当性評価を、密封放射性元素持ち込みによる模擬や DD 放射化フ

ェーズで行う必要がある 

 

 

B.ダイバータ機器 

ITER での確立が期待される技術、原型炉以前に確立されるべき開発課題は次
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のとおりである。 

■ITER での確立が期待される技術 

・ プラズマ対向材表面の熱伝導特性等の評価 

・ タングステンの損耗・溶融の評価 

・ ITER の中性子環境におけるタングステン及び銅合金の損傷データベース 

・ 炉内機器検査技術、ダスト検査・除去技術 

■原型炉以前に確立されるべき開発課題（実証時期、方法は今後の課題とする） 

・ 材料及び構造体の損傷発生機構、損傷進展の理解 

・ 実機材料の中性子照射後の機械特性・熱特性の評価（PHENIX 計画で実施予

定） 

・ 高損傷領域の早期データ取得のための、微小試験片評価技術の確立 

・ 予測精度向上のための、既存の中性子照射済み微小試験片の機械特性・熱特

性評価 

・ 加速器型中性子源を利用した照射データの取得 

・ 常陽炉における照射データの取得 

・ 原型炉及び商業炉に向けた対向材（タングステン）および冷却管材料の開発

と接合技術（オプション等も含め） 

上記を踏まえ、原型炉にける実証項目は、次のとおりとなる。 

 

（１）B-① 健全性確認・評価技術 

1) 健全性確認・評価を行うために必要な遠隔保守技術、検査方法、保守方法、

ダストの監視・除去は、プラント保守技術、安全技術での検討項目となる。

運転期間内の炉内での健全性確認・評価は、遠隔保守・検査技術を用いて炉

内でのダイバータの損傷、損耗、変形の検査方法の実証とデータを取得する。 

2) 運転期間終了後にダイバータ構造体をカセットと共に取り出した後の健全

性確認・評価については以下を実施する。 

– ホットセル内におけるベーキングによる残留ガス分析法の実証とデー

タ取得 

– ホットセル内におけるターゲット部概観検査方法の実証とデータ取得 

– ホットセル内におけるダスト捕集方法の実証とデータ取得 

– ダイバータ構造体冷却後、ターゲットユニットの熱特性評価方法の実証

とデータ取得 

– ダイバータ構造体冷却後、モノブロックを切り出して試験片を作成し、
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強度試験及び熱特性評価を行うための方法の実証とデータ取得 

– ダイバータ構造体冷却後、ターゲット冷却配管の健全性確認手法の実証

とデータ取得 

 

（２）B-② 後期ダイバータ開発 

後期ダイバータは、実用炉で使用するダイバータを目指したものとなる。現時

点では、タングステンモノブロック構造で冷却管を低放射化フェライト鋼とす

る構造を想定した。熱除去性能は、銅合金冷却管使用時に比べて低下するので、

ダイバータ熱負荷が低減された運転が確立されていることが必要条件となる。

ここでは、放射化運転後に炉内から取り出した初期ダイバータの、ドーム部及び

バッフル部のタングステンモノブロック、低放射化フェライト鋼冷却管、及びそ

れらの接合部について、損傷等の状態を調べることで、後期ダイバータの構造検

証とブランケットと同程度の寿命を目指す設計の改善を行う。 

運転期間終了後にダイバータカセットを取り出した後に以下を実施する。 

１）ホットセル内におけるドーム部概観検査方法の実証とデータ取得 

２）ダイバータ構造体冷却後、ドームユニットの熱特性評価方法の実証とデー

タ取得 

３）ダイバータ構造体冷却後、ドーム部及びバッフル部のモノブロックを切り

出して試験片を作成し、強度試験及び熱特性評価を行うための方法の実証

とデータ取得 

４）ダイバータ構造体冷却後、ドーム部及び内外バッフル部の低放射化フェラ

イト鋼冷却管の健全性確認手法の実証とデータ取得 

 

（３）ダイバータ機器寿命について 

ダイバータ機器の寿命は運転サイクル期間の長さを決める一つの要素である。

そのため、先に述べた原型炉での実施項目に加えて、現在までに得られている知

見等から、ダイバータ機器寿命の概略評価を行った。 

ダイバータ機器寿命は、下に挙げるダメージにより決まると考えられる。 

– プラズマ照射によるタングステンアーマの損耗 

– タングステンアーマの機械的損傷 

– タングステンアーマの中性子照射損傷 

– 初期ダイバータにおいては、銅合金冷却管の中性子照射影響による強度

低下、変形など 
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– 後期ダイバータにおいては、低放射化フェライト鋼冷却管の中性子照射

影響による強度低下、変形など 

 

また、プラズマ照射によるタングステンアーマの損耗、中性子照射損傷、銅合

金の中性子照射影響は、次のとおりとなる。 

１）プラズマ照射によるタングステンアーマの損耗 

シミュレーションによれば、ストライク点とその近傍は、デタッチメントによ

りプラズマ温度・密度が低下し、プラズマ照射による損耗は問題にはならないと

考えられる。一方、ストライク点から離れたアタッチ領域では、電子・イオン温

度が 10eV 以上に達し、イオン束も 1023/m2/s 程度に達することも考えられる。特

に、ダイバータ熱負荷低減のためにアルゴンなど不純物ガスを導入するため、ア

タッチ領域でタングステンの損耗が考えられる。アルゴンが 0.2%含まれたプラ

ズマを仮定すると、１年間の定常運転でタングステンアーマは、高温でイオン束

も高い部分（数ブロック）では 10mm 以上損耗することが考えられる。これはア

ーマ表面から冷却管までの距離よりも大きい値であり、許容できない。ダイバー

タ設計と部分非接触プラズマのダイバータシミュレーション自体の改善等も行

う必要があるが、現在想定している定常運転では、プラズマ照射によるタングス

テンアーマの損耗によるダイバータ寿命は１年程度としている。 

ただし、ストライク点の移動等により損耗を分散化し延長することも考えら

れ､ダイバータの形状検討により温度・粒子束を低減した結果も報告されている。

重要な要因ではあるが絶対的な寿命制限ではない。 

また、緩和された ELM による繰り返し高熱・粒子負荷、およびプラズマ遷移

時等での短時間の高熱・粒子負荷については、損耗だけではなく、短時間では

あるが高温に達するため溶融や温度変化による大小クラックの発生が懸念され

る。これらについて近年 ITER での運転のため研究が進んでいるが、原型炉運

転における評価が不明確であるため今回は寿命として検討を行わない。 

 

２）プラズマ対向材の機械的損傷 

ITER では、ダイバータの構造健全性の評価として、高熱流束負荷試験 

（10 MW/m2 × 1000 サイクル + 20 MW/m2 × 300 サイクルの熱負荷）を要求し、

溶融や冷却水漏えいなどに基づく健全性評価基準を定めている。使用されるタ

ングステンは、ITER が要求する化学組成や密度などの基準を満たす純タングス

テンである。 
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ITER のダイバータは、高い熱負荷により、熱負荷面中心から熱伝導経路方向

にき裂が発生する場合がある。ただし、この方向のき裂が除熱性能を阻害しない

ため、このき裂の発生そのものは許容することで開発が進められている。 

文献から得られた純タングステン製ダイバータの熱負荷試験結果によると、

上記の 20 MW/m2 ×10s×300 サイクルを経験した試験においては、無損傷の試験

体からき裂のみならず溶融まで見られた試験体まで、多岐にわたる損傷状態が

報告されている。損傷の形態が異なるのは、同じ純タングステンでも、材料とそ

の製造過程に本質的な違いがあることが原因の一つとして考えられる。ITER で

は、使用する純タングステンに対して、き裂の発生に強く影響する強度・延性や

熱特性、再結晶挙動などに関する定量的な要求事項はない。しかし、これらの特

性は、一般に製造方法などに起因する結晶粒組織などに依存するため、同じ純タ

ングステンでも、それらの特性が大きく異なる可能性がある。よって、各種損傷

の発生機構の理解を求める場合、使用する材料の十分なキャラクタリゼーショ

ンが必要である。また、ITER の要求する熱負荷試験では、要求条件における試

験後の性状のみで健全性を判断しているため、種々の損傷が時系列的にどの時

点で発生したのか、損傷は発生後に成長したのかなどの情報が得られていない。

これにより、熱負荷試験による各種損傷の発生機構の把握が困難になっている。 

このような ITER および関連する研究開発の現状に対し、原型炉以降の炉で使

用するダイバータには、ITER 以上の長期の構造健全性が求められると想定され

るため、設計時における構造強度や寿命の定量予測や、供用中の状態監視や検査

の基準を適切に設定することが運転計画を策定する上で必要である。これは、構

造健全性のみならず、経済性にも影響するため、不可避である。 

構造強度や寿命の定量予測や、状態監視および検査を適切に実施するととも

に、損傷の生じにくい材料や構造を実現するためには、モックアップ等による熱

負荷試験などを通して、主に以下に示す項目の明確化が必要となる。 

 

I. 損傷はなぜ生成したか（損傷発生機構） 

II. 損傷はいつ発生したか（損傷発生寿命） 

III. 損傷は許容できるか（損傷許容設計・運用） 

IV. 損傷は制御下にあるか（損傷進展経路や損傷成長速度） 

 

これらは、以下に示す設計・運用の観点、構造の観点、材料の観点からの総合

的な取り組みが必要である。 
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① 設計・運用（運転、状態監視、点検、補修、交換） 

1) 許容できる損傷と許容できない損傷の分別 

2) 許容できる損傷の管理・制御の手法の構築と実機適用性と精度の実証 

 

② 構造 

1) 構造体おける損傷発生機構の理解 

2) 構造体おける損傷発生寿命の理解 

3) 構造体おける損傷進展経路と損傷成長速度の理解 

 

③ 材料（タングステンのほか、配管材とそれらの接合部なども含む） 

1) 材料における損傷発生機構の理解 

2) 材料おける損傷発生寿命の理解 

3) 材料おける損傷進展経路と損傷成長速度の理解 

4) 必要な材料物性値とその時間変化に関するデータの整備 

5) 必要な材料物性値とその時間変化に関する予測手法の構築 

 

なお、上記②に対しては、熱/構造/核/中性子照射などを考慮した連成解析な

どにより個別事象の複合効果の結果起こる事象を経時的に予測可能な実験・解

析設備と、それらを実現する技術者の整備が必要である。また、上記③に対して

は、構造体試験や構造解析を支持する材料の基本的な特性（熱伝導率、衝撃特性、

破壊靭性、疲労特性、クリープ特性など）を評価可能な実験設備と、それらを実

現する技術者の整備が必要である。 

核融合炉ダイバータに対する以上のような取り組みは、現状十分な体制で進

められているとは言えない。一方で、長期健全性が求められる原子力機器や火力

機器などでは実施されており、核融合炉ダイバータにおいても、設計思想や管理

思想をまとめ、運転計画を整備するべく体制を整え、これらを実行に移す必要が

ある。 

 

 

 

３）プラズマ対向材の中性子照射損傷 
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純タングステン（W）の中性子照射損傷に関する既存データの照射条件は、

照射温度が約 1000 ℃以下、照射損傷量が最大約 2 dpa となっている。原型炉

おいては、Wの使用温度は約 200〜300 ℃（冷却材温度）から 1300 ℃（Wの再

結晶温度）と想定され、照射損傷量は、長期の定常運転時に 10 dpa 以上にな

ると見込まれる。従って、既存の中性子照射データの照射条件と、原型炉で想

定される照射条件には隔たりがある。 

プラズマ対向材としての Wの中性子照射環境における寿命に影響する材料特

性として、機械特性（強度、伸び、破壊靭性）と熱特性が挙げられる。 

Steichen、Rau、Gorynin らにより、中性子照射による Wの降伏応力及び全

伸びの変化が調査されている）[4-6]。図 3.3.2.1 に示すとおり、最大約 2 dpa

までの中性子照射によって、降伏応力の増加と全伸びの低下（照射脆化）が起

こると報告されている。しかし、降伏応力や全伸びの変化は、使用する Wの種

類（製造方法や熱処理条件）や、中性子エネルギースペクトルに強く依存して

いる。 

W の中性子照射による脆化としては、はじき出し損傷による脆化に加え、熱

中性子による Re や Os 等の核変換元素の生成と照射誘起析出による脆化があ

る。熱中性子束が高いほど核変換元素生成量が増加するため、熱中性子束の高

い照射場では、高速炉等の熱中性子束の低い照射場に比べ、より顕著な脆化が

起こると考えられる。図 3.3.3.2 は、熱中性子束の異なる照射場で中性子照射

した純 Wの照射硬化挙動を比較したものである。熱中性子束の高い照射場

（HFIR）に比べ、熱中性子束の低い照射場（Joyo）では約 1dpa 以上の領域で

照射硬化量が小さくなっている。熱特性に関しては、Fujitsuka らにより Wの

熱拡散率が中性子照射により低下することが明らかにされている[7]。中性子

照射による Wの熱拡散率変化に対しても、先述した機械特性と同様、熱中性子

束の違いによりその変化量に差が生じると予想される。照射脆化によって Wは

脆くなり、また熱伝導率低下は運転中の材料温度上昇を招くことから、両者と

もに Wの寿命を低下させる要因になり得ると考えられる。 

W の中性子照射効果に関する既往研究で得られた知見を基にすると、中性子

照射の初期から約 1 dpa 程度までの領域では、はじき出し損傷による脆化が主

として起こり、それ以降は核変換生成物の照射誘起析出による脆化と熱特性の

低下が起こると予想される。しかし、核変換生成物の生成量は熱中性子束に依

存するとともに、既往データと原型炉で想定される照射条件（中性子エネルギ

ースペクトル、照射量）や材種に違いがあることから、原型炉における Wの一
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定の精度を有する寿命予測は現状困難であると考えられる。原型炉における W

の寿命予測評価のためには、原型炉で想定される中性子エネルギースペクトル

を模擬できる照射場において、実機での使用が想定される W材料を用いた中性

子照射及び機械特性と熱特性評価が必要であると考えられる。加えて、過去に

高速炉で照射した W試験片の利用も、照射効果の調査及びデータの拡充の観点

から有効であり、そのための微小試験片を用いた特性評価技術開発及び特性評

価も必要であると考えられる。 

 

 

図 3.3.2.1  W の中性子照射による機械特性変化（a）降伏強度 (b)全伸び 

 

   

図 3.3.2.2  W の照射硬化挙動[8] 

 

４）銅合金の照射損傷について 

これまでに発表されている文献から、銅合金（CuCrZr）の中性子照射影響に

ついて評価した。中性子照射による銅合金の損傷は、照射量に対して低い線量か

ら、照射誘起硬化（～0.2 dpa）、照射誘起軟化（～1 dpa）、核変換ヘリウムによ

る高温脆化（～6 dpa）、核変換に伴う熱伝導率低下（～10 dpa）、ボイドスウェ

リング（～100 dpa）、がある。これらの損傷の現れ方は、温度によっても変わる
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ので注意が必要である。照射誘起硬化/軟化については、温度が 280℃よりも低

い場合は硬化が起き、軟化は起きない。温度が 280℃よりも高い場合は逆に軟化

が起きる。硬化/軟化の場合、熱伝導率は変わらないので、ダイバータ構造の機

械的強度を銅合金冷却管に委ねなければ、寿命には影響しないとも考えられる。

その場合、核変換ヘリウムによる 6dpa 程度が寿命になってくると考えられる。 

 

 

3.3.2.3 抽出項目の優先度、実施時期（まとめ） 

優先度分類 

ダイバータについて抽出された項目は原型炉運転では必須となり、かつ原型炉

でしか実施出来ない点を考慮し表 3.3.2.1 に示す分類とした。 

 

表 3.3.2.1 ダイバータ優先度分類 A.プラズマ 
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表 3.3.2.2 ダイバータ優先度分類 B.ダイバータ機器 

 

 

 

 

実証時期の策定 

準備段階、試運転段階は主にプラズマ運転に着目し検討した。3.3.1 節の炉心

制御の項目とも密接に関わる。準備段階、試運転段階の実証時期について表

3.3.2.3 に記す。 

試運転段階以降は機器の健全性の実証と後期ダイバータの実装に着目して検

討した。ダイバータの健全性についての実証項目、時期と後期ダイバータの実装

のための時期を表 3.3.2.4 に記す。 

商用炉のためのダイバータはフェライト配管のみのダイバータ(低除熱性能、

長寿命)を現在の主案として検討した。いずれかの運転段階において炉内での放

射損失高めダイバータの低熱負荷の実証を確認して実装する。 
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表 3.3.2.3 ダイバータ運転計画（プラズマ運転） 

 

ITERの期間 実験内容
要研究：◎

実証：〇

実施のみ：△

48

20 △

12 △

4 △

△

△

△

△

84

〇 4

〇 4

〇 8

〇 32

〇 # 12

〇 12

〇 24

〇 24

〇 12

〇 4

〇 8

〇 4

△ 4

△ # 12 12 # # # #

○

#

〇 4

〇 8

#

16

△ 4

〇 2

〇 2

〇 12

〇 12

◎ 16

20

△ 4

〇 2

〇 8

〇 8

〇 8

〇 8

〇 #

〇 #

◎ 8

〇 8

〇 8

〇 4

△ 4

〇 4

〇 4

〇 4

#

〇 8

〇 8

〇 16

〇 8

〇 8

〇 8

〇 8

〇 8

〇 #

#

〇 24

◎ 24

◎ 24

◎

◎

〇

◎

〇

◎

△

◎

サイクル 試験運転 1Cycle

(1)コミッショニング運転の実施

【放電前試験】

真空排気

ベーキング

炉心放射線環境 Cold Hot

【Hパルス放電】

電流立上げ・放電停止

【ダイバータ配位の形成・制御】
–ダイバータ配位形成の実証
–ダイバータスイープ等による熱負荷・温度分布評価方法の確立
–計測・制御装置および制御ロジックの確立

電流値・磁場の定格運転

密度・外部加熱増加試験

【ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立】
–不純物入射(不純物種の選択）による放射損失増加と制御の確立
–高Z不純物蓄積の抑制制御の確立（中心加熱と密度制御、ダイバータ遮蔽効果の評価）
–非接触ダイバータ制御の確立
–非接触⇔接触プラズマのトランジェント熱負荷の制御確立
–（完全）非接触ダイバータ生成と制御の確立（低電流、高追加熱）

GLOW/ECH放電

トロイダル磁場動作確認

磁気軸/第一壁位置調整・確認

誤差磁場計測

計測機器動作確認

長パルス運転・非誘導電流駆動の基本実験

（DDパルス放電以降に必要な計測・遠隔保守機器・安全機器の動作確認）

【ダイバータ排気・粒子制御の確立】
–ダイバータ配位における水素、He（ガスパフ）、放射損失増大用不純物排気性能の評価
–放電パルス延長と再堆積層・蓄積粒子によるダイナミックス評価、長パルス運転での粒子制御を確立

–300℃程度の高温金属壁における壁クリーニング手法の確立・実証

【H＋Heパルス放電】

ディスラプション予測・緩和技術事前確認

H-mode遷移制御

ＥＬＭ制御事前確認

デタッチ安定性試験

H-mode/ELM/ダーバータ総合試験

MHD・回転・輸送制御性による運転領域の事前確認

【ダイバータ配位の形成・制御】
–プラズマ電流・磁場定格値運転におけるダイバータ配位形成の実証
–放射線環境下における計測・制御装置の性能確認

中性子発生量予測確認試験

HH放電に基づくDD放電下での、H-mode遷移予測、閉じ込め性能予測、ELM制御性、MHD・回転・輸送
制御性、ダイバータとの整合性の予測と検証

長パルス・非誘導電流駆動手法確認

粒子バランス制御の予備実験とトリチウム必要量の予想

【ダイバータ配位の形成・制御】
ｰH-modeダイバータ配位の実証
ｰ長パルス運転において、非誘導電流運転におけるダイバータ配位形成の実証

【ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立】
–Heプラズマにおける不純物入射による放射損失増加と非接触ダイバータ制御の確立
–高Z不純物蓄積の抑制制御の実証（中心加熱と密度制御、ダイバータ遮蔽）
–長パルス運転において、非接触プラズマの定常保持制御の確立

【DDパルス放電】

HH⇒DD移行放電

トリチウム割合の段階的増加による炉心制御性の確認

H-mode遷移

ELM制御

MHD/回転/輸送制御

核融合出力上昇試験（立上げ、定常維持、停止）

【ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立】
–アルファー加熱増加に伴う放射損失増加、非接触ダイバータ運転の制御の確立と実証
–ダイバータと主プラズマ周辺部の放射損失(不純物種の選択も含）
–後期ダイバータ設計・シナリオ確立のため放射損失増加（frad>80%）とダイバータ熱負荷低減の検討

【DTパルス運転】

DD放電⇒DT放電への計測・制御系の事前調整

【ダイバータ配位の形成・制御】
–アルファ加熱条件におけるダイバータ配位形成の実証
–より高い放射線環境下における計測・制御装置の性能確認

所内単独運転、電源喪失試験、炉心トリップ試験、負荷遮断試験

長パルスDT運転による定格発電実証試験（数時間オーダ）

【DT定常運転】

非誘導電流駆動割合の段階的増加(ハイブリッド化)

トリチウム粒子バランス確認と初期装荷トリチウムによるDT運転可能期間の評価

α 粒子関係の閉じ込め/不安定性制御手法の確認

長パルス化の実証（〜1時間オーダ）と運転可能領域の確認

各出力による炉心・1/2次系・発電系の動特性試験

各種安全機器動作確認（測定機器最終較正、各種インターロック確認、加圧器、逃し/隔離弁、キラー
ペレット装置、タービンバイパス等）

タービン・発電機調整、系統併入

完全非誘導電流駆動下における発電出力上昇

DT定常運転による定格出力運転実証

2)長期間定格発電の実証

【定常運転の長期化】

【ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立】
–非誘導電流駆動割合の段階的増加⇒不純物入射による放射損失と非接触ダイバータ制御確立

非誘導電流割合毎の炉心性能・制御性、運転領域の確認

完全非誘導電流駆動運転（立上げ、定常維持、停止）の達成

粒子バランス制御の確認

He排気制御の確認

不純物割合制御の確認

各種分布制御の確認

出力制御手法の感度解析

出力可変領域の同定

【部分負荷試験】

完全非誘導電流駆動運転の段階的長期化（月オーダ⇒年オーダ）

【長期運転の監視･制御技術】

出力/粒子バランス制御/He排気/不純物割合等の監視・制御の実証

（第一壁、ダイバータ板、ダスト監視技術）

【シミュレータによる予測】
–（非放射化運転で）可能な周辺プラズマ物理データ収集とモデリング(シミュレータ）の確立

【ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立】
ｰ不純物入射(不純物種の選択）による放射損失増加と制御の実証、非接触ダイバータ制御の実証
–非接触⇔接触プラズマの制御を実証
高Z不純物蓄積の抑制制御を実証（中心加熱と密度制御、ダイバータ遮蔽）

【ダイバータ排気・粒子制御の確立】
–放電パルス延長と蓄積粒子による壁ダイナミックスの評価、粒子制御の実証
–トリチウムトレースと回収評価(T粒子バランスの評価、少量T入射によるHe発生も含む）

【プラズマ運転、シミュレータによる予測】
非放射化運転で）可能な周辺プラズマ物理データ収集とモデリング(シミュレータ）の確立

【ダイバータ排気・粒子制御の確立】
–コアプラズマで発生するHeの排気評価と排気シナリオの確立
–放電パルス延長と蓄積粒子による壁ダイナミックスの評価、粒子制御の確立と実証
–壁蓄積トリチウムの置換・回収実証とDT運転可能期間の評価
–長パルス化（〜1時間オーダ）と粒子制御の実証

【プラズマ運転、シミュレータによる予測】
–シミュレータによる燃焼プラズマ運転の実証

【ダイバータ配位の形成・制御】
–非誘導電流駆動割合の段階的増加⇒不純物入射による放射損失と非接触ダイバータ制御確立
–後期ダイバータ設計・シナリオ確立のため放射損失増加とダイバータ熱負荷低減の検討

【ダイバータ排気・粒子制御の確立】
–コアプラズマで発生するHeの排気評価と定常排気シナリオの確立
–壁蓄積トリチウムのD置換・回収の実証（段階的にDT運転可能期間の評価）
–300-400℃高温金属壁における壁クリーニング手法の確立・実証（W壁）
–運転停止前

【実用炉模擬手法の検討】

原型炉での模擬手法の設定

加熱・制御設備の改良・追加

【実用炉模擬運転の実証】

実用炉模擬運転の実証と運転期間の段階的長期化

起動開始からの部分負荷の運転（数日オーダ）

【部分負荷移行試験】

定格出力からの部分負荷運転の移行試験

部分負荷運転状態での定常運転（数時間オーダ）

3)部分負荷運転の実証

【部分負荷目標設定】
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表 3.3.2.4 ダイバータ運転計画（ダイバータ健全性、後期ダイバータ） 

 

項目

(1)コミッショニング運転の実施

炉心放射線環境

サイクル

ダイバータの世代
第1期ダイバータ

Cold

試験運転(1Cycle) xx Cycle 保守期間

第1期ダイバータ 第2期ダイバータ 第3期ダイバータ 第4期ダイバータ

xx Cycle

Cold Hot

xx Cycle試験運転(1Cycle) 2Cycle 3Cycle 4 Cycle XX Cycle保守期間 保守期間 保守期間 保守期間 保守期間 xx Cycle xx Cycle

第5期ダイバータ

保守期間

【Hパルス放電】

計測機器動作確認

【H＋Heパルス放電】

運転中の機器監視

運転終了後　機器検査（炉内遠隔検査）

運転終了後　機器検査（炉内遠隔検査）

【DDパルス放電】

運転中の機器監視

運転中の機器監視

【DTパルス運転】

運転終了後　機器検査（炉内遠隔検査）

運転中の機器監視

【DT定常運転・及び１Cy以降定格運転】

運転終了後　機器検査（炉内遠隔検査）

ﾀﾞｲﾊﾞｰ機器 検査前冷却期間 

〃

運転終了後　機器検査（炉内遠隔検査）

ｰ保守ｰ　ﾀﾞｲﾊﾞｰﾀ交換　

ｰ保守ｰ　保守作業後コンディショニング

ﾀﾞｲﾊﾞｰ機器 取り出し後検査 

後期ダイバータ設計へのフィードバック

〃

後期ダイバータ製作

運転中の機器監視
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3.3.3 ブランケット 

3.3.3.1 検討の前提条件 

技術課題としてブランケット関係を検討するに当たり、前提条件、定義を以下

とした。 

 対象は主にブランケット筐体に関するものとする。 

 ITER-TBM 試験で実施できるもの、或いは実施すべきものを念頭において、

原型炉で実施すべき項目・内容を抽出する。 

 運転期間の最適化の観点から実施項目は必要最小限とする。 

 「実証」および「妥当性確認」については原型炉環境での最終確認と定義す

る。 

 実証項目に関する要素開発は原型炉運転開始前に完了しており、試験済み

と仮定する。 

 ブランケットの使用期間については、本格運転サイクルにおける健全性の

実証完了までは多少の裕度をもたせた期間とし、実証完了後に最適化を目

指す。 

 

3.3.3.2 実証項目の抽出と優先度及び課題 

ブランケットに関して実証すべき項目を先ず大項目として抽出し、これを小

項目に詳細化・具体化して検討を実施した。大項目として以下 5点を挙げた。 

 

① トリチウムの生産・回収技術（ブランケット内） 

② 健全性確認・評価技術 

③ 発電関連技術 

④ 関係する計測技術 

⑤ 実用炉向け改良技術 

 

ここで、ブランケットの主な機能としては以下 3点が挙げられる。 

・熱の取り出し（発電） 

・燃料であるトリチウムの生産・回収 

・遮蔽 

 

これら 3 つの機能のうち、トリチウムの生産・回収技術に関してはブランケッ
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トでのトリチウム生産・回収のみに着目し、トリチウムサイクルに関しては

3.3.4 項のトリチウムサイクル・取扱技術で検討する。また、遮蔽についてはブ

ランケット後方での計測は実施せず、建屋区画における線量を計測し、それが設

計どおりであればブランケットとしての遮蔽機能も実証できると見做し本項目

からは除外した。 

ここでは、①ブランケットとしてトリチウムの生産・回収ができること、②運

転期間中にブランケットがその機能を維持できること、③熱の取り出しの観点

から発電に関する技術、④これらの実証に関連する計測技術、⑤実用炉に向けた

技術の実証を主要項目とした。⑤の実用炉に向けた技術項目は、原型炉と実用炉

のギャップを埋めるために原型炉運転の後期サイクルで必要となるものである。

以下に各項目に対する具体的実証項目、課題及び重要度を示す。 

 

（1）大項目① トリチウムの生産・回収技術 

 

１）中項目①−1 消費量以上のトリチウムの生産実証(優先度 A1：表 3.3.3.1 参

照) 

原型炉におけるトリチウムの自己増殖の実証として、最終的に回収できるト

リチウム量が消費量以上となることを実証する。具体的には、本格運転段階にお

いて燃料貯蔵系のトリチウム量が増加することを確認することで本項目の実証

と見做す。また、動的なトリチウムのリアルタイム計量も実施する。ただし、高

い精度でトリチウム回収量を直接リアルタイム計測することは難しいため、回

収ガスの温度、圧力、流量、濃度の計測データとトリチウムシミュレータとを併

用することで計量を実施する。これに関する各計測器の精度向上は原型炉建設

前までに技術、方法として確立される必要があるが、これら項目については本格

運転段階における最初のサイクルにおいて実証する。以降のサイクルでは確立

された技術として継続的に計測を行う。 

なお、試運転段階においては必要なトリチウムが確保されていると仮定する

ため、トリチウム増殖比が 1未満でも可とするが、ブランケット内部の増殖・増

倍材が核発熱により膨張する際にパージガス流路が閉塞しないことを D-T 運転

開始時に確認する。 

以上の項目については核融合の基盤技術であり、かつ原型炉でなければ実証

できない技術であるため、優先度は A1 とした。これらの想定される実証時期を

図 3.3.3.1 に示す。 
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図 3.3.3.1 実証時期（消費量以上のトリチウムの生産実証） 

 

 

２）中項目①−2 ブランケットのトリチウム増殖設計の妥当性確認(優先度 A3、

A2:表 3.3.3.1 参照) 

原型炉環境におけるトリチウム増殖比など、トリチウム増殖設計の妥当性を

確認する。原型炉では増殖材、増倍材が中性子による重照射を受けるため、トリ

チウム移行の過渡特性が変化すると予測される。ただし、照射量が有意に増える

本格運転段階では、プラズマが安定して定常状態になると予想されるために過

渡応答の寄与が減り、重照射影響の問題は小さくなると予想される。これらは、

ITER-TBM 試験において実証が事前に完了していると見做し、核融合の基盤技術

ではあるが、原型炉以外で開発可能であるため、優先度は A3 とした。ただし、

長期運転時の増殖・増倍材の燃焼（消費）等によるトリチウム増殖量の変化の確

認については原型炉で実証することが必要と考えられるため、長期運転の観点

では優先度を A2 とする。これに関しては本格運転時にトリチウム増殖量を監視

するとともに、燃焼度については取り出した増殖・増倍材が観察できるようにな

った段階で確認する。これらの実証時期をまとめたものを図 3.3.3.2 に示す。 

なお、ITER-TBM 試験では TBM で発生するトリチウムの応答が予測どおりとな

ることを確認し、増殖設計の妥当性検証を実施する。予測と異なる場合はその原

熱膨張等に対する	
パージガス流路の	

健全性確認	

各サイクルで定常運転が	
できていることの確認	

トリチウム回収量計測	
トリチウムシミュレータを併
用した系統内分布の監視	



 45 

因を特定して計算に反映し、再度妥当性検証をする。 

 

 

 

図 3.3.3.2 実証時期（トリチウム増殖設計の妥当性確認） 

 

 

３）中項目①−3 増殖・増倍材の原型炉環境での特性評価の妥当性確認(優先度

A2：表 3.3.3.1 参照) 

原型炉環境におけるトリチウム吸着特性など、増殖・増倍材の特性評価の妥当

性を確認する。これらは、ITER 条件で ITER-TBM 試験で実証が完了しているもの

と考える。また重照射環境での特性についても照射装置において材料自体の特

性は一定の評価が完了しているものと考える。これらは実証済みとできるが、原

型炉環境自体は原型炉でないと実現できないため、最終的には原型炉での実証

が必要となる。長期運転における材料特性（物性値やペブルの形状維持有無）の

確認や増殖材中のトリチウム保持特性等を確認する必要があるため、試運転段

階が終了後に材料の使用後試験を実施し原型炉環境での特性を評価する。また、

本格運転段階における各サイクル終了後にも同様の試験をして長期運転時の特

性を評価する必要がある。本項目については核融合の基盤技術であり、原型炉で

実証するのが合理的と考えるため、優先度は A2 とした。実施時期を図 3.3.3.3

に示す。 

なお、本項目の位置づけは原型炉運転開始時には不確定要素を考慮した設計

としているものに対して、運転後に取り出したものを確認、検査することで、そ

の不確定要素をなくし適正化するものとする。原型炉では実用炉に向けた最終

確認という位置づけであるため、十分なデータに基づいた事前の特性評価が必

要となる。 

 

長期運転時の	
トリチウム増殖量

監視	
増殖・増倍材の

燃焼度計測	
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図 3.3.3.3 実証時期（増殖・増倍材特性の妥当性確認） 

 

 

（2）大項目② 健全性確認・評価技術 

 

１）中項目②−1 原型炉環境でのブランケット設計手法の妥当性確認(優先度

A1:表 3.3.3.1 参照) 

原型炉環境でのブランケットが健全性を維持するための設計手法の妥当性を

確認する。ただし、設計手法が妥当でない場合、ブランケットの使用ができない

可能性があるため、あくまで実環境での最終確認という位置付けとする。構造健

全性に関連する設計手法については原型炉ブランケット設計・製作までに見通

しを得ているものとする。 

運転中にはブランケット筐体内充填体の最大温度を計測し、その温度応答が

設計どおりとなっていることを確認する。また、表面熱負荷の局所的な集中につ

いても設計どおりとなっていることを確認する。 

また、試運転および本格運転後には取り出したブランケットの健全性確認、検

査を実施する。目視による有意な変形・損傷が生じていないか等を確認する外観

検査、非破壊検査、配管肉厚測定、タングステンコーティング損耗量測定などが

挙げられる。必要な確認、検査項目は今後重要性から評価項目を決めることが有

効である。これらの実施時期は、照射後のブランケットを取り扱う検査は取出し

てから数年後でなければ不可能なため、早期に遠隔による検査を実施し、その数

①筐体取り出し	
（試運転サイク

ル後）	

②筐体取り出し	
（本格運転サイ

クル後）	

①特性評価試験	
（試運転後）	

＊取出してから	
　　5年後程度と仮定	

②特性評価試験	
（本格運転後）	
＊取出してから	

　　5年後程度と仮定	
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年後に詳細検査を行う。実施時期を図 3.3.3.4 に示す。なお、本項目については

基盤技術であり、かつ原型炉でなければ実証できないため、優先度はA1とした。 

 

 

図 3.3.3.4 実証時期（ブランケット設計手法の妥当性確認） 

 

２）中項目②-2 原型炉環境でのブランケット設計手法の高度化(優先度 A1：表

3.3.3.1 参照) 

健全性評価の結果から、ブランケット供用期間の最適化などブランケット設

計手法の高度化を目指す。初期装荷する原型炉ブランケットは、不確定要素を考

慮し比較的小さい制限照射量で使用するものと考えられる。本格運転の最初の

サイクル終了時にブランケットを取り出し、その特性を評価する。そこで得られ

たデータをもとに最適なブランケット供用期間を判断する。また、保守交換した

ブランケットの経年特性を評価し、実用炉に向けたブランケット設計へのデー

タを蓄積する。なお、ブランケット筐体そのものを検査するには取出し後数年を

要するため、小型筐体を炉内に入れて、それを検査することも候補として考えら

れる。これら具体的手法は今後の検討課題である。本項目については基盤技術で

あり、かつ原型炉でなければ実証できないため、優先度は A1 とした。実施時期

を図 3.3.3.5 に示す。 

 

筐体取り出し	
（試運転サイク

ル後）	

筐体取り出し	
（本格運転	

サイクル後）	

②健全性評価	
（試運転後）	

＊取出してから	
　　5年後と仮定	

②健全性評価	
（本格運転後）	
＊取出してから	
　　5年後と仮定	

①筐体内部温
度評価	

具体的な検査項目とその実施時期は今後検討。 

②健全性評価	
外観検査	
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図 3.3.3.5 実証時期（ブランケット設計手法の高度化） 

 

３）中項目②-3 ブランケット故障率データの取得(優先度 A1：表 3.3.3.1 参

照) 

本格運転段階における故障率データを取得する。具体的にはブランケットに

関する計測器や冷却配管等の機器の信頼性を運転実績に基づき評価する。 

また、本格運転時にその他のトラブルが生じた場合は適宜その原因を明らか

にし、その後の運転に反映させる。これらの優先度は A1 とした。また、時期は

適宜取得するため、運転サイクル全域にわたる。 

 

 

（3）大項目③ 発電関連技術 

プラント運転技術の範囲ともなるが、ブランケットとして必要となるものを

検討した。 

 

１）中項目③−1 ブランケットへの負荷の確認(優先度 B3:表 3.3.3.1 参照) 

発電時にブランケットが受ける熱量を確認する。ブランケットへの負荷とそ

の分布を計測し、設計どおりとなっていることを確認する。具体的には表面熱負

荷分布および中性子壁負荷とその分布を確認する。これらは定常時だけでなく、

起動・停止時の過渡応答も含む。なお、これらについてブランケットの観点から

は入口／出口の冷却水条件が設計の範囲内にあることを確認すればよいため、

筐体取り出し	
（試運転サイクル後）	

筐体取り出し	
（本格運転サイ

クル後）	

照射影響等評価	
（試運転後）	

＊取出してから	
　　5年後と仮定	

試運転後の結果を
反映した供用期間	

本格運転後の結果を
反映した供用期間	
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必須項目ではないと見做した。また、冷却水条件の確認については ITER-TBM で

も実施するため、優先度については B3 とした。 

 

2)中項目③−2 負荷に対するブランケット応答の妥当性確認(優先度 A1：表

3.3.3.1 参照) 

負荷に対するブランケット応答として、発電系への冷却水条件が適正な状態

に制御されていることを確認する。具体的には冷却水の入口・出口条件およびそ

の条件変動が設計の範囲に収まっていることを確認する。これらは、低出力時か

ら段階的に確認し、定格出力になった段階で最終確認するが、起動・停止時の運

転制御も含む。また本項目の優先度は A1とした。図 3.3.3.6 に実施時期を示す。 

 

 

図 3.3.3.6 実証時期（負荷に対するブランケット応答の妥当性確認） 

 

 

（4）大項目④ ブランケットに関係する計測技術 

 

１）中項目④-1 原型炉環境下におけるブランケット計測技術の妥当性確認(優

先度 A1：表 3.3.3.1 参照) 

ブランケットにおける各種計測技術の妥当性を確認する。計測対象は、ブラン

ケット内充填体の最大温度箇所の温度計測が挙げられる。ブランケット内充填

体の最大温度の計測精度が十分であることを実証する。これらは、D-T 運転段階

入口・出口条件の確認	
（段階的に確認）	
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で実証後、各サイクルにおいて確認する。また、ブランケットの表面熱負荷の局

所的な集中箇所についても計測が必要となるので、その精度が十分であること

を同様に実証する。また、パージガス中のトリチウムの計測技術についてもトリ

チウム増殖量評価が可能となる精度を実証する必要がある。これらの計測器の

精度向上自体は原型炉建設前までに達成させる必要がある。 

なお、ブランケット表面での中性子量も健全性評価用のデータとして使用す

るために計測するが、原型炉における中性子量はブランケットではなく出力等

のモニタと合わせて別のところで計測するため、中性子量計測は本項目からは

除外する。また、その他ブランケットでの計測・評価項目は、設計進捗に合わせ

て今後検討する必要がある。本項目の優先度は A1 とする。実証時期を図 3.3.3.7

に示す。 

 

 

 

図 3.3.3.7 実証時期（実用炉に向けての改良技術） 

 

 

 

（5）大項目⑤ 実用炉に向けての改良技術 

前提条件として、連続使用期間や発電効率など、実用炉ブランケットに対する

要求事項が定義されている必要がある。この要求事項の検討は今後の課題とな

試運転サイクル時	

本格運転の最初のサイクル時	
（以降、各サイクルで常に監視）	
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る。また、詳細実施内容およびその時期についても今後の課題となる。本項目に

ついては図 3.3.3.8 に示すとおり、後期サイクルでの実施とする。またいずれ

の項目についても優先度は A1 とする。 

 

１）中項目⑤-1 高発電量・高発電効率に向けた技術(優先度 A1：表 3.3.3.1 参

照) 

商用炉に向けて高発電量・高発電効率が要求され、かつ原型炉の初期に装荷さ

れるブランケットでその要求を満たす見通しが得られなかった場合、この観点

からのブランケットの改良を行うことが考えられる。その際には TBR を含むト

リチウム挙動、構造健全性等を評価する。 

 

２）中項目⑤-2 長期間使用可能なブランケットに向けた技術(優先度 A1：表

3.3.3.1 参照) 

実用炉に向けて、長期間のブランケット使用が要求され、かつ原型炉の初期に

装荷されるブランケットでその要求を満たす見通しが得られかった場合、この

観点からのブランケットの改良を行うことが考えられる。その際には運転終了

後に取り出したブランケットの各種試験により長期間使用の見通しを得る。 

 

３）中項目⑤-3 固体増殖水冷却方式以外の先進ブランケットに関する技術(優

先度 A1：表 3.3.3.1 参照) 

後期サイクルにおいて液体金属ブランケット等の先進ブランケット試験を実

施することを想定する。評価項目は初期装荷ブランケットと同様のものが考え

られる。具体的な項目およびそのスケジュールの策定は今後の課題とする。 

 

 

 

図 3.3.3.8 実証時期（商用炉に向けての改良技術） 

 

後期サイクルで実施する	
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3.3.3.3 抽出項目の優先度、実施時期（まとめ） 

燃料の増殖・発電といったブランケットにおける重要項目に関しては本格運

転段階の第一サイクルまでに実証を完了させる方針とした。その後は運転を継

続しながら故障率データを取得するとともに、ブランケット健全性の実証デー

タをもとにした使用期間の最適化を目指す。それらの実証が完了する後期サイ

クルでは先進ブランケット試験および、必要な場合商用炉に向けたブランケッ

ト改良を実施する。全体の優先度分類および実施時期をまとめたものを表

3.3.3.1 および表 3.3.3.2 に示す。 
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表 3.3.3.1 ブランケット実証項目の優先度分類 

 

 

1：原型炉でなければ実証できない
技術

2：原型炉で実証するのが
合理的な技術

3：原型炉以外で実証可能
な技術

A：基盤技術

【T生産・回収技術】
・消費量以上のトリチウム燃料生産
実証

【健全性確認・評価技術】
・原型炉環境（重照射＋高熱負荷
環境）でのブランケット設計手法の
妥当性確認
・原型炉環境でのブランケット設計
手法の高度化
・ブランケット故障率データ取得技
術

【発電関連技術】
・負荷に対するブランケット応答の
妥当性確認

【計測技術】
・原型炉環境（重照射環境）におけ
るブランケット計測設計の妥当性確
認

【商用炉に向けた改良技術】
・ブランケット改良技術
・先進ブランケット技術

【T生産・回収技術】
・増殖、増倍材特性の原型
炉環境（特に重照射環境）
での妥当性確認
・トリチウム増殖設計の妥
当性確認（長期運転時）

【T生産・回収技術】
・トリチウム増殖設計の妥
当性確認（ITER-TBM）

B：補強を要する重要
技術

【発電技術】
ブランケットへの負荷の確
認

C：核融合特有の技
術でないもの

技
術
重
要
度

利用優先度
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表 3.3.3.2 ブランケット運転計画 

 

炉心放射線環境

【放電前試験】

(1)コミッショニング運転の実施

サイクル 9 Cycle 10Cycle以降6 Cycle 7 Cycle 8 Cycle2Cycle（本格運転段階）1Cycle (試運転段階)

Hot Hot Hot HotHot

10 Cycle

HotHot Hot Hot Hot

3Cycle 4 Cycle 5 Cycle

Cold

【H調整放電】

【Hパルス実験】

【D＋Heパルス放電】

【DDパルス放電】

【DTパルス運転】

（消費量以上のトリチウム燃料生
産実証）
パージガスの流動確認、充填体の
健全性確認

（原型炉環境におけるブランケット
計測設計の妥当性確認）
筐体内部温度計測確認

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の妥当性確認）
供用中の筐体内部温度確認

【DT定常運転】

2)長期間定格発電の実証

【定常運転の長期化】

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の妥当性確認）
筐体取り出し

（消費量以上のトリチウム燃料生
産実証）
トリチウムシミュレータを用いたトリ
チウム回収量のリアルタイム計測
技術

（負荷に対するブランケット応答の
妥当性確認）
冷却材の入口・出口温度が設計の
範囲に収まることを確認

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の高度化）
材料への照射影響等評価（試運転
サイクル）

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の高度化）
材料への照射影響等評価（試運転
サイクル）

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の高度化）
試運転サイクルの結果を反映した
コーティング厚さでのブランケット
供用期間の最適化運転

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の高度化）
本格運転サイクルの結果を反映し
たコーティング厚さでのブランケット
供用期間の最適化運転

増殖、増倍材特性の原型炉環境で
の妥当性確認（試運転サイクル）

増殖、増倍材特性の原型炉環境で
の妥当性確認（本格運転サイク
ル）

ブランケット故障率データ取得

商用炉に向けた改良技術

先進ブランケット試験

（消費量以上のトリチウム燃料生
産実証）
トリチウムバランスの確認および定
常運転維持の確認

（原型炉環境におけるブランケット
計測設計の妥当性確認）
筐体内部の温度計測確認

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の妥当性確認）
筐体取り出し

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の妥当性確認）
試運転サイクル後に取り出した筐
体の健全性評価

（原型炉環境でのブランケット設計
手法の妥当性確認）
本格運転サイクル後に取り出した
筐体の健全性評価

（トリチウム増殖設計の妥当性確
認）
長期運転時の増殖・増倍材の燃焼
（消費）等によるトリチウム増殖量
の変化の確認
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3.3.4 トリチウムサイクル・取扱技術 

3.3.4.1 検討の前提条件 

 原型炉を安定して稼働させ、運転計画に則って試運転、本格運転を実施する

ためにいずれも不可欠な技術であり、原型炉建設前に技術を確立し、原型炉

環境においてこれを実証する。 

 要素技術の多くは、原型炉以前に実証しておく必要があり、その技術項目

の把握は重要であると考える。そのため、原型炉でなければ実証できない

項目、原型炉以外で実証可能な項目に先立ち原型炉以前に実証すべき項目

についても記載する。 

 

3.3.4.2 実証項目の抽出と優先度及び課題 

トリチウムサイクル・取扱技術に関して実証すべき大項目として以下 4 点を

挙げた。 

 

① 燃料サイクルシステムの長期連続安定運転技術 

② トリチウム回収利用技術 

③ トリチウムバランス測定・評価・管理制御技術 

④ 燃料サイクル構成機器の健全性評価・保守技術 

 

以下に各項目に対する具体的実証項目を示す。 

 

（1）大項目① 燃料サイクルシステムの長期連続安定運転技術 

１．原型炉以前に実証すべき項目 

１）中項目①-1 燃料サイクルシステムを構成する各要素技術の開発（優先度

A4：表 3.3.4.1 参照） 

原型炉燃料サイクルの運転に向けて燃料サイクル構成機器を開発し、運転技

術を実証する。この中には燃料処理前後での水素同位体分析技術も含まれる。

これまでに ITER での燃料サイクルを念頭に開発されてきているが、真空排気

に用いる機器の違いや、プラズマ対向壁材料の違い、熱負荷低減用不純物ガス

種の違いなどにより、原型炉の要求に応じて技術開発が必要となる場合もあ

る。トリチウム透過抑制膜の開発と性能評価を行い、有効であることの実証見

通しがたった場合は利用する（図 3.3.4.1）。 
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図 3.3.4.1 要素技術の開発 

 

２）中項目①-2  燃料サイクルシステム技術の開発(優先度 A4：表 3.3.4.1 参

照) 

燃料サイクル構成機器を連結させた小規模燃料サイクルシステムを構築し、

総合的な運転技術を実証する。この中には、サイクル内の静的・動的な水素同

位体の計測・制御技術が含まれる。これまでに ITER での燃料サイクルを念頭

に、プラズマ・真空容器及び増殖ブランケットを除く主要な機器を連結させた

模擬燃料サイクル運転の実証実績はあり(TSTA)、ITER において、プラズマ・真

空容器を含めた燃料サイクル運転の実証が行われる。しかし、この段階では増

殖ブランケットを用いた燃料の自給運転と自立的な燃料サイクルの実証は残さ

れる（図 3.3.4.2）。 

 

図 3.3.4.2 小規模燃料サイクルシステム 

 

３）中項目①-3  原型炉燃料サイクルシステム技術の開発(優先度 A4：表

3.3.4.1 参照)  

原型炉燃料サイクルを模擬した試験設備を建設し、できる限り原型炉条件に

近い運転条件での燃料連続処理技術の開発と総合的な運転技術を実証する（図

3.3.4.3）。本試験設備を用いたトリチウムの動的・静的挙動の把握は、大項目

③でのトリチウムシミュレータ開発にも不可欠である。原型炉の運転計画を考

慮するとトリチウムの計測は、極低レベル(DD パルス運転)から高レベル(DT パ

ルス以降)まで広範囲にわたるため、トリチウムレベルに応じた計測機器の運

用技術も実証する必要がある。増殖ブランケットを含み、DT 定常運転を行う原
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型炉燃料サイクルのトリチウム動特性は、ITER とは異なる。ITER 燃料サイク

ルでの経験を最大限生かしつつ、想定する原型炉燃料サイクルの特徴(処理

量、排気系での水素同位体濃度・化学形・不純物成分の変動や、増殖トリチウ

ムの処理・貯蔵、透過トリチウムの処理等)を反映した模擬試験を行い、トリ

チウム動的挙動の把握と燃料サイクルシステムの最適化を図る。これを通じ

て、高濃度トリチウム連続処理システムの運転経験を有する人材を育成する。

なお、本試験設備は、原型炉稼働後もトリチウムサイクル・取扱技術の向上の

ために活用する。 

 

図 3.3.4.3 原型炉模擬燃料サイクルシステム技術 

 

２．原型炉でなければ実証できない項目 

４）中項目①-4  原型炉燃料サイクルシステムの動的挙動測定と安定運転・

長期連続運転技術(優先度 A1：表 3.3.4.1 参照) 

プラズマ・真空容器、増殖ブランケットを除く燃料サイクルシステムは、原型

炉の試験運転開始前早期に建設され、外部から導入したトリチウムを用いて運

転実証されている必要がある(図 3.3.4.4)。ここでは原型炉で想定されうるいか

なる炉心排出成分も滞りなく処理し、炉心制御システムが要求する燃料を精度

よく供給できる性能と安定した運転技術が確認される。燃料サイクルシステム

の性能確認・不具合の調整・動特性評価だけでなく、多数のトリチウム計測機

器・回収設備の性能確認・調整などプラント全体としてのトリチウム安全管理技

術の確立や燃料サイクル運転技術の習熟には相当の時間を要する。TSTA や ITER

での経験を踏まえて、燃料サイクルシステムの建設時期を検討する必要がある。

運転実証済みの燃料サイクルシステムにプラズマ・真空容器、次いで増殖ブラン

ケットを連結し、これらを含む燃料系の自立自給の運転技術を実証する(図

3.3.4.5)。 
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図 3.3.4.4 プラズマ・真空容器、増殖ブランケットを除く 

原型炉燃料サイクルシステム 

 

 

図 3.3.4.5 原型炉燃料サイクルシステム 

 

原型炉運転計画全体を通じての要求を満足する燃料サイクルシステムを当初

から導入しておき、HH→DD→DT の運転計画の進捗と並行して、要求される内容

を順次実証する。DD 運転以降、それまで未知であったプラズマ・真空容器、増

殖ブランケットにおけるトリチウムの消滅と生成の動特性測定が可能となる。

また、ブランケット第一壁、ブランケット冷却系およびダイバータにおけるト

リチウムのインプランテーション、溶解、透過や、二次系(雰囲気浄化系およ

び冷却系)におけるトリチウムレベル制御、回収トリチウムの再利用を含むイ

ンベントリ制御は、より長い時定数現象を含むため、数日～数か月の連続運転

で初めて総合的な性能評価が可能となる。更にプラント全体でのトリチウムの

評価、管理、制御も長時定数で初めて可能となる課題である。 

原型炉の試運転、本格運転を通じて、特にプラズマと増殖ブランケットの諸運

転モードに対応したシステムの動的挙動を測定してそれをモデル化し、最適運

転方法を確立する。安定運転の実現とともに、不安定事象や異常事象を把握し、

その対策を講ずる。これらを総合して燃料サイクルシステムの長期連続運転技
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術を実証する。 

 

５）中項目①-5 インベントリ制御の高度化(優先度 B1：表 3.3.4.1 参照)  

漏洩したトリチウムや構造材に蓄積されるトリチウムの回収利用には時間を

要するため、プラント内の活性インベントリの評価とそれを可能な限り最小化

する試験は、定常的な DT 運転下で初めて燃料系を用いて可能となる。インベン

トリ制御は、プラズマへの供給トリチウムのサプライチェーンの変動範囲や挙

動を把握したのちに、プラント全体で余剰となるトリチウムを回収し、抜き出す

とともに、TBR が過剰であった場合にはそれを抑制する方向で制御する。 

 

３．原型炉以外で実証可能な項目 

６）中項目①-6 燃料サイクル技術の高度化(優先度 B3：表 3.3.4.1 参照) 

燃料処理効率の向上、トリチウムインベントリの低減、コスト削減を図るため

に、新たなプロセス開発を行う。その実証見通しがたった場合は、原型炉設備に

設置して特性評価と運転実証を行う。 

 

 

（2）大項目② トリチウム回収利用技術 

１．原型炉以前に実証すべき項目 

１）中項目②-1 雰囲気トリチウムの回収技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参照)  

雰囲気中に漏洩したトリチウムを回収する技術を開発する。多くのトリチウ

ム取扱施設において、触媒酸化・吸着回収法が採用され長期間の利用実績があ

る。現時点で ITER では、触媒酸化・同位体交換法が用いられる予定である。何

れの方法でも、トリチウム水の形で回収し、希釈廃棄できない場合は、水処理設

備へ送られる。基本的な回収技術は開発済みであるが、火災発生時や全電源損失

時等の異常時の回収性能の評価など、原型炉安全管理の要求に応じて事前に検

討すべき課題は残されている。 

 

２）中項目②-2 トリチウム水処理技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参照) 

トリチウム水処理技術を開発する。ここで水処理とはトリチウム水を濃縮し、

水素形に変換する技術を示す。ITER 規模の水処理技術は開発済みである。ITER

では、ホットセルで定常的に放出されるトリチウムの回収により生じるトリチ

ウム水が処理対象であるが、ブランケットやダイバータに水冷却を用いる原型
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炉では、冷却水中に透過するトリチウムも回収対象となる。原型炉の要求に応じ

て、技術開発が必要となることもある。 

 

３）中項目②-3 ガス冷却材中トリチウムの回収技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参

照) 

ブランケットやダイバータにガス冷却を用いる原型炉の場合は、冷却ガス中

に透過するトリチウムの回収技術の開発が必要である。 

 

４）中項目②-4 蓄積トリチウムの回収技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参照) 

②-4-1 炉内機器からのトリチウム回収技術 

機器交換時のトリチウム拡散低減を主目的とした炉内トリチウム回収技術

（放電回収、ベーキング、ソーキング等）と燃料トリチウムの回収・利用を主目

的とする炉外トリチウム回収技術を開発する。原型炉以前に効果的な回収方法

を開発し、原型炉ではトリチウム回収実証とその効果の妥当性評価を行う。炉内

機器へのトリチウム蓄積現象は、表面変質（損耗・再堆積・溶融等）や中性子照

射欠陥によるトリチウムトラップ効果など複雑であり、蓄積挙動を正確に予測

することは容易ではない。しかし、ある程度精度よく予測し、初期装荷トリチウ

ムを準備していなければ、トリチウムの自己充足性が危ぶまれ、安全性評価もで

きない（信頼できる蓄積量予測は必須であり大項目③に挙げている）。 

炉内機器の交換作業を安全かつ効率的に実施するためには、できる限り炉内

でトリチウムを脱離させておくことが望ましい。 

 

②-4-2 燃料処理プロセス構成機器からのトリチウム回収技術の実証 

機器が放射化していないことから炉内機器からのトリチウム回収技術とは異

なる技術であり、別項目として挙げる。交換時のトリチウム回収技術は原型炉以

前に確立し、原型炉ではトリチウム回収実証とその効果の妥当性評価を行う。 

 

２．原型炉でなければ実証できない項目 

５）中項目②-5 透過・漏洩トリチウム回収利用長期連続運転技術(優先度 A1：

表 3.3.4.1 参照) 

気相・液相への透過・漏洩トリチウムを連続的に回収して、燃料として利用す

る一連のプロセスを長期間連続して運転する技術を実証する。原型炉では、透

過・漏洩トリチウムの回収再利用が不可避であり、これを実証することは原型炉
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の大きな役割である。一次燃料系から二次系への移行は時定数が長く、またある

程度量的に蓄積しなければ実際の回収再利用は行えない。原型炉運転初期の出

力上昇試験ではパルス応答の形でトリチウム挙動が測定される。十分有意な量

のトリチウムが回収再利用可能となるのは、トリチウム放電のデューティが十

分高くなってからであり、この状態で初めて、プラント各部でのトリチウムイン

ベントリおよびその移行時定数が得られるとともに能動的な制御が可能になる。 

 

６）中項目②-6 蓄積トリチウム回収利用技術(優先度 A1：表 3.3.4.1 参照) 

トリチウム取扱機器へ蓄積するトリチウムを回収して、燃料として利用する

一連のプロセスを効率的に行う技術を実証する。特に炉内機器へのトリチウム

蓄積量は大きく、その回収再利用は極めて重要である。ブランケット/ダイバー

タ交換時に炉内トリチウム回収技術及び炉外トリチウム回収技術を実証する。

トリチウム蓄積量の評価は、大項目③でのトリチウムシミュレータの妥当性評

価に活用される。 

 

３．原型炉以外で実証可能な項目 

７）中項目②-7 トリチウムの回収利用技術の高度化(優先度 B3：表 3.3.4.1 参

照)  

透過・漏洩トリチウムの処理において、同位体分離性能向上、トリチウムイン

ベントリの低減、コスト削減を図るために、新たなプロセス開発を行う。その実

証見通しがたった場合は、原型炉施設に設置してその特性評価と運転実証を行

う。また、蓄積トリチウムのより効果的・効率的な回収技術の開発を進め、実証

見通しがたった場合は、原型炉にて技術実証を行う。 

 

 

（３）大項目③ トリチウムバランス測定・評価・管理制御技術 

トリチウムバランス評価管理技術は、燃料サイクル成立性、原型炉安全性の観

点から重要な技術である。トリチウムシミュレータは原型炉以前の段階で構築

し、運転計画に対するある程度のトリチウム挙動予測を行った上で、試験運転に

入る必要がある。例えば、運転停止後のダイバータの遠隔保守では、崩壊熱冷却

期間で適正なトリチウムレベルまで低減可能か否かのトリチウム挙動予測は運

転計画に影響を与える可能性がある。また、燃料サイクルが定常に達するまでに

どれだけの時間とトリチウム量が必要かを評価し、十分なトリチウム量が調達
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できる見通しを得ておかなければならない。定格運転では、最小のプラントイン

ベントリで安定的にトリチウムバランスを制御しなければならない。燃料系各

部でのトリチウム移行は複雑であるが、プラズマでの燃焼による消失と増殖ブ

ランケットにおける生成がバランスするだけでなく、燃料系全体でのトリチウ

ムバランスを把握して制御し、インベントリを最小にしつつ燃料系を安定に運

転する必要がある。増殖トリチウム量の評価においても、トリチウム挙動予測が

不可欠である。増殖トリチウム回収系で計測されるトリチウムは、ブランケット

内及び輸送配管での吸着反応や溶解反応等を経て到達しており、増殖領域での

生成量評価には、これらを考慮した解析が必要となる。 

 

１．原型炉以前に実証すべき項目 

１）中項目③-1 各種材料におけるトリチウム挙動予測技術(優先度 A4：表

3.3.4.1 参照) 

各種材料におけるトリチウム移行に関わる物質移動パラメータを取得し、原

型炉運転条件でのトリチウム挙動を予測する技術を開発する。 

 

２）中項目③-2 各プラント構成機器におけるトリチウム挙動予測技術(優先度

A4：表 3.3.4.1 参照) 

プラズマ対向機器、ブランケット、燃料サイクル構成機器等、各プラント構成

機器におけるトリチウム挙動を予測する技術を開発する。 

 

 

３）中項目④-3 プラント構成機器を連結した複合体におけるトリチウム挙動

予測技術 (優先度 A4：表 3.3.4.1 参照) 

各構成機器に対して確立したトリチウム挙動予測技術を連結させて、プラン

ト全体でのトリチウム挙動を予測する技術（トリチウムシミュレータ）を開発す

る。中項目①-3 において実施される原型炉燃料サイクルを模擬した試験設備で

の総合的な運転技術実証で得られるトリチウム計測値と予測値を比較して、シ

ミュレータの妥当性を検証し、必要に応じて改良する。 

 

２．原型炉でなければ実証できない項目 

４）中項目③-4 原型炉プラント全体でのトリチウム挙動予測技術(優先度 A1：

表 3.3.4.1 参照) 
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各機器および各区画内で計測されるデータ（トリチウム濃度、トリチウム化学

形、温度、流量、不純物濃度、材料の状態等）とトリチウムシミュレータの予測

とを比較し、挙動予測技術の妥当性を評価する。必要に応じてシミュレータを改

良し、その完成度を高める。機器の交換時期に行われる蓄積トリチウム回収技術

と連携して、材料中のインベントリ評価の妥当性を検証する。 

 

 

（４）大項目④ 燃料サイクル構成機器の健全性評価・保守技術（安全性・保守

とも関連） 

 

１．原型炉以前に実証すべき項目 

１）中項目④-1 構造健全性評価技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参照) 

トリチウム取扱機器について、安全上の基準（耐熱、耐圧、耐放射線など）を

満たしているか定期的に検査し健全性を評価する技術を開発する。 

 

２）中項目④-2 性能健全性評価技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参照) 

使用環境により性能劣化する部位を有する機器（固体電解質膜、触媒、水素吸

蔵合金など）について、想定される使用条件から性能劣化の進展を予測・評価す

る技術と、定期的な試験により性能健全性を確認する技術を開発する。原型炉以

前に開発し、これに基づいて劣化部位のみの交換あるいは機器自身の交換時期

を決定する。しかし、原型炉以外の設備を用いて原型炉条件を完全に模擬した長

期試験は困難であるため、原型炉での長期使用を通じてデータを集積して、評価

技術の信頼性向上を図り、以降の運転サイクル時に活用する。 

 

３）中項目④-3 トリチウム取扱機器の保守技術(優先度 A4：表 3.3.4.1 参照)  

構造健全性評価や性能健全性評価に基づく計画的な保守時、あるいは予期せ

ぬ不具合の発生に伴う緊急的な保守時のシナリオを各機器について検討し、雰

囲気へのトリチウム漏洩や作業者の被ばく量を最小限に抑え、安全かつ効率的

に保守を行う技術を開発する。原型炉以前に開発し、作業者の訓練も行う必要が

ある。開発した技術に基づき、原型炉環境にて保守作業を行い、必要に応じて改

善する。 

 

２．原型炉でなければ実証できない項目 
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４）中項目④-4 原型炉トリチウム取扱機器の保守技術の実証(優先度 A1：表

3.3.4.1 参照) 

トリチウム取扱機器について、計画的な保守あるいは緊急的な保守を雰囲気

へのトリチウム漏洩や作業者の被ばく量を最小限に抑えつつ、安全かつ効率的

に実施する。 

 

５）中項目④-5 故障率データの取得(優先度 A1：表 3.3.4.1 参照) 

長期間の運転を通じて得られるデータであり、原型炉を用いて取得する。 

 

２．原型炉以外で実証可能な項目 

６）中項目④-6 保守技術の高度化(優先度 B3：表 3.3.4.1 参照) 

作業効率向上、被ばく低減、コスト削減などを図るために、保守技術の高度化

を図る。その実証見通しがたった場合は、原型炉において実施する。 

 

 

3.3.4.3 抽出項目の優先度、実施時期（まとめ） 

優先度分類の結果を表 3.3.4.1、それらの実施時期を表 3.3.4.2 に示す。燃料

サイクルシステムは、多数のサブシステムから構成され、大規模かつ複雑であり

ながら、トリチウムで繋がっており、その一部の不具合がシステム全体の機能を

損なわせ、原型炉運転計画全体の遅れを生じさせる可能性が懸念される。そのた

め、調整運転前に相当の準備期間を設定して、信頼性の高いトリチウムサイク

ル・取扱技術を確立しておく必要がある。 

原型炉コミッショニング運転以降は、試運転、本格運転に対応したトリチウム

サイクル・取扱技術を順次実証していく。DD パルス運転では DD 生成トリチウム

の回収技術を実証し、DT パルス運転が始まると雰囲気や冷却材への透過・漏洩

トリチウムの回収技術を実証する。DT 定常運転に進むと増殖ブランケットから

燃料サイクルシステムへの定常的なトリチウム導入に関連する技術を実証する。

試運転終了後のブランケット/ダイバータ交換時には蓄積トリチウム回収技術

を実証する。 

本格運転に入ると、プラント全体でのトリチウムフローが定常に達し、インベ

ントリの評価、管理、制御に関連する技術の実証が可能となる。プラント全体に

対するトリチウムシミュレータの妥当性を確認し、さらにはインベントリ制御

の高度化を目指す。その後は、長期連続安定運転を実証しつつ、トリチウム取扱
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機器の保守技術の実証や故障率データの取得を行っていく。 
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表 3.3.4.1 トリチウムサイクル・取扱技術優先度分類 
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表 3.3.4.2 トリチウムサイクル・取扱運転計画 

関係項目 ITERの期間 実験内容 周辺機器準備周辺機器起動

国際協力に関
する項目

要研究項目：◎ (Cold) (Hot)

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

84
炉心・プラント

ダイバータ

トリチウム

炉心・プラント
ダイバータ 12

ダイバータ
8

トリチウム

プラント保守

炉心・プラント

トリチウム

16
炉心・プラント

ダイバータ
2

炉心・プラント 2

トリチウム

トリチウム

炉心・プラント

ブランケット

ブランケット

ブランケット

ダイバータ
2

炉心・プラント
12

炉心・プラント
4
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トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム

炉心・プラント
炉心・プラント 16

炉心・プラント
16

ブランケット

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム ◎

トリチウム ◎

トリチウム ◎

プラント保守

炉心・プラント ◎
24

ブランケット

ブランケット

ブランケット

ブランケット ◎

ブランケット ◎

ブランケット ◎

ブランケット ◎

ブランケット

トリチウム

トリチウム

トリチウム

トリチウム ◎

トリチウム

炉心・プラント ◎
24

トリチウム

トリチウム

3Cycle

炉心放射線環境 Cold Cold Hot Hot Hot

サイクル 建設・運転準備段階 1Cycle (試運転段階) 2Cycle（本格運転段階）

（トリチウムバランス測定・評価・管理制御技術）

各種材料におけるトリチウム挙動予測技術（A3）

各プラント構成機器におけるトリチウム挙動予測技術（A3）

プラント構成機器を連結した複合体におけるトリチウム挙動予測技術（A3）
トリチウムシミュレータの開発

（燃料サイクル構成機器の健全性評価・保守技術）

トリチウム回収利用技術

雰囲気トリチウムの回収技術(A3)

トリチウム水処理技術(A3)

ガス冷却材中トリチウムの回収技術(A3)

【原型炉燃料サイクル試運転】
トリチウムシステムの試運転
燃料サイクルシステムの長期連続安定運転技術
燃料サイクルシステムを構成する各要素技術の開発（A3）

燃料サイクルシステム技術の開発（A3）

原型炉燃料サイクルシステム技術の開発（A3）

構造健全性評価技術（A3）

性能健全性評価技術（A3）

トリチウム取扱機器の保守技術(A3)

【原型炉燃料サイクル本格運転】

トリチウムシステム本格運転開始

放電前試験に対する燃料サイクルシステムの運転実証

【H調整放電】

(1)コミッショニング運転の実施
放電調整運転・計測機器調整

【Hパルス実験】
Hパルス放電実験
ダイバータ熱負荷軽減の実証と運転シナリオの確立

H調整放電による定格電流・磁場到達

ダイバータ配位形成

H調整放電に対する燃料サイクルシステムの運転実証

Hパルス実験に対する燃料サイクルシステムの運転実証

実機におけるブランケット/ダイバータセグメント交換技術の最終確認  

【D＋Heパルス放電】

D+He放電によるH-mode放電の実証

真空解放炉内状態確認

【DDパルス放電】
DDパルスによるH-mode他各種放電特性の検証とシミュレータの確立

ダイバータ配位形成とダイバータ排気粒子制御の確率

中性子発生量予測確認試験

D+Heパルス実験に対する燃料サイクルシステムの運転実証

【DTパルス運転】
DTパルス放電におけるH-mode他各種放電特性の検証

（消費量以上のトリチウム燃料生産実証）
パージガスの流動確認、充填体の健全性確認

（原型炉環境におけるブランケット計測設計の妥当性確認）
筐体内部温度計測確認

DD放電に対する燃料サイクルシステムの運転実証

DD生成トリチウムの回収

核融合出力上昇試験（立上げ、定常維持、停止）

（原型炉環境でのブランケット設計手法の妥当性確認）
供用中の筐体内部温度確認

ダイバータ運転シナリオと排気・粒子制御の確立

DTパルス運転に対する燃料サイクルシステムの運転実証

増殖ブランケットから燃料サイクルへのトリチウムパルス導入

【DT定常運転】
DT定常放電におけるH-mode他各種放電特性の検証とシミュレータの確立

長パルスDT運転による定格発電実証試験（数時間オーダ）

冷却材中トリチウム計測実証とトリチウムシミュレータの妥当性評価

雰囲気トリチウム計測および回収実証

DT定常運転による定格出力運転実証

（原型炉環境でのブランケット設計手法の妥当性確認）
筐体取り出し

DT定常運転に対する燃料サイクルシステムの運転実証

増殖ブランケットから燃料サイクルへのトリチウム定常導入

実機･高線量下におけるブランケット/ダイバータ交換技術の実証

完全非誘導電流駆動運転（立上げ、定常維持、停止）の達成

冷却材からのトリチウム連続回収実証

ブランケット/ダイバータからの蓄積トリチウム炉内回収実証

ブランケット/ダイバータ交換時のトリチウム管理実証

ブランケット/ダイバータからの蓄積トリチウム炉外回収実証とトリチウムシミュ
レータの妥当性評価

（原型炉環境におけるブランケット計測設計の妥当性確認）
筐体内部の温度計測確認

（原型炉環境でのブランケット設計手法の妥当性確認）
筐体取り出し

試運転サイクル後に取り出した筐体・材料・充填材の試験

2)長期間定格発電の実証
【定常運転の長期化】

完全非誘導電流駆動運転の段階的長期化（月オーダ⇒年オーダ）

（消費量以上のトリチウム燃料生産実証）
トリチウムバランスの確認および定常運転維持の確認

ブランケット故障率データ取得

DT定常運転に対する燃料サイクルシステムの長期連続安定運転実証

増殖ブランケットから燃料サイクルへのトリチウム長期定常導入

【長期運転の監視･制御技術】

出力/粒子バランス制御/He排気/不純物割合等の監視・制御の実証

本格運転サイクル後に取り出した筐体・材料・充填材の試験

（原型炉環境でのブランケット設計手法の高度化）
試運転サイクルの結果を反映したコーティング厚さでのブランケット供用期間
の最適化運転

（原型炉環境でのブランケット設計手法の高度化）
本格運転サイクルの結果を反映したコーティング厚さでのブランケット供用期
間の最適化運転

プラント全体でのトリチウムバランス測定・評価・管理制御実証とトリチウムシ
ミュレータの妥当性確認

雰囲気及び冷却材トリチウム回収システムの長期連続運転実証

インベントリー制御の高度化

原型炉トリチウム取扱機器の保守技術の実証

原型炉トリチウム取扱機器故障率データの取得

トリチウム・燃料サイク

ルシステムの起動試験

炉壁・計測機器等調整

H調整放電による定格電

Hパルス放電実験

H+He放電による

H-mode実証

DDパルス放電実験

DTパルス放電実験と発

DT定常運転実証と定常

故障率データ

定格発電運転
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今後の課題及び参考として WG 会合でのコメントを以下に示す。 

 

今後の検討課題： 

・トリチウムシミュレータ開発に向けた計画の策定 

原型炉運転開始前に策定が必要である点は合意。それに向けた具体的スケジ

ュールの検討が必要。 

・機器に滞留するトリチウムインベントリおよびそのクリーニング（焼き出し）

に要する期間の検討が必要。 

 トリチウムの自己充足性だけでなく、保守の観点からも評価が必要。 

・ブランケットで増殖したトリチウム量の評価 

 シミュレータとの比較による評価などが考えられるが、その具体的方法の検

討が必要。 

 

会合での主なコメント： 

・ トリチウムに関する「定常」は出力の「定常」とは異なる。出力が定常でも

トリチウム挙動が定常になっているとは限らず、トリチウム移動現象に応じ

た広い範囲の時定数が存在する。 

・ トリチウムシミュレータは制御のために使用するわけではなく、動的挙動把

握等の支援ツールとしての位置づけとする。 

・ JET でのバッチ処理におけるトリチウムシミュレータの開発実績を踏まえる

と、連続処理をする原型炉でのトリチウムシミュレータの開発にはかなりの

時間を要する。それを考慮して原型炉運転開始前早期にトリチウムプラント

を稼働させる必要がある。 

・ トリチウムサイクル・取扱技術は、DD 運転開始前に確立されている必要があ

るため、その後に試験等の目的で原型炉運転への要求は不要であると考える。

ただし、実用炉に向けての要求については今後検討が必要である。 

・ 機器に滞留するトリチウムインベントリの評価については、トリチウム自己

充足性を示すために原型炉設計時までには明らかにしておく必要がある。 

・ ブランケットで増殖したトリチウム量の評価について、循環するトリチウム

量に対する割合が小さいため個別に評価が必要となる。但し、他系統から切

り離して評価することは困難であり、シミュレータとの比較による評価が挙

げられるが方法論は今後の課題である。 
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3.3.5 安全技術 

3.3.5.1 検討の前提条件 

技術課題として検討するに当たり、前提条件及び定義を以下とした。 

 

 安全性に関する要素技術については原型炉稼動前に実証が完了。 

 原型炉の安全性指針は検討中であるため、暫定的にこれまでの安全性検討

で得られている安全システム・機器を対象に実証項目を抽出する。 

 原型炉の運転開始前からデータ取得が必要な項目もあるため、原型炉運転

開始前も含めた実証時期の策定を行う。 

 

3.3.5.2 実証項目の抽出、優先度分類、実証時期の策定 

原型炉の安全性確保の観点から必要な技術は原型炉稼動前に実証している必

要があり、安全システム・機器の実環境での最終確認および、運転期間中の安全

性に関するデータ取得を行うことを主眼に実証項目を抽出した。安全技術に関

して実証すべき大項目として以下 2点となる。 

 

①放射性物質に関連する管理実績の取得 

②実環境での安全系機能の最終確認 

 

（１）大項目① 放射性物質管理実績の取得 

１）中項目①−1 環境放射線モニタリング実績の取得(優先度 A1：表 3.3.5.1 参

照) 

環境放射線をモニタリングすることにより、原型炉運転による環境への放射

線影響が制限以下となることを確認する。具体的には空気中の塵採取を含めた

環境放射線の測定や、陸上・海洋での環境試料を採取し、データを取得する。こ

れらのデータ取得にあたっては運転開始前の計測データも必要であるため、原

型炉建設開始前から計測を開始する。また、制限以下となることを確認するだけ

でなく、放射線防護の観点から計画値と実測値との比較分析も実施する。その結

果両者の差異が大きい場合には原因を明らかにし、その後の運転および実用炉

に向けた見通しを得ることとする。 

 

 

２）中項目①−2 従事者被ばく管理(優先度 A1、A3：表 3.3.5.1 参照) 
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運転中及び保守時の従事者被ばくの実績を取得する。計画値と実績値との比

較分析を行い、両者の差異が大きい場合にはその原因を明らかにする(A1)。な

お、計画値策定に向けてトリチウムや炉内ダストの計量管理手法を予め確立し

ておく必要があるため、それらについては原型炉以外で事前に実証する(A3)。実

施時期は、運転開始前から取得し、トリチウム処理システム起動試験時の実績デ

ータも取得する。また、各サイクル終了時に計画値と実績値の比較分析を実施す

る。 

 

３）中項目①−3 放射性物質および 放射線の管理(優先度 A2:表 3.3.5.1 参照) 

トリチウム区画におけるトリチウム透過・漏えい量の確認を実施する。実績値

を計画値と比較し、適切に管理されていることを確認する。両者の差異が大きい

場合はその原因を明らかにし、その後の運転に反映させる。実証時期については

①-1 および①-2 と同様である。これらの実証時期をまとめたものを図 3.3.5.1

に示す。 

 

 

 

図 3.3.5.1 実証時期（放射性物質に関連する管理実績の取得） 

 

 

（２）大項目② 実環境での安全系機能の最終確認 

 

１）中項目②−1 炉心プラズマ・冷却系・発電系の安全性確認(優先度 A1、B1、
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A3:表 3.3.5.1 参照) 

炉心プラズマや冷却系、発電系に関する安全性を確認する。炉心プラズマにお

ける事象としてはディスラプションが考えられる。原型炉においてディスラプ

ションの発生確率に関するデータを取得する(A1)とともに、ディスラプション

緩和設備が動作すること(B1)を確認する。また、小規模ディスラプションを発生

させ、その緩和試験を運転初期に実施する(B1)。緩和試験については ITER の実

績を反映したシミュレータと合わせることでディスラプションの制御とその影

響を評価し、制御と予測精度を高めることが目的となる。ディスラプション規模

や条件等の設定については今後の課題である。また、ディスラプション以外の炉

心プラズマ停止系の動作確認も実施する（B1）。これらは、運転初期に最終確認

を実施し、以降定期的に各安全系の動作確認を実施する。なお、これらの実証の

ためには事前にディスラプション緩和系や炉心プラズマ系の技術実証をそれら

制御手法・機器の開発とともに、原型炉運転開始前に実施する必要がある(A3)。 

また、冷却系・発電系の安全性確認として、プラントトリップ時の安全系の確

認や外部電源喪失時の安全系の確認が挙げられる(B1)。これらに関しては軽水

炉等での既存技術の補強により原型炉環境で確認を実施する。 

これらの実施時期をまとめたものを図 3.3.5.2 に示す。 

 

 

図 3.3.5.2 実証時期（炉心プラズマ・冷却系・発電系の安全性確認） 

 

 

２）中項目②-2 真空容器安全性の確認(優先度 B1、B3：表 3.3.5.1 参照) 

放射性物質の閉じ込め障壁である真空容器の安全系動作確認を実環境で行う

(B1)。基本的な技術は ITER の延長とみなし、ITER や他の実験装置において真空

容器健全性実証や真空容器圧力緩衝系の実証を行う(B3)。原型炉では、安全機器
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の真空容器の原型炉環境での安全要求及び事故シナリオにもとづき、どのよう

な試験が必要か具体化することが今後の課題となる。 

 

３）中項目②-3 1 次冷却系安全性の確認(優先度 B1：表 3.3.5.1 参照) 

真空容器とともに放射性物質の閉じ込め障壁となる 1 次冷却系の安全系動作

確認を実環境で行う。これに関しても ITER や既存技術の延長とみなせるため、

それら既存技術の補強として原型炉での最終確認を実施する。 

 

４）中項目②-4 トリチウム回収系安全性の確認(優先度 B1:表 3.3.5.1 参照 ) 

放射性物質であるトリチウムを扱うシステムであるトリチウム回収系の安全

系動作確認を実環境で行う。これに関してはトリチウムシステムの動作確認を

原型炉運転開始前に実施する必要があるため、それと合わせて実施する。 

 

 ②-2 から②-4 における実証時期を図 3.3.5.3 に示す。 

 

 

図 3.3.5.3 実証時期（真空容器・1次冷却系・トリチウム回収系の安全性確

認） 

 

 

3.3.5.3 抽出項目の優先度及び実施時期（まとめ） 

安全技術は、安全基準、要求、ガイドラインに従い実証する必要があるが、基

本的な技術は原型炉運転開始前までに確立しておくことが必須であり、原型炉

では実環境での最終確認およびデータ取得が実証内容となる。実環境で最終確

認が必要な項目として、ディスラプション対応及び安全機器の真空容器、1次冷

却系、トリチウム回収系に関連する安全系の機能確認を抽出した。また、データ
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取得に関しては環境放射線モニタリング、従事者被ばく実績、トリチウム管理実

績を項目として抽出した。全体の優先度分類および実施時期をまとめたものを

表 3.3.5.1 および表 3.3.5.2 に示す。ここでは、安全性を脅かすハザードとし

てディスラプションに着目したが、崩壊熱などその他にもハザードが存在する

ので、事故シナリオを含め、どのような安全性機能確認が要求されるかについて

は、今後さらに具体化する必要がある。 
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表 3.3.5.1 安全技術実証項目の優先度分類 

 

 

  

1. 原型炉でなければ確認できないデータ
2. 原型炉で確認するのが

    合理的な技術
3. 原型炉以外で実証可能な技術

A. 基盤技術

【環境放射線モニタリング】

　・環境放射線の測定

    （空気中の塵採取も含む）

　・環境試料採取

    （陸上・海洋）

【従事者被ばく管理】

　・運転時・保守時の従事者被ばくの

    実績取得

　・周辺監視区域での線量等の実績

【放射性物質・放射線管理】

　・トリチウム区画における

    トリチウム透過・漏えい量の確認

【炉心プラズマ/冷却系/発電系安全性の実証】

　・炉心プラズマ停止系実証

　・ディスラプション緩和系実証

　・プラントトリップに対する安全系の実証

　・外電喪失に対する安全系の実証

【炉心プラズマ/冷却系/発電系安全性の実証】

　・炉心プラズマ制御・停止のための制御量、

　・アクチュエータの決定

　・炉心プラズマ停止系の決定

　・ディスラプション緩和手法の決定

【被ばく管理】

　・トリチウム計量管理手法の確立

　・炉内ダスト計量管理手法の確立

B. 補強を要す

る重要技術

【炉心プラズマ/冷却系/発電系安全性の確認】

　・炉心プラズマ停止系確認

　・ディスラプション緩和確認

　・ディスラプション確認試験

　・プラントトリップに対する安全系の確認

　・外電喪失に対する安全系の確認

【真空容器安全性の確認】

　真空容器安全系動作確認

【1次冷却系安全性の確認】

　１次冷却系安全系動作確認

【トリチウム回収系安全性の確認】

　トリチウム回収系安全系動作確認

【真空容器安全性の実証】

　・真空容器の健全性の実証

　・真空容器圧力緩衝系の実証

C. 核融合特有

の技術でない

もの

【軽水炉における安全系機器】

　・タービンバイパス弁動作

　・SGの水位確保シナリオ

　・一次系制御系の確認

　・加圧器逃がし弁の作動確認　etc.

利用優先度

技
術

重
要

度
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表 3.3.5.2 安全技術運転計画 

  

【環境放射線モニタリング】

　　環境放射線の測定（空気中の塵採取も含む）

　　環境試料採取（陸上・海洋）

【従事者被ばく管理】

　　運転時・保守時の従事者被ばくの実績取得

　　周辺監視区域での線量等の実績

炉心放射線環境

サイクル

　　プラントトリップに対する安全系の確認

　　外電喪失に対する安全系の確認

【真空容器安全性の確認】

　　真空容器安全系動作確認

【放射性物質・放射線管理】

　　トリチウム区画におけるトリチウム透過・漏えい量の確認

【炉心プラズマ/冷却系/発電系安全性の確認】

　　炉心プラズマ停止系確認

　　ディスラプション緩和確認

　　ディスラプション発生実績データ取得

　　ディスラプション確認試験

【1次冷却系安全性の確認】

　　１次冷却系安全系動作確認

【トリチウム回収系安全性の確認】

　　トリチウム回収系安全系動作確認

周辺機器準備周辺機器起動

(Cold) (Hot) Hot Hot Hot Hot

10Cycle以降

Cold Cold Hot Hot Hot Hot Hot Hot

5 Cycle 6 Cycle 7 Cycle 8 Cycle 9 Cycle 10 Cycle建設・運転準備段階 1Cycle (試運転段階) 2Cycle（本格運転段階） 3Cycle 4 Cycle
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3.3.6 廃棄物処理技術 

核融合炉での廃棄物管理・処分に求められる要件は、炉内機器であるブランケ

ット及びダイバータが高エネルギーの中性子に曝されることから、数年ごとに

保守交換が必要になる。従って、原型炉の安定運転のため、運転早期から廃棄物

処理工程の確実な運用が求められる。また、原子力プラントである核融合原型炉

においてプラントライフを通して廃炉に至るまでの総廃棄物量（保守時の 2 次

廃棄物も含む）や発生する廃棄物の核特性に関わる実績データは実用炉検討に

重要となる。 

 

3.3.6.1 検討の前提条件 

 基本的な廃棄物管理及び処分工程に関する要素技術は、原型炉稼働前に実

証が完了している。 

 基本的には廃棄物の特性は機器への中性子によるフルエンスに依存するの

で、実際には運転計画に基づいて評価した廃棄物の核特性により、廃棄物管

理に係る施設の運用計画は策定されるべきである。運転計画が検討中であ

るので、暫定的にこれまでの廃棄物検討で得られている核特性・管理シナリ

オに基づき実証項目を抽出する。 

 原型炉の運転開始前からデータ取得が必要な項目もあるため、原型炉運転

開始前も含めた実証時期の策定を行う。 

 

3.3.6.2 実証項目の抽出と優先度及び課題 

原型炉の廃棄物管理・処分工程に必要な技術は原型炉稼動前に実証している

必要がある。原型炉の運転計画では廃棄物管理・処分に関わる実環境下での最終

確認および、運転期間中、並びに廃炉後も含めた放射性廃棄物発生量及び管理に

関するデータ取得を行うことを目的とする。 

以下に、廃棄物管理・処分技術に関して実証すべき大項目を 3点挙げる。 

 

① 実環境下で策定した管理シナリオの検証と処分工程の確認 

② 原型炉で発生する放射性廃棄物管理に関連する実績データの取得 

③ 原型炉で発生する放射性廃棄物の減容化に向けた開発 

 

 

（1）大項目① 実環境下で策定した管理シナリオの検証と処分工程の確認 
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１）中項目①−1 処理施設での廃棄物管理シナリオの工程検証(優先度 A1：表

3.3.6.1 参照) 

DD/DT 運転開始前に原型炉で発生する放射性廃棄物を適切に管理し、廃棄体に

至るまでの処分工程を冷態環境で検証・確認する。DD/DT 運転開始後は、実際に

放射化した機器を用いて、検証した管理シナリオに沿って処分を進め、実績デー

タを取得する。ここで留意する点は、最初の放射化機器の受入から管理シナリオ

は運用され、問題が起こった際は原型炉運転の継続ができないことである。従っ

て、自由度の高い廃棄物管理シナリオを設計段階から検討する必要がある。な

お、放射性廃棄物の管理及び処分工程に係る電源は別系統で対応する。 

 

以下に検証項目を示す。 

（廃棄物管理及び処分工程に係る検証項目） 

・ホットセル（搬入出、除染、保管及び保守、再利用工程、レスキュー方式） 

・一次保管施設（搬入出及び保管、レスキュー方式） 

・廃棄体化施設（除染、切断/圧縮、梱包及び検査、レスキュー方式） 

・再処理施設（除染、保管及び再処理、レスキュー方式） 

・中間貯蔵（保管及び検査、レスキュー方式） 

これらの実施時期をまとめたものを図 3.3.6.1 に示す。 

 

図 3.3.6.1 実証時期 

（実環境において策定した管理シナリオの検証と処分工程確認） 

 

（2）大項目② 発生する廃棄物特性及び管理に関わる実績データ取得 

１）中項目②−1 定期保守時及び廃炉時に発生する廃棄物特性の実績データの
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検証(優先度 A1:表 3.3.6.1 参照) 

定期保守時及び廃炉時に発生する廃棄物特性の実績データを取得し、実用炉

における廃棄物管理に資する。具体的には、定期保守時に発生する放射化機器や

2次廃棄物の総量や核特性データを取得する。特に放射化機器に吸蔵されるトリ

チウムインベントリや機器に付着した放射化タングステンダストの特性及び総

量に関わる実績データを取得する。また、廃炉時の廃棄物量に大きく影響する建

屋内のトリチウムインベントリ及び放射化タングステンダストの拡散に関わる

実績データを取得する。この実績データを実用炉以降の廃炉時における総廃棄

物量を減容化可能な保守方式検討に役立てる。 

 

２）中項目②-2 機器の放射化計算（線量、崩壊熱及び誘導放射能）の確認(優

先度 A2:表 3.3.6.1 参照) 

定期保守時に発生した放射化機器をホットセルで保管する際に機器の核特性

データを取得し、放射化計算により求めた核特性（線量、崩壊熱及び誘導放射能）

などを確認する。 

 

これらの実施時期をまとめたものを図 3.3.6.2 に示す。 

 

図 3.3.6.2 実証時期（発生する廃棄物特性の実績データ取得） 

 

３）中項目②−3 環境放射線モニタリング実績の取得(優先度 A1:表 3.3.6.1 参

照) 

環境放射線をモニタリングすることにより、原型炉で発生した廃棄物処理・管

理時に環境への放射線影響が制限以下となることを確認する。これらのデータ
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取得にあたっては運転開始前の計測データも必要であるため、原型炉建設開始

前から計測を開始する。また、制限以下となることを確認するだけでなく、放射

線防護の観点から放射性廃棄物処分・管理エリアでの計画値と実測値との比較

分析も実施する。その結果両者の差異が大きい場合には原因を明らかにし、その

後の運転および実用炉に向けた見通しを得ることとする。 

 

４）中項目②−4 従事者被ばく管理(優先度 A1:表 3.3.6.1 参照) 

放射性廃棄物処分・管理エリアでの運用および保守時の従事者被ばくの実績

を取得する。これに関しても計画値と実績値との比較分析を行い、両者の差異が

大きい場合にはその原因を明らかにする(A1)。時期についても同様にバックデ

ータとして Cold 運転開始前から取得するとともに、トリチウム処理システム起

動試験時の実績データを取得する。また、各サイクル終了時に計画値と実績値の

比較分析を実施する。 

 

５）中項目②−5 放射性物質および 放射線の管理(優先度 A2:表 3.3.6.1 参照) 

放射性廃棄物処分・管理エリアにおける放射性物質（トリチウムや W ダスト

など）の透過・漏えい量の確認を実施する。これらの実績値を計画値と比較し、

適切に管理されていることを確認する。両者の差異が大きい場合はその原因を

明らかにし、その後の運転に反映させる。基本的な実証時期については安全性で

示した放射線管理に関連する実績の取得と同様となり、実証時期は、図 3.3.6.3

となる。 

 

 

図 3.3.6.3 実証時期（廃棄物管理に関連する実績の取得） 
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（3）大項目③ 原型炉で発生する放射性廃棄物の減容化に向けた開発 

１）中項目③−1 定期保守時で交換する機器の再利用技術開発(優先度 A2:表

3.3.6.1 参照) 

核融合炉では、高レベル放射性廃棄物は発生しないが、多くの低レベル放射性

廃棄物が発生する。その量は軽水炉の数倍であり、核融合炉の社会受容性に向け

た減容化対策が必要となる。特に近年の研究において、ワンススルーで処分され

る廃棄物量は機器の再利用や増殖材・増倍材をリサイクルによって 20％まで減

容化できることが分かっている。以上のことから、実用炉での社会受容性を鑑み

機器の再利用や増殖材・増倍材のリサイクル技術は重要と考える。なお、ここで

求める技術は軽水炉においても経験が無く、原型炉において開発することが合

理的である。ここでは、定期保守時で交換する機器の再利用技術開発として以下

を挙げた。 

①中性子損傷が小さいバックプレート及びダイバータの再利用工程実証（開発） 

・放射線環境下での大型機器の保守技術（視野の確保、溶接性、検査性等） 

②トリチウム増殖材及び中性子増倍材のリサイクル工程の実証（開発） 

・放射線環境下での不純物除去技術、検査性、再加工性 

 

 これらの実施時期をまとめたものを図 3.3.6.4 に示す。 

 

 

図 3.3.6.4 実証時期（原型炉で発生する放射性廃棄物の減容化に向けた開

発） 

 

（4）廃棄物処理技術に関する原型炉以外で開発可能な技術 

原型炉以外で開発必要な補強技術及び既存技術の応用が必要なものは次のとお

りである。 

１）重要または補強技術 
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① 炉内の除染技術 

   ・炉内に滞留する Tをベーキングで回収する技術 

   ・炉内の Wダスト等を除染する技術 

② 炉内機器の除染技術 

   ・機器に吸蔵された Tを回収する技術 

   ・機器表面に付着した Wダストの除染技術 

③ 放射線環境下での炉内機器保守技術 

・高線量化での炉内機器の保守技術 

２）既存技術の応用 

  ① 廃棄体化の製作技術 

   ・軽水炉における廃棄体化技術 

  ② 廃棄物の埋設技術 

   ・軽水炉での埋設技術 

 

3.3.6.3 抽出項目の優先度、実施時期（まとめ） 

バックエンドである廃棄物処分技術についてはその特性上、基本的な技術は

原型炉運転開始前までに確立しておくことが必須であり、原型炉では実環境下

での最終確認およびデータ取得が目的となる。但し、廃棄物減容化に向けた機器

の再利用及び燃料のリサイクル技術に関しては、軽水炉でも実績が無く、原型炉

での開発が必要になると推測される。 

実環境下で最終確認が必要な項目としては、事前に策定された廃棄物管理シ

ナリオの検証と確認である。廃棄物の取扱施設であるホットセル、一次保管施

設、廃棄体化施設、再処理施設などで冷態環境で十分に検証し、その後、温態環

境での運用が開始される。また、データ取得に関しては、プラントライフを通し

て、定期保守時や廃炉時に発生する放射性廃棄物量や特性の項目、及び環境放射

線モニタリング、従事者被ばく実績、トリチウム管理実績を項目として抽出し

た。全体の優先度分類および実施時期をまとめたものを表 3.3.6.1 および表

3.3.6.2 に示す。なお、廃棄物管理シナリオは廃棄物の核特性に基づいて策定さ

れるべきであり、原型炉での運転計画がある程度決まった後に、改めて、管理シ

ナリオや廃棄物の総量を再評価する必要がある。 
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表 3.3.6.1 廃棄物処理技術実証項目の優先度分類 
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表 3.3.6.2 廃棄物処理技術運転計画 

 

 

 

関係項目

廃棄物

炉心放射線環境

サイクル

【各処理施設での廃棄物管理シナリオの工程検証】

　定期保守時に発生する放射性廃棄物管理及び処理工程確認

　　ホットセル（搬入出、除染、保管、再利用及び保守）

　　一次保管施設（搬入出及び保管）

　　廃棄体化施設（除染、切断/圧縮、梱包及び検査）

　　再処理施設（除染、保管及び再処理）

　　中間貯蔵（保管及び検査）

【[発生する廃棄物特性の実績データ取得】

定期保守時及び廃炉時に発生する廃棄物特性の実績データの検証

周辺機器準備周辺機器起動 参考文献

(Cold) (Hot) Hot Hot Hot Hot

10Cycle以降

Cold Cold Hot Hot Hot Hot Hot Hot

5 Cycle 6 Cycle 7 Cycle 8 Cycle 9 Cycle 10 Cycle建設・運転準備段階 1Cycle (試運転段階) 2Cycle（本格運転段階）3Cycle 4 Cycle

連続稼
働	
連続稼働	
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3.3.7 プラント保守技術 

プラント保守技術は、特に実用炉を見据えた原型炉の運転において、その保守

性並びに稼働率に関係する上で非常に重要となる。下記の前提条件のもと、プラ

ント保守技術の実証項目の抽出と優先度分類、実証時期策定を行った。 

 

3.3.7.1 検討の前提条件 

 大型ブランケットセグメントおよびダイバータの交換技術などの技術は、

運転開始前にフルスケールのモックアップにて各技術の要素開発と十分な

検証が終了している。 

 原型炉における実証項目および実証時期の検討は 

“プラント保守”＝“構造(プラント)健全性の確保”を主眼とする。 

 検討範囲は原型炉プラント全体としつつ、実証項目抽出は核融合炉特有か

つ重要なものを中心に検討を行う。 

 定期保守交換方法は、現在主案としている「バナナ型垂直引抜方式」(図

3.3.7.1 参照)を対象とする。 

 

 

図 3.3.7.1 仮定した原型炉での定期保守交換方法（バナナ型垂直引抜方式） 

 

3.3.7.3 実証項目の抽出と優先度及び課題 

プラント保守技術に関する原型炉における実証項目および実証時期の検討は、

“プラント保守”＝“構造(プラント)健全性の確保”を主眼とし、ITER の方式
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と比較して、技術的飛躍が大きくなる増殖ブランケット及びダイバータの定期

保守交換方法を重要項目として展開した。プラント保守技術における実証項目

の大項目は以下のとおりである。 

 

① 大型ブランケットセグメント交換技術の最終確認及び実証 

② ダイバータ交換技術の最終確認及び実証 

③ 炉内機器支持構造設計データ取得 

④ 保守機器の故障率等のデータ取得 

⑤ プラント設備の保守・状態監視技術の実証及びデータの取得 

⑥ ホットセル内保守交換技術の確認及び実証 

⑦ 稼働率向上に向けた保守交換技術の実規模試験 

 

以下に各大項目の内容(中項目)と優先度分類、実証時期を示す。 

 

（１）大項目① 大型ブランケットセグメント交換技術の最終確認(優先度 A2) 

及び実証(優先度 A1:表 3.3.7.1 参照) 

 

１）中項目①−1 原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術 

２）中項目①−2 検査不適合事象に対する補修技術 

３）中項目①−3 大型ブランケットセグメントの炉内・炉外の搬送技術 

４）中項目①−4 大型ブランケットセグメントの炉内取り外し・据付技術 

５）中項目①−5 保守機器レスキュー方法(技術) 

６）中項目①−6 放射化ダストの除去技術 

７）中項目①−7 トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術 

  

原型炉では線量率の観点からブランケット等の炉内機器につながる配管の切

断／再溶接／検査作業は完全遠隔で行う必要があり、配管寸法や作業環境に関

して ITER における配管処理作業からの技術的な飛躍がある。同技術は原型炉運

転開始前までに確立されているとしても、原型炉の実環境下においても実証す

る必要がある。更に原型炉のブランケットの保守方法は、稼働率の観点から大型

の集合体として炉内—ホットセル間を搬送する必要があり、ITER における搬送技

術からの技術的飛躍が大きい。このため炉内取り外し・据付技術と合わせて重要

と考えられる。この大項目の技術の優先度は、運転開始前にフルスケールのモッ
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クアップにて要素開発と十分な検証が完了した技術に対し、 実機の複合的な環

境(冷態)で最終確認を行う項目を分類 A2、 実機の高線量下(温態)で実証を行う

項目を分類 A1 としている。特に実機の高線量下(温態)で実証を行う項目は、原

型炉環境下での実証が必要となる。配管の切断／再溶接／検査技術では、電子機

器の耐放射線性、放射線ノイズなどの影響を受けても所定の検査作業ができる

ことの確認や、照射により材料特性が変化しても実現可能な配管切断条件、再溶

接条件の取得、作業前後の使用機器、治具類、ツールの表面汚染度データの取得、

除染方法の実証データ取得、作業時に排出される廃棄物の種類と容積、質量、放

射能などが想定される。トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術では、

作業手順における放射性物質の飛散量データ取得や使用機器等の除染方法の実

証データ取得など、実機の高線量下(温態)でのみ実証できる項目に限定してい

る。 

実証時期は、実機の複合的な環境(冷態)での最終確認は、第１サイクルの冷態

でのプラズマ運転後に放射化前のブランケットセグメント及びダイバータカセ

ットに対して、1セクター分(セグメント 5つ、カセット 3つ)で技術の確認を行

う。各 1 セットはホットセルに残し、他は再び炉内への搬入作業の技術確認に

利用し、同時並行作業が想定の場合はそれらも実証する想定である。実機高線量

下(温態)での実証は第 2 サイクル後の全ブランケットセグメントおよびダイバ

ータカセットに対して交換作業を通じて実施する。 

 

（２）大項目② ダイバータ交換技術の最終確認(優先度 A2) 

及び実証(優先度 A1:表 3.3.7.1 参照) 

１）中項目②−1 原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術 

２）中項目②−2 検査不適合事象に対する補修技術 

３）中項目②−3 ダイバータカセットの炉内・炉外の搬送技術 

４）中項目②−4 ダイバータカセットの炉内取り外し・据付技術 

５）中項目②−5 保守機器レスキュー方法(技術) 

６）中項目②−6 放射化ダストの除去技術 

７）中項目②−7 トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術 

  

ダイバータの交換技術に関しても、実証項目および分類、実証時期の考え方は

前項①大型ブランケットセグメント交換技術の最終確認及び実証と同じである。

運転開始前にフルスケールのモックアップにて要素開発と十分な検証が完了し
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た技術に対し、 実機の複合的な環境(冷態)で最終確認を行う項目を分類 A2、 実

機高線量下(温態)で実証を行う項目を分類 A1 とした。ダイバータ交換において

は、特にタングステンなどのプラズマ対向材のスパッタリングによる放射化ダ

ストの除去技術が重要であり、原型炉におけるダスト量や除去作業環境から保

守時間の算定に影響すると考えられる。 

 

（３）大項目③ 炉内機器支持構造設計データ取得(優先度 A2:表 3.3.7.1 参照) 

１）中項目③−1 締結技術 

原型炉においては ITER などの既存装置とは異なる電磁力、放射線環境での運

転となり、構造(プラント)健全性の確保の観点から、再溶接性、絶縁コーティン

グ、摺動コーティングなどの炉内機器支持構造設計データ取得も重要となり、同

データは原型炉の運転の基盤となる。そのため、優先度は A2 に分類し、原型炉

運転中に継続的にデータを取得する。 

 

（４）大項目④ 保守機器の故障率等のデータ取得(優先度 B1:表 3.3.7.1 参照) 

１）中項目④−1 遠隔保守機器の故障率データの取得 

２）中項目④−2 保守作業時間のデータ取得 

３）中項目④−3 保守作業時の作業環境データ取得 

４）中項目④−4 保守間隔延伸のためのデータ取得 

   

原型炉では保守交換方式、作業環境もITERと異なると想定される。そのため、

原型炉の保守作業における故障率等のデータは実用炉を見据えた際に、非常に

重要となる。更に作業時間データや作業環境データは保守工程の最適化、保守間

隔の延伸、保守時間の短縮など稼働率の向上につながり、原型炉(実機)でなけれ

ば取得できない重要なデータである。そのため、優先度は B1 に分類し、原型炉

の保守時は常にデータを取得する想定である。 

 

（５）大項目⑤ プラント設備の保守・状態監視技術の実証(優先度 B2) 

及びデータの取得(優先度 B1:表 3.3.7.1 参照) 

 

中項目(保守･状態監視の主な対象設備) 

１） 中項目⑤−1 一次あるいは二次冷却系(トリチウム、ACP、放射化水内包) 

２） 中項目⑤−2 真空容器内機器 
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３） 中項目⑤−3 真空容器(重力支持脚含む) 

４） 中項目⑤−4 遮蔽体 

５） 中項目⑤−5 超伝導コイル 

６） 中項目⑤−6 排気ポンプ、計測器、プラズマ加熱機器 

７） 中項目⑤−7 燃料ガス注入設備（トリチウムプラント含む） 

８） 中項目⑤−8 ペレット入射設備 

９） 中項目⑤−9 真空排気設備 

１０）中項目⑤−10 安全系設備 

１１）中項目⑤−11 プラズマ計測設備 

    

構造(プラント)健全性の確保の観点から、プラント設備の保守・状態監視技術

は必須である。プラント設備では監視すべき機器は多数あるが、特に核融合炉固

有の機器を中心に抽出した。状態監視すべきデータとしては、真空容器や超伝導

コイルの変形量など、特に炉の安全性(バウンダリの確保)に関わるデータの監

視が重要である。同技術の最終的な実証を実機で行い(優先度分類 B2)、実機高

線量下(温態)で、超伝導コイルの NBI ポートに近いコイルの中性子照射劣化デ

ータ、 NBI の中性子照射によるイオン源への絶縁劣化影響、放射化影響、プラ

ズマ計測設備の中性子照射劣化データなどのデータを運転時に取得する(優先

度分類 B1)。 

  

（６）大項目⑥ ホットセル内保守交換技術の確認及び実証(優先度 B2:表

3.3.7.1 参照) 

１）中項目⑥−1 ホットセル内搬送技術 

２）中項目⑥−2 ホットセル内格納･保管技術 

３）中項目⑥−3 放射化したブランケットモジュールの取外し・据付け技術 

４）中項目⑥−4 放射化したダイバータターゲットの取外し・据付け技術 

５）中項目⑥−5 トリチウム焼きだし及び放射化ダストの処理技術 

６）中項目⑥−6 ブランケット／ダイバータの健全性評価技術 

７）中項目⑥−7 作業環境管理技術 

原型炉におけるブランケット／ダイバータの定期保守方法では、大型の集合

体としてホットセル内に搬送され、放射化した機器を取り外す作業を開始する

まではホットセル内で格納･保管する。また、DT 運転後の機器はトリチウムの焼

きだし及び放射化ダストの処理が必要である。更にホットセルでは再利用する
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機器(バックプレートやダイバータカセットを想定)に、新規のブランケットモ

ジュールやダイバータターゲットを据え付けるため、各機器の健全性評価技術

も必要である。これらはブランケットセグメント交換技術と同様に、冷態環境で

ホットセルに搬入された機器に対して最終確認し、 温態環境でホットセルに搬

入された機器に対して実証する(優先度分類 B2)。 

実証時期は、ホットセル内保守交換技術の確認は、第 1 サイクルの冷態での

プラズマ運転後に放射化前のブランケットセグメント及びダイバータカセット

の 1 セクター分(セグメント 5 つ、カセット 3 つ)のうち、搬送技術の確認を行

った 各 1つずつに対して行い、技術の実証は、第 2サイクル後の全ブランケッ

トセグメントおよびダイバータカセットに対する交換作業時に行う。ホットセ

ルの技術の確認および実証は、炉の運転と並行して行う。 

 

（７）大項目⑦ 稼働率向上に向けた保守交換技術の実規模試験(優先度 B2:表

3.3.7.1 参照) 

１）中項目⑦−1 高効率な保守作業の運用 

２）中項目⑦−2 配管接続方法など主要遠隔保守技術の先進方法の試験運用 

  

原型炉では実用炉を見据えた稼働率向上のための保守交換技術の実規模試験

も重要となる。作業時間データや作業環境データ取得に基づく高効率な保守作

業の運用や原型炉運転段階に新たに開発された配管接続方法など主要保守技術

の先進方法の試験運用も実施項目になる。実規模試験は、運転計画の後期サイク

ルで実施する。 

 

実施時期の概要を図 3.3.7.2 に示す。交換技術の最終確認は機器が放射化す

る前の第 1 サイクル(冷態環境下)のブランケットセグメントおよびダイバータ

に対して、1セクター分(セグメント 5つ、カセット 3つ)で行い、各 1つずつは

ホットセルに残しホットセル内保守交換技術の確認用とし、他は再び炉内への

搬入作業の技術確認に利用する。交換技術の実証は DT 運転後の放射化した機器

を対象に、ホット環境下で全ブランケットセグメントおよびダイバータカセッ

トに対して交換作業で行う。組立時にも保守機器を用いることが合理的である

が、運転前と運転後では加熱による熱影響等の違いがあるため、その観点から組

立時とは別に冷態状態での運転後の保守試験も実施する。保守交換にかかる期

間は概算であり、各サイクル間のプラント停止期間が運転期間や稼動率を算定
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する上で重要となる。トリチウム除去に要する期間を含む炉内冷却期間の評価、

ダストの飛散防止のためのクリーニングに要する時間を含むブランケット･ダ

イバータの交換期間の評価がと合せて、具体化が必要となる。 

 

図 3.3.7.2 実施時期の概要（プラント保守） 

 

（7）運転開始前の要素試験・開発項目 

実証項目の抽出に際し、本運転計画 WG での検討の範疇(重要度分類の A1,A2, 

B1, B2)外であり、本検討の前提条件外(運転開始前にフルスケールのモックア

ップにて各技術の要素開発と十分な検証が完了している)であるが、運転開始前

までに実証すべき要素試験･開発項目を以下に整理した。ITER やフルスケールの

モックアップ等における各技術の要素開発と十分な検証、作業員の遠隔保守作

業の訓練等が必須である。このため原型炉の運転開始前までにこれらの技術開

発が完了するよう R&D を計画的に進める必要がある。 

 

大項目（１） 大型ブランケットセグメント交換技術(ダイバータも同様)(優先

度 A3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

①原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術 

 －遠隔保守作業手順（使用機器、使用治具、作業信頼性）の確立 

 －切断条件（カッター回転速度、他） 

 －溶接条件（電流電圧、溶接速度、許容目違い） 

 －作業時に排出される廃棄物の種類と体積、質量 
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②大型ブランケットセグメントの炉内・炉外の搬送技術 

 －遠隔保守作業手順（使用機器、使用治具、作業信頼性）の確立 

 －搬送中のブランケットセグメントの軌跡 

  (保守ポートや搬送のための回廊とのクリアランス設定のため) 

③大型ブランケットセグメントの炉内取り外し・据付技術 

 －遠隔保守作業手順（使用機器、使用治具、作業信頼性）の確立 

 －セグメントの設置精度 

④保守機器レスキュー方法(技術) 

 －様々な故障モードの抽出 

 －各故障モードに対する遠隔保守作業手順（使用機器、使用治具、作業信頼性）

の確立 

⑤トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術 

 －候補となる何種類かの作業手順を検討 

 －検討した作業手順の作業性を試験により確認  

 

大項目（２） 耐放射線機器開発(優先度 A3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

①保守機器部品 

 －ドライ潤滑、電気絶縁材料、視覚/力覚センサー、シール材 

  

大項目（３） 大型大容量機械要素技術(優先度 A3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

①減速機、直線ガイド、ボールスクリュー 

②アクチュエータ（AC サーボモータなど） 

   

大項目（４） ロボット制御技術(優先度 A3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

①ヒューマンマシンインターフェース技術 

 -運転管理/計画 

 -バーチャルリアリティ技術（運転シミュミュレーション、故障時の対応含む） 

 -遠隔操作、Viewing 

 -故障、トラブル対応 AI 技術 

②下位制御技術（運動/力制御） 
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大項目（５） ホットセル内保守交換技術(優先度 B3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

①要素試験、モックアップ試験を通した遠隔保守技術の確立 

  

大項目（６） プラント設備の保守・状態監視技術(優先度 B3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

①プラズマ加熱機器 

 -NBI（特に遠隔保守が必要になるイオン源の保守、交換技術）運転管理/計画 

② プラントの点検/保守・補修/管理技術 

③状態監視技術 

④炉内機器の健全性評価技術 

  

大項目（７） 稼働率向上に向けた保守交換技術の試験(優先度 B3:表 3.3.7.1

参照) 

中項目 

①要素試験を通した遠隔保守作業の実現性確認 

  

大項目（８） 維持規格など規格基準策定のための技術(優先度 B3:表 3.3.7.1

参照) 

中項目 

① 溶接検査技術 

   ② 溶接前後施行検査技術など 

  

大項目（９） 除染技術(優先度 B3:表 3.3.7.1 参照) 

中項目 

 ①保守機器に付着した放射化ダストの除染 

  

3.3.7.3 抽出項目の優先度、実施時期（まとめ） 

抽出した実証項目(大項目)の優先度分類を表 3.3.7.1 に示す。また、抽出し

た実証項目の内、優先度分類 A、B、1、2に分類された項目を運転サイクルに反

映させた実証時期を表 3.3.7.2 に示す。 

プラント保守技術の実証項目および実証時期の検討は“プラント保守”＝“構
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造(プラント)健全性の確保”を主眼とし、項目抽出は核融合炉固有で重要なも

のを中心に検討を行った。ITER からの方式･技術的飛躍が大きくなる増殖ブラン

ケット及びダイバータの定期保守交換方法は、現在主案としている「バナナ型垂

直引抜方式」を対象とし、配管処理や搬送方法など同方式における重要項目を中

心に抽出した。 

実証項目の優先度分類に際し、大型ブランケットセグメント及びダイバータ

の交換技術などの技術は、運転開始前にフルスケールのモックアップにて各技

術の要素開発と十分な検証が完了している前提で、実機の複合的な環境(冷態)

で技術の最終確認を行い、実機の高線量下(温態)で技術の最終的な実証を行う

想定である。 

プラント保守技術として、ITER からの方式･技術的飛躍が大きい増殖ブランケ

ット及びダイバータの定期保守交換技術の実証が重要な項目である。これらを

原型炉で着実に実証するためには運転開始前までのフルスケールのモックアッ

プにおける各技術の要素開発と十分な検証、作業員の遠隔保守作業の訓練等が

必須である。そのため、原型炉の運転開始前までにこれらの技術開発が完了する

よう R&D を計画的に進める必要がある。 
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表 3.3.7.1 プラント保守技術実証項目の優先度分類 

 

 

  

	 利用優先度	

1.	原型炉でなけれ

ば実証できない技術	

2.	原型炉で実証す

るのが合理的な技術	

3.	原型炉以外で開

発可能な技術	

技

術

優

先

度	

A.	

基盤技

術	

･実機･高線量下にお

ける大型ブランケッ

トセグメント交換技

術の実証	

･実機･高線量下にお

けるダイバータ交換

技術の実証	

･実機における大型

ブランケットセグメ

ント交換技術の最終

確認	

･実機におけるダイ

バータ交換技術の最

終確認	

･炉内機器支持構造

設計データ	

･大型ブランケット

セグメント交換技術	

･ダイバータ交換技

術	

･耐放射線機器開発	

･大型大容量機械要

素技術	

･ロボット制御技術	

B.	

補強が

必要な

重要技

術	

･保守機器の故障率

等のデータ取得	

･プラント設備の保

守・状態監視データ

の取得	

･ホットセル内保守

交換技術	

･プラント設備の保

守・状態監視技術の

実証	

･稼働率向上に向け

た保守交換技術の実

規模試験	

･ホットセル内保守

交換技術	

･プラント設備の保

守・状態監視技術	

･稼働率向上に向け

た保守交換技術の試

験	

･維持規格など規格

基準策定のための技

術	

･除染技術	

C.	

核融合

特有の

技術で

ない	

	 	 ･プラント設備の保

守・状態監視技術	

･地震対策技術	
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表 3.3.7.2 プラント保守運転計画 

 

 

2 3

1

5 5

5 5

1

2 3

1

3 3

3 3

1

1 1 1 1

3 4

2

6 6

6 6

2

3 4

2

4 4

4 4

2

炉運転と並行して 炉運転と並行して

炉運転と並行して 炉運転と並行して

炉運転と並行して 炉運転と並行して

炉運転と並行して 炉運転と並行して

炉運転と並行して 炉運転と並行して

炉運転と並行して 炉運転と並行して

炉運転と並行して 炉運転と並行して

配管接続方法など鍵技術の先進方法の試験運用

【稼働率向上に向けた保守交換技術の実規模試験】

高効率な保守作業の運用

プラズマ計測設備の状態監視データ取得

一次あるいは二次冷却系（トリチウム、ＡＣＰ、放射化水内包）の状態監視データ取得

真空容器内機器の状態監視データ取得

真空容器の状態監視データ取得

遮蔽体の状態監視データ取得

超伝導コイルの状態監視データ取得（特にＮＢＩポートに近いコイルの中性子照射劣化データ）

プラズマ加熱機器の状態監視データ取得

遠隔保守機器の故障率データの取得

保守作業時間のデータ取得

保守作業時の作業環境データ取得

保守間隔延伸のためのデータ取得

【プラント設備の保守・状態監視データの取得】

【保守機器の故障率等のデータ取得】

ペレット入射設備

真空排気設備

安全系設備

プラズマ計測設備

真空容器内機器

真空容器（特に変形量、変位量データ取得）

遮蔽体

超伝導コイル（特に変形量、変位量データ取得）

排気ポンプ、計測器、プラズマ加熱機器

燃料ガス注入設備（トリチウムプラント含む）

放射化したダイバータターゲットの取り外し・据え付け技術

トリチウム焼きだし及び放射化ダストの処理技術

ブランケット／ダイバータの健全性評価技術

作業環境環境管理技術

【プラント設備の保守・状態監視技術の実証】

トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術 (H)

【ホットセル内保守交換技術の確認および実証】

ホットセル内搬送技術

ホットセル内格納･保管技術

放射化したブランケットモジュールの取り外し・据え付け技術

【実機･高線量下におけるダイバータ交換技術の実証】

原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術 (H)

検査不適合事象に対する補修技術(H)

ダイバータの炉内・炉外の搬送技術 (H)

ダイバータカセットの炉内取り外し・据付技術（H）

保守機器レスキュー方法 (H)

検査不適合事象に対する補修技術(H)

大型ブランケットセグメントの炉内・炉外の搬送技術 (H)

大型ブランケットセグメントの炉内取り外し・据付技術（H）

保守機器レスキュー方法 (H)

トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術 (H)

【実機･高線量下における大型ブランケットセグメント交換技術の実証】

原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術 (H)

ダイバータカセットの炉内取り外し・据付技術（C）

保守機器レスキュー方法 (C)

トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術 (C)

【炉内機器支持構造設計データ】

締結技術（再溶接性、ボルト，絶縁コーティング、摺動コーティングなど）

保守機器レスキュー方法 (C)

トリチウム拡散及び放射化ダストの飛散防止技術©

【実機におけるダイバータ交換技術の最終確認】

原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術(C)

検査不適合事象に対する補修技術(C)

ダイバータの炉内・炉外の搬送技術(C)

【実機における大型ブランケットセグメント交換技術の最終確認】

原型炉環境での配管の切断／再溶接／検査技術	(C)

検査不適合事象に対する補修技術(C)

大型ブランケットセグメントの炉内・炉外の搬送技術 (C)

大型ブランケットセグメントの炉内取り外し・据付技術（C）

Hot Hot Hot Hot

10Cycle以降

炉心放射線環境 Cold Hot Hot Hot Hot Hot Hot

5 Cycle 6 Cycle 7 Cycle 8 Cycle 9 Cycle 10 Cycleサイクル 1Cycle (試運転段階) 2Cycle 3Cycle 4 Cycle

放射化前のブランケットセグメントおよび	
ダイバータカセット、各1つずつに対して	
技術の確認を行う。	

放射化した全ブランケットセグメントおよび	
ダイバータカセットに対して技術実証を行う。	

放射化前のブランケットセグメントおよび	
ダイバータカセットに対して、1セクター分	
(セグメント5つ、カセット3つ)で技術の確認	
を行う。	
各1つずつはホットセルに残し、他は再び	

炉内への搬入作業の技術確認に利用。	

全ブランケットセグメントおよびダイバータ	
カセットに対して交換作業を実施し、	
技術実証を行う。	
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4．まとめと今後の課題 

4.1 主な成果と課題 

技術課題ごとの分科会（炉心・プラント運転、ランケット、ダイバータ、トリ

チウム、安全、廃棄物、保守他）での分担検討の結果、以下の成果が得られた。 

① 原型炉独自の基幹技術、他分野での実績技術他の観点で重要度を設定 

② 重要度を視点に必要な実施項目を抽出 

③ 抽出項目の概略の実施時期を設定 

④ 分科会成果を全体集約して全体運転計画線表を作成。 

これらにより、WG/分科会での議論を通じて運転計画策定の課題を抽出し、原

型炉の在り方の議論の入り口ともなった。ディスラプション対応、トリチウム戦

略、出力・運転モード（パルス運転含む）、先進ブランケット対応、機器寿命・

健全性と安全・保守計画他の主要な検討課題を整理できた。 

但し、これらは重要度視点の実施項目と実施時期と課題であり、項目抽出のみ

で期間検討はまでは不十分となっている。また、必要性の議論も項目詳細が検討

できておらず、段階的に他の検討進捗に合わせて精度を上げる継続検討を行う

のが有効である。 

今回の検討では、起動時を中心とした実施項目の抽出が多く、後続のサイク

ルに向けた実施プロセス、期間検討が必要である。また、主な運転計画の課題

抽出状況は集約すると次のとおりで、山谷があるので更なる検討が望まれる。 

① 核融合炉の運転技術・・・項目抽出段階 

② プラズマ予測コードの検証・・・不十分 

③ 核融合炉の運用性（出力安定性、制御性、運転マージン）・・・項目抽

出段階 

④ 機器・設備の故障率・・・具体化未了 

⑤ プラント保守・・・項目抽出段階、期間検討未了   

⑥ 作業従事者被ばく実績・・・項目抽出段階 

⑦ 廃棄物取扱・管理技術・・・項目抽出段階 

⑧ 通常時の環境影響・・・項目抽出段階 

⑨ 実用炉への先進技術開発・・項目抽出段階（ブランケット、ダイバー

タ、材料） 

 

サブワーキングごとの技術課題ごとの主な成果と課題を次項以降に示す。ま

た、サブワーキングごとの詳細な課題の整理結果を別添表２に示す。 

 

4.1.1 炉心制御・プラント運転技術（起動・運転・停止全般） 
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第 1サイクル（試運転サイクル）は、プラズマ電流、磁場が定格に到達した

後から開始し、発電はパルス運転段階から想定。系統併入は、定常運転で実績

を積んだ後とする(第 2サイクル以降)。また、試運転段階では、初期トリチウ

ムにより炉心プラズマの調整、安定性・輸送制御技術の実証、シミュレータに

よる炉心予測･制御技術の妥当性確認等を行い、パルス運転にて発電実証を行

う。最終的には実用炉模擬運転を行い、実用炉に向けて検証する。 

実証技術項目は、放電前試験、HH 調整運転、HH パルス運転、H+He パルス運

転、DD パルス運転、DT パルス運転、DT 定常運転項目等である。 

長期間定格発電の実証、運転の監視･制御技術、後期ダイバータに向けた炉心

改良運転と運転点の最適化及び実用炉模擬運転の実証が必要となる。 

 

4.1.2 ダイバータ 

プラズマ運転の観点からは ITER 及び JT-60SA、LHD など高パワー実験装置に

おいて得られた知見、運転シナリオを基に、主として運転準備段階（第０サイク

ル）及び試運転段階（第１サイクル）において実施する内容を抽出した。定格核

融合出力での定常運転が行われる第 2 サイクル以降は、実用炉に向けて、ダイ

バータ熱負荷を最大 10MW/m2 から 5MW/m2 程度に軽減する運転シナリオを検討す

る。 

ダイバータ機器の観点からは原型炉において確立されるべき課題とITERでの

確立が期待される技術、原型炉以前に確立されるべき開発課題を抽出した。原型

炉運転初期には｢初期ダイバータ｣を設置し、ダイバータ熱負荷軽減運転シナリ

オが確立された後は｢後期ダイバータ｣を設置する。 

運転サイクル期間を決める重要な要素であるダイバータ機器寿命について、

現在までの知見から定量的な評価を試みた。｢機器寿命｣の管理のためには、機器

寿命に影響を与える損傷について、“損傷発生機構、損傷発生寿命”、“損傷許容

設計・運用”、“損傷進展経路・損傷成長速度”について、中性子照射による影響

を含めて具体化する必要がある。特に中性子照射影響は、結果が得られるまでに

時間がかかること、高速中性子の影響が大きいことから、停止している常陽炉の

早期運転再開と、材料照射実験が必要である。 

 

4.1.3 ブランケット 

①トリチウムの生産・回収技術は、燃料貯蔵系のトリチウム量が増加すること

で確認する。回収量の計測は、ガス流量等の計測データとトリチウムシミュレー
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タにより実施し、これらに必要な計測器の精度向上は原型炉建設前までの課題

とする。 

②健全性評価技術は、充填体の温度及び局所的な熱負荷集中が設計どおりと

なっていることを確認。また、運転後には取り出したブランケットの健全性確

認、検査を実施。サイクル後に取り出すブランケットは必要な最小限とし、取扱

い可能となるまでに数年単位の時間を要するのでサイクル中盤に確認し、使用

期間等の最適化を目指す。 

③発電関連技術は、核融合反応による負荷に対するブランケット応答の妥当

性確認を冷却水の入口・出口温度条件が設計どおりとなっていることで確認。ど

の箇所を計測対象とするかは、今後の検討課題とする。 

④計測技術は、原型炉ブランケットでの計測対象を継続的に検討することが

必要。ブランケット内充填体の温度、ブランケットへの表面熱負荷分布につい

て、十分な精度で計測することを実証するが、内容、方法論については、原型炉

建設前までの課題とする。 

⑤商用炉に向けた改良技術は、具体的な項目およびその時期については今後

の課題とする。必要に応じ液体金属ブランケット等の先進ブランケットに関し

ては後期サイクルで試験を実施する。稼動率向上のためのブランケット長寿命

化や高発電効率化等の観点等から、改良が必要な場合は先進ブランケットと同

様に実施。 

燃料の増殖・発電のブランケットにおける重要項目は、第１サイクルまでに実

証を完了させ、運転を継続しながら故障率データを取得するとともに、ブランケ

ット健全性の実証データをもとに使用期間の最適化を目指す。後期サイクルで

は先進ブランケット試験および、実用炉に向けたブランケット改良を実施する。 

 

4.1.4 トリチウムサイクル・取扱技術 

①燃料サイクルシステムの長期連続安定運転技術 

プラズマ・真空容器、増殖ブランケットを除く燃料サイクルシステムは、原型炉

の試験運転開始前に実証され、外部から導入したトリチウムで運転実証する必

要がある。運転実証済みの燃料サイクルシステムにプラズマ・真空容器、次いで

増殖ブランケットを連結し、これらを含む燃料系の自立自給の運転技術を実証

する。 

②トリチウム回収利用技術 

気相・液相への透過・漏洩トリチウムを連続的に回収して、燃料として利用する
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一連のプロセスを長期間連続して運転する技術を実証する。原型炉では、トリチ

ウムの回収再利用が不可避であり、これを実証することは原型炉の大きな役割

である。 

③トリチウムバランス測定・評価・管理制御技術 

トリチウムバランスの管理制御を支援するトリチウムシミュレータは、原型炉

以前の段階で構築し、トリチウム挙動予測を行った上で試運転に入る必要があ

る。燃料サイクルが定常に達するまでの時間とトリチウム量を評価し、十分なト

リチウム量が調達できる見通しを得る必要がある。 

④燃料サイクル構成機器の健全性評価・保守技術 

構造健全性評価や性能確認に基づく計画的な保守時、予期せぬ不具合の発生に

伴う緊急的な保守時のシナリオを各トリチウム取扱機器について検討し、雰囲

気へのトリチウム漏洩や作業者の被ばく量を最小限に抑えつつ、安全かつ効率

的に保守する技術を実証する。 

 

4.1.5 安全技術 

原型炉の安全性指針が現在検討中であるため、暫定的にこれまでの安全性検討

で得られている安全システム・機器を対象に実証項目を抽出した。 

① 放射性物質に関連する管理実績の取得 

環境放射線のモニタリングや従事者被爆実績、放射性物質及び放射線管理に関

する実績データを取得し、実測データを計画値と比較し、計画どおりの管理がで

きることを実証する。 

② 実環境での安全系機能の最終確認 

安全系機能を原型炉の実環境下で最終確認する。放射性物質の閉じ込め障壁と

なる真空容器や 1 次冷却系、トリチウム回収系の機器・システムの機能を確認

する。ディスラプションについては緩和系の動作確認とともにディスラプショ

ンの発生確率に関するデータを取得する。 

基本的な技術は運転開始前までに確立しておくことが必須であり、原型炉では

実環境下での最終確認及びデータ取得が実証項目となるが、ディスラプション

以外の崩壊熱などのハザードに対しての安全性機能確認項目は、今後、更に具体

化する必要がある。 

 

4.1.6 廃棄物処理技術 

① 実環境下の管理シナリオの検証と処分工程の確認 
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DD/DT 運転開始前に原型炉で発生する放射性廃棄物を適切に管理し、廃棄体に至

るまでの処分工程を冷態環境で検証・確認する。その後は、実際に放射化した機

器を事前に策定し、検証した管理シナリオに沿って処分を進め、実績データを取

得する。 

② 原型炉で発生する放射性廃棄物管理に関連する実績データの取得 

定期保守時及び廃炉時に発生する廃棄物特性の実績データの取得し、実用炉に

おける廃棄物管理に資する。これらのデータ取得にあたっては運転開始前の計

測データも必要であるため、原型炉建設開始前から計測を開始する必要がある。 

③ 原型炉で発生する放射性廃棄物の減容化に向けた開発 

核融合炉では高レベル放射性廃棄物は発生しないが、多くの低レベル放射性廃

棄物が発生する。定期保守時で交換する機器の再利用技術は、中性子損傷が小さ

いバックプレート及びダイバータの再利用工程実証、トリチウム増殖材及び中

性子増倍材のリサイクル工程の実証である。 

 

4.1.7 プラント保守技術 

① 大型ブランケットセグメント交換技術の最終確認及び実証 

運転開始前にフルスケールのモックアップにて要素開発と十分な検証が完了し

た技術に対し、実機の複合的な環境(冷態)で最終確認を行う及び実機高線量下

(温態)で実証を行う項目を抽出した。 

② ダイバータ交換技術の最終確認及び実証 

③ 炉内機器支持構造設計データ取得 

④ 保守機器の故障率等のデータ取得 

⑤プラント設備の保守・状態監視技術の実証及びデータの取得 

⑥ホットセル内保守交換技術の確認及び実証 

⑦稼働率向上に向けた保守交換技術の実規模試験 

 

4.2 今後の運転計画 WG の進め方 

これまでの WG 成果の纏めと分科会ごとの技術課題の分析を行なった結果は、

次のとおりである。 

① 運転計画は本来概念設計が固まり、主要機器設備、プロセスが形作ら

れた上で計画するのが有効であるが、現状では必要な条件が揃ってい

る訳ではない。 

② 具体的なイメージとして議論のたたき台が存在していないので、 
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今回の全体統合計画表をたたき台として、具体的な協議、検討を重ねて 

形づくるのが有効。 

③ このため、課題を具体化し、出来るものから運転計画として反映し、

段階的な作業により精緻化及び集大成化する。 

④ 一度作ったものは固定するのでなく、課題を中心とする進捗状況を適

宜、反映して改訂していくのが有効。 

 

上記を踏まえ、主要な課題を具体化しながら次のアクションに繋げるために、

どこまで明確になっているかも見える化しする必要がある。C&R までに段階的か

つ継続的な検討をそれぞれの成果と活動状況を分析した上で目的にかなった活

動計画をたてて行うことが望まれる。 

 

今回の成果から、次のように焦点を絞って展開するのが有効である。 

① 起動シーケンス、定格運転までに集中した検討となり、第２サイクル以降

の計画が不十分。一般の軽水炉等と比較した場合，第１サイクル起動工程

が長い（３年超）結果となっているため、必要に応じて期間の短縮、適正

化が望まれる。 

② 原型炉固有を中心とした重要項目（含む実験要素）を優先度高として具体

化検討を実施。 

③ 検討不十分箇所（トリチウム戦略、出力・運転モードの具体化他）で重要

な項目に焦点化した検討。 

④ 早期具体化が必要な課題を中心に検討。 

ディスラプション対応、先進ブランケット対応、パルス運転対応、訓練期

間、廃炉に向けた技術、環境対策（トリチウム、放射性ダスト）、機器・設

備の寿命評価 

 

分科会ごとの技術課題の主な検討項目は次のとおりである。 

①炉心制御・プラント運転技術 

   ・ITER、60SA 計画反映 

   ・試運転サイクルの最小化、運転員トレーニングの考慮 

   ・パルス運転等の運転シナリオの具体化 

   ・計測制御技術の具体化     

②ダイバータ 
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    ・後期ダイバータの導入時期 

   ・ダイバータの健全性確認方法、供用期間の具体化  

   ・試運転サイクルの実証項目の適正化（期間短縮）     

③ブランケット 

   ・トリチウム増殖計量法含む計測項目・方法の検討 

   ・ブランケット供用期間の具体化 

   ・先進ブランケット計画  

   ・計測制御技術に具体化 

・材料技術の検討   

④トリチウムサイクル・取扱技術 

   ・トリチウムシミュレータの開発計画（含む増殖トリチウム 

   量評価） 

   ・トリチウム保守（機器滞留・クリーニング）の検討  

⑤安全技術 

   ・放射性物質の安全管理計画（従事者被ばく） 

   ・環境放射線モニタリング計画 

   ・ディスラプション安全対策の具体化       

⑥廃棄物処理技術 

   ・廃棄シナリオの実証計画 

   ・廃炉計画の盛り込み   

⑦保守技術 

   ・トレーニング、保守期間の策定 

   ・トリチウム除去、除染期間の検討   

                                                                                       

 

 

 

参考文献 

[1] 核融合原型炉開発のための技術基盤構築の中核的役割を担うチーム報告、

核融合原型炉開発のための技術基盤構築の中核的役割を担うチーム（2014

年 9 月） 

http://www.fusion.qst.go.jp/reading5/houkoku/goudoukoa.html 

[2] 核融合原型炉開発のための技術基盤構築の中核的役割を担うチーム報告 - 

http://www.fusion.qst.go.jp/reading5/houkoku/goudoukoa.html


 103 

原型炉技術基盤構築チャート -、核融合原型炉開発のための技術基盤構築

の中核的役割を担うチーム、（2015 年 1 月） 

http://www.fusion.qst.go.jp/reading5/houkoku/goudoukoa.html 

[3] 文部科学省核融合科学技術委員会，「核融合原型炉研究開発の推進に向け

て」，平成 29 年 12 月 18 日 

[4] Y.Sakamoto et al., “DEMO Concept Development and Assessment of 

Relevant Technologies”, FIP/3-4Rb, IAEA Fusion Energy Conf. 

St.Petersburg, 2014 

[5] J.M. Steichen, J. Nucl. Mater., 61 (1976) 13-19. 

[6] R.C. Rau, J. Moteff, R.L. Ladd, J, Nucl. Mater., 24 (1967) 164-173. 

[7] I.V. Gorynin, V.A. Ignatov, V.V. Rybin, S.A. Favritsiev, V.A. Kazakov, 

V.P. Chakin, V.A. Tskanov, V.R. Barabash, Y.G. Prokofyev, J. Nucl. 

Mater., 191-194 (1992) 421-425. 

[8] M. Fujitsuka, B. Tsuchiya, I. Mutoh, T. Tanabe, T. Shikama, J. Nucl. 

Mater., 283-287 (2000) 1148-1151. 

[9] M. Fukuda, N.A.P. Kiran Kumar, T. Koyanagi, L.M. Garrison, L.L. 

Snead, Y. Katoh, A. Hasegawa, J. Nucl. Mater., 479 (2016) 249-254. 

 

  

http://www.fusion.qst.go.jp/reading5/houkoku/goudoukoa.html


 104 

添付資料 

 

別添１ 

全体運転計画第 1次案 
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別添表 1 全体運転計画第 1次案 

 

関係項目 ITER 期間 実験内容 周辺機器準備周辺機器起動 参考文献

国際協力に
関する項目

要研究項目：◎ (Cold) (Hot)

トリチウム

Hot

10Cycle以降

炉心放射線環境 Cold Cold Hot Hot Hot Hot Hot Hot

5 Cycle 6 Cycle 7 Cycle 8 Cycle 9 Cycle 10 Cycleサイクル 建設・運転準備段階 1Cycle (試運転段階) 2Cycle（本格運転段階） 3Cycle

【原型炉燃料サイクル試運転】

トリチウムシステム 試運転

Hot Hot

4 Cycle

Hot

トリチウム

【原型炉燃料サイクル本格運転】

トリチウムシステム本格運転開始

(1)コミッショニング運転 実施

放電調整運転・計測機器調整

トリチウム

84

炉心・プラント

放電前試験に対する燃料サイクルシステム 運転実証

【H調整放電】

H調整放電による定格電流・磁場到達

ダイバータ ダイバータ配位形成

トリチウム

炉心・プラント

【Hパルス実験】

Hパルス放電実験

H調整放電に対する燃料サイクルシステム 運転実証

ダイバータ 12ダイバータ熱負荷軽減 実証と運転シナリオ 確立

ダイバータ
8

真空解放炉内状態確認

トリチウム

プラント保守

炉心・プラント

Hパルス実験に対する燃料サイクルシステム 運転実証

実機におけるブランケット/ダイバータセグメント交換技術 最終確認  

【H＋Heパルス放電】

H+He放電によるH-mode放電 実証

トリチウム

16

炉心・プラント

【DDパルス放電】

DDパルスによるH-mode他各種放電特性 検証とシミュレータ 確立

H+Heパルス実験に対する燃料サイクルシステム 運転実証

ダイバータ 2

炉心・プラント 2

ダイバータ配位形成とダイバータ排気粒子制御 確率

中性子発生量予測確認試験

トリチウム

トリチウム

炉心・プラント

【DTパルス運転】

DTパルス放電におけるH-mode他各種放電特性 検証

DD放電に対する燃料サイクルシステム 運転実証

DD生成トリチウム 回収

ブランケット

ブランケット

ブランケット

ダイバータ
2

（消費量以上 トリチウム燃料生産実証）
パージガス 流動確認、充填体 健全性確認

（原型炉環境におけるブランケット計測設計 妥当性確認）
筐体内部温度計測確認

（原型炉環境で ブランケット設計手法 妥当性確認）
供用中 筐体内部温度確認

ダイバータ運転シナリオと排気・粒子制御 確立

炉心・プラント
#

核融合出力上昇試験（立上げ、定常維持、停止）

炉心・プラント
4

#

トリチウム

トリチウム

炉心・プラント

DTパルス運転に対する燃料サイクルシステム 運転実証

増殖ブランケットから燃料サイクルへ トリチウムパルス導入

【DT定常運転】

DT定常放電におけるH-mode他各種放電特性 検証とシミュレータ 確立

長パルスDT運転による定格発電実証試験（数時間オーダ）

炉心・プラント 16完全非誘導電流駆動運転（立上げ、定常維持、停止） 達成

炉心・プラント
#

ブランケット

トリチウム

トリチウム

プラント保守

炉心・プラント ◎
24

ブランケット

ブランケット

ブランケット

ブランケット ◎

DT定常運転による定格出力運転実証

（原型炉環境で ブランケット設計手法 妥当性確認）
筐体取り出し

DT定常運転に対する燃料サイクルシステム 運転実証

増殖ブランケットから燃料サイクルへ トリチウム定常導入

実機･高線量下におけるブランケット/ダイバータ交換技術 実証

（原型炉環境におけるブランケット計測設計 妥当性確認）
筐体内部 温度計測確認

（原型炉環境で ブランケット設計手法 妥当性確認）
筐体取り出し

試運転サイクル後に取り出した筐体・材料・充填材 試験

2)長期間定格発電 実証

【定常運転 長期化】

完全非誘導電流駆動運転 段階的長期化（月オーダ⇒年オーダ）

（消費量以上 トリチウム燃料生産実証）
トリチウムバランス 確認および定常運転維持 確認

ブランケット ◎本格運転サイクル後に取り出した筐体・材料・充填材 試験

ブランケット ◎

ブランケット ◎

ブランケット

トリチウム

トリチウム

トリチウム トリチウム回収利用長期連続運転技術

トリチウム トリチウムバランス測定・評価・管理制御技術 ◎

炉心・プラント ◎
24

ブランケット故障率データ取得

DT定常運転に対する燃料サイクルシステム 長期連続安定運転実証

増殖ブランケットから燃料サイクルへ トリチウム長期定常導入

【長期運転 監視･制御技術】

出力/粒子バランス制御/He排気/不純物割合等 監視・制御 実証

（原型炉環境で ブランケット設計手法 高度化）
試運転サイクル 結果を反映したコーティング厚さで ブランケット供用期間

最適化運転

（原型炉環境で ブランケット設計手法 高度化）
本格運転サイクル 結果を反映したコーティング厚さで ブランケット供用期
間 最適化運転

トリチウム

トリチウム

プラント保守

プラント保守

安全性

安全性

廃棄物

炉心・プラント ◎

炉心・プラント ◎ 24

4)実用化に向けた運転実証

【実用炉模擬手法 検討】

原型炉で 模擬手法(高性能化・部分負荷運転等) 設定

安全機器 動作確認

各処理施設で 廃棄物管理シナリオ 工程検証

3)性能向上運転 実施

【性能向上運転 開発】

高性能ダイバータに向けた高放射損失化､高ベータ化
段階的な不純物割合増加と運転領域・出力制御手法 確認

原型炉トリチウム取扱機器 保守技術

原型炉トリチウム取扱機器故障率データ 取得

ホットセル内保守交換技術 確認および実証

プラント設備保守状態/保守機器 故障率 データ取得

環境放射線・被 く管理

炉心・プラント ◎ #

【実用炉模擬運転 実証】

実用炉模擬運転 実証と運転期間 段階的長期化

トリチウム・燃料サイク
ルシステム 起動試験	

炉壁・計測機器等調整
試験	

H調整放電による定格
電流・定格磁場実証	

Hパルス放電実験	

H+He放電による
H-mode実証	

DDパルス放電実験	

DTパルス放電実験と発
電実証	

DT定常運転実証と定常
発電実証	

故障率データ取得	

実用化に向けた運転実証	

試運転サイクル（１サイクル）
におけるブランケット試験	

本格運転（2サイクル）にお
けるブランケット試験	

実証時期(運転サイクル)に関する主要な合意事項	
	

〇各要素技術について 、原型炉でしか開発できない項目を
除いて、ITER等を通して基本的に 開発済みと仮定	
	
〇原型炉で 基本的に ITER等で 開発済み 技術を実証す
ることを主目的とするが、商用炉にむけた観点から実験的項目
を入れることも可能とする	
	
〇各運転サイクル 、実証内容に応じてそれぞれ 運転期間
を定義する	
	
〇第1サイクル（試運転サイクル） ，プラズマ電流，磁場が定
格に到達した後から開始と定める	
	
〇本格運転段階まで 、初期装荷トリチウム 確保されている
と仮定	
	
〇発電 パルス運転段階から想定する 	
	
〇系統併入 ，定常運転で実績を積んだ後からとする（第2サ
イクル以降）	
	
〇部分負荷運転 主要項目から除く	
	
〇プラズマ運転に関するダイバータ実証項目 基本的に試運
転サイクルにて完了．本格運転後 機器 健全性等 実証を
主眼	
	
〇ダイバータ試験体 冷却構造 複雑化から挿入 考えない
とする	
	

試運転サイクル（１サイクル）に
おけるブランケット試験 反映	

本格運転（2サイクル）における
ブランケット試験 反映	

トリチウムシステム保守	

定格発電運転 段階的長期
化・長期間安定制御技術	

性能向上運転（高不純物放射・高ベータ等） 開発	
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別添表 2 技術課題（分科会ごと）の全体纏め表(1/3) 

 

項目 第1期WGの成果 課題(または指摘事項)
課題分析(1)

なぜ第1期WGで課題として残ったのか
課題分析(2)

課題の解決のために何をすべきか

課題分析(3)
(1)のアクションに要する作業量

大規模：1年以上
中規模:半年程度

小規模：1,2ヶ月程度

第2期WGに向けて
（作業量等を考慮した上で、第2期WGで実施すべき

か否かなど）

得られた結果は何に反映されるか
（得られた結果の活用先）

運転シナリオの概要を検討
試運転サイクルが長いため、必要最小限にするた
めの検討が必要

各運転項目の必要性・必要期間の詳細
検討ができなかった

・運転項目に必要性・優先度の評
価
各運転項目の必要運転期間の評価

・ITER	実験計画/JT-60SA実験計
画のレビュー
・実験項目の優先度分類
・軽水炉プラント起動手順のレ
ビュー
・運転項目の優先度分類・必要運
転期間の評価
・ベンチマーク(主要項目につい
て詳細解)
・安全性については、ディスラプ
ション回避について詳細化といっ
た項目を絞る

・JT-60SA実験計画レビュー：中
・ITER実験計画(公開後)のレ
ビュー：中
・軽水炉起動試験のレビュー：小
・原型炉への適用検討：小
・運転項目の優先度分類：小
・運転項目の必要運転期間の評
価：小

・各実験計画のレビュー→運転計画ＷＧ継続案件
[重要項目]
・試運転段階での運転期間詳細評価と重要度分類に適用

運転期間，パルス数の暫定評価を実施 具体的な運転シナリオの検討が必要（フェーズご
との出力・パルス幅など）

具体的な運転シナリオが無いため

主要な運転シナリオ作成
・パルス運転シナリオの策定
・出力上昇運転の制御シナリオ策
定
・定常運転移行シナリオの策定
・定常運転シナリオの策定

・炉心プラズマ輸送コード/ダイ
バータコードによる解析に基づく
各運転シナリオの検討

・炉心プラズマ輸送コード/ダイ
バータコードによる解析に基づく
各運転シナリオの検討：大（定常
運転シナリオ：中，パルス運転シ
ナリオ：中，出力上昇シナリオ：
大，定常運転移行シナリオ：大）

特別チーム内(主担当：物理設計Gr)で実施→運転
計画ＷＧ範囲外

[最重要項目]
単パルス運転時間の詳細化，定常運転時間の詳細化，出力上
昇に必要な実施項目・必要時間の明確化，定常運転移行に必
要な実施項目・必要時間の明確化

トリチウムシミュレータが必要な主要課題のリス
トアップ

本格運転段階までのトリチウム確保シナリオの検
討が必要

初期装荷トリチウム確保手法/初期装荷
トリチウム必要量の不明確

・解析コードの開発とモデルの構
築
・モデル構築に必要なトリチウム
関連物性値の最新データの収集

・シミュレータ構築の枠組み・体
制の明確化
・実験データのデータベース化と
取得すべきデータの検討計画立案
と担当の明確化

・シミュレータコードの主要部分
構築：大
・データベースの整備：大
・データ取得：大

・コード開発は特別チーム内（主担当：システム
設計Gr）で実施
・データベース構築・データ取得項目明確化はト
リチウム小委員会にて実施→運転計画ＷＧの範囲
外

[最重要項目]
・初期装荷トリチウムと試運転期間との関係の明確化
・保守期間を考慮したトリチウムインベントリ上限評価と運
転期間の関係性
・原型炉における次期核融合炉用燃料増殖時間算出

運転シナリオの概要を検討 運転員の訓練に関する期間を考慮する必要がある 訓練内容・必要時間が不明

運転員訓練の詳細を調査

既存の発電所における運開時運転
員訓練計画を調査

・訓練計画調査：大(業者発注？) 次回以降運転計画ＷＧ（発注案件？）
[後回し項目]
運転計画内の運転員訓練期間追加に適用

運転シナリオの概要を検討
本当に必要な運転フェーズが何であるかを検討す
る必要がある（H-H,D-Dなどで必要不可欠なものが
何であるかを検討）

・H-H，He-D，D-D，D-T各放電における
目的の詳細化，目的に対する実験実施
項目の詳細化、プラント試運転項目の
詳細化ならびに、必要となる試験期間
の評価

・H-H，He-D，D-D，D-T各放電に
おける目的の詳細化，目的に対す
る実験実施項目の詳細化、プラン
ト試運転項目の詳細化

・ITER	実験計画/JT-60SA実験計
画のレビュー
・実験項目の優先度分類
・軽水炉プラント起動手順のレ
ビュー

・JT-60SA実験計画レビュー：中
・ITER実験計画(公開後)のレ
ビュー：中
・軽水炉起動試験のレビュー：小
・原型炉への適用検討：小

・各実験計画のレビュー→運転計画ＷＧ継続案件
[重要項目]
・試運転段階での運転期間詳細評価に適用

運転シナリオの概要を検討 発電前の段階での廃熱システムの検討が必要 パルス運転時の運転方法の詳細化

・パルス運転時の熱バランスの評
価
・冷却系統のシステム設計

・パルス運転手順の詳細化
・廃熱量に対応する冷却系統シス
テムの提案

・パルス運転手順の詳細化：小
・廃熱量に応じた冷却系統システ
ムの提案：大

・パルス運転手順の詳細化→特別チーム内(主担
当：物理設計Gr）
・廃熱量に応じた冷却系統システムの提案→プラ
ントメーカ発注→運転計画ＷＧ範囲外

[重要項目：次段階移行]
・プラント機器試運転項目・期間の評価に適用

改良ダイバータ用の不純物放射割合増加に向けた
炉心運転の必要性の指摘 改良ダイバータの導入時期の検討が必要

改良ダイバータ(プラズマ・機器)の具
体像が無い

・改良ダイバータの具体化

・改良ダイバータの機器性能目標
設定
・ダイバータプラズマデタッチ解
析
・不純物添加の炉心への影響解析
・改良ダイバータ機器の熱・機
械・核特性解析

・ダイバータプラズマデタッチ解
析：大
・不純物添加の炉心への影響解
析：大
・改良ダイバータ機器の熱・機
械・核特性解析：大

・ダイバータプラズマデタッチ解析→特別チーム
(物理設計Gr)→運転計画ＷＧ範囲外
・不純物添加の炉心への影響解析→特別チーム(物
理設計Gr)→運転計画ＷＧ範囲外
・改良ダイバータ機器の熱・機械・核特性解析→
特別チーム(システム設計Gr)→運転計画ＷＧ範囲
外

[重要項目]
・改良ダイバータの導入時期ならびに，それによる試運転計
画の立案へ適用

ダイバータ使用期間策定に必要な課題をリスト
アップ

ダイバータの供用期間策定のために必要な情報と
それに向けた検討計画の策定が必要

供用期間策定に必要な情報が不明確

・ダイバータ供用期間策定に向け
た必要情報のリストアップ
・情報入手の検討(実験)計画立案

・ダイバータ保守手順の具体化
・ダイバータ機器の寿命評価手法
の構築

・保守手順の具体化：大
・寿命評価手法の構築：大

・保守手順の具体化：特別チーム(主担当：システ
ム設計Gr)→運転計画WG範囲外
・寿命評価手法の構築：特別チーム(主担当：シス
テム設計Gr)→運転計画WG範囲外

[最重要項目]
パルス/定常運転期間の評価に適用

健全性を確認する 健全性確認手法の検討が必要 健全性確認手法が不明瞭

・健全性確認項目のリストアップ
・健全性確認手法の選択と確認期
間の検討

・ダイバータ製作手法の構築と健
全性確認点の評価

・ダイバータ製作手法の構築：大
・健全性確認項目の評価：大

・ダイバータ政策手法の構築：特別チーム(主担
当：システム設計Gr）→運転計画範囲外
・健全性確認項目の評価：特別チーム(主担当：シ
ステム設計Gr）→運転計画範囲外

[重要項目]
起動準備期間・保守期間の評価に適用

試運転サイクルで必要な項目をリストアップ
試運転サイクルでの実証項目の合理化（試運転サ
イクルの期間短縮が課題であるため、優先度を評
価）

実証項目の全体像が把握し切れていな
い

・実証項目のリストアップ
・優先度分類の実施

・炉心運転に整合する運転計画の
詳細の把握

・炉心運転に整合する運転計画の
詳細の把握：大

・炉心運転の確立→特別チーム内(物理設計Gr)
・炉心運転に整合するダイバータ試験項目の詳細
化：運転計画ＷＧ

[後回し項目]
試運転サイクルのダイバータ関係の試験項目簡略化・試験期
間短縮に適用

炉心制御
プラント運転

ダイバータ
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別添表 2 技術課題（分科会ごと）の全体纏め表(2/3) 

 

項目 第1期WGの成果 課題(または指摘事項)
課題分析(1)

なぜ第1期WGで課題として残ったのか
課題分析(2)

課題の解決のために何をすべきか

課題分析(3)
(1)のアクションに要する作業量

大規模：1年以上
中規模:半年程度

小規模：1,2ヶ月程度

第2期WGに向けて
（作業量等を考慮した上で、第2期WGで実施すべき

か否かなど）

得られた結果は何に反映されるか
（得られた結果の活用先）

大項目1:トリチウムの生産・回収技術

燃料貯蔵系のトリチウムの増減を計測
系統内トリチウム分布の把握（トリチウムシミュ
レータ併用）

ブランケットでのトリチウム増殖比の評価方法と
それに必要な研究計画を策定する必要がある

原型炉で取り扱う量のトリチウムをリ
アルタイム計測する手法が確立されて
いない。

・これまでの手法をもとにした原
型炉でのトリチウム計測手法の検
討
・各計測器の計測精度と原型炉の
要求とのギャップを整理し、改善
方法を検討する

（大規模）
計測器の精度を向上させるための
手法の検討には時間を要する

ブランケットWGで検討する
運転計画WGの範囲からは外す

[重要項目]
原型炉ブランケットにおけるトリチウム計測設計に反映
原型炉建設前に必要なトリチウム関連設備建設・試験期間に
反映

大項目2:健全性確認・評価技術

設計寿命になった段階でブランケットを交換す
る。それ以外は健全性評価用に一部を取り出すも
のを除きブランケットの交換は必要最小限にす
る。

ブランケット使用期間の策定およびそれを反映し
た運転計画が必要

ブランケットへの条件および使用期間
の制限を決める指標が明確でなかった

・制限となりうる項目（照射量、
繰り返し負荷など）を挙げ、それ
らをもとに各種制限量を決め、そ
れと想定される負荷から使用期間
を仮決めする。
・既存の結果から考えられる各種
制限値を評価
・運転シナリオの仮決め

（中規模〜大規模）
仮決めするだけなら既存のデータ
の調査・整理でよいが、信頼性を
高めるためには個別検討が必要

ブランケットWGで検討する
寿命評価手法の構築について協議する。
運転計画WGの範囲からは外す

[重要項目]
ブランケット設計条件に反映
保守シナリオに反映

大項目3:発電関連技術

ブランケットへの熱・中性子負荷に対するブラン
ケット冷却水温度応答の妥当性を試運転サイクル
にて段階的に評価

試運転段階での段階的出力上昇に対する要求策定
が必要（どのような運転シナリオが必要か）

試運転段階で懸念される問題が不明確
（特に大きな問題がないと考えるなら
ば、ブランケット側から試運転段階で
の運転シナリオへの要求は不要）

・原型炉ブランケット特有の課題
を考慮した上で必要な運転シナリ
オと必要な調整項目・期間を検討
する。
・原型炉ブランケットにおいてブ
ランケット応答に対して何が問題
となり得るかを明らかにする
（例：各モジュールへの流量調整
など）

（中規模）
原型炉特有の問題がないのであれ
ばそれを明確にするだけでよい。
問題がある場合は具体的に運転シ
ナリオに反映させるための検討作
業が必要となる。

ブランケットWGで検討する
原型炉特有の問題があるかについて協議する。
運転計画WGの範囲からは外す

[重要項目]
試運転シナリオに反映

大項目4:計測技術

最低限の計測に留める方針とした。
充填体の最大温度や系統内トリチウム分布の把握
に必要なガス流量等を計測することとした。
それ以外に必要な項目は十分協議できていない。

必要な計測項目とその方法の検討が必要

計測関係の専門家がいなかった
原型炉環境でどのような計測が可能か
が不明だった
ITER-TBMでも検討中であり、詳細まで
は決まっていない

・何を計測したいか、およびそれ
が計測可能かを一覧化して本当に
必要な項目の絞り込みを図る。
・原型炉内の線量に対して可能な
計測機器等、計測に対する制限を
明確にする

（中規模〜大規模）
計測の詳細に関しては未検討の部
分が多いため、検討には時間を要
する。

ブランケットWGで検討する
運転計画WGの範囲からは外す

[後回し項目]
ブランケット設計条件（計測器の条件）に反映
計測器の調整に必要となる期間として運転計画に反映

大項目5:商用炉に向けての改良技術

先進ブランケット試験を後期サイクルで実施する
こととした。

先進ブランケットについて商用炉とのギャップを
埋めることを含めた計画の策定が必要

メンバーに先進ブランケットの専門家
がいなかった（固体増殖水冷却ブラン
ケットに対象を絞ったため）

・先進ブランケットを研究してい
る専門家に運転計画策定を依頼す
る（第1期WGで行った内容を先進
ブランケットに対して実施しても
らう）
・先進ブランケット候補に対する
実証項目・優先度・実施時期の検
討

（中規模）
第1期WGで各分科会が実施した作
業量と同等
課題に対する具体的な検討は必須
ではない

今年度の重点化項目外であるため来年度実施
[後回し項目]
先進ブランケット試験計画の具体化

トリチウムシミュレータが必要な主要課題のリス
トアップ

トリチウムシミュレータ開発に向けた計画の策定
・モデリングの時間的余裕
・トリチウム透過・吸着・不活性量等
の物性値の不足

・解析コードの開発とモデルの構
築
・モデル構築に必要なトリチウム
関連物性値の最新データの収集

・シミュレータ構築の枠組み・体
制の明確化
・実験データのデータベース化と
取得すべきデータの検討計画立案
と担当の明確化

・シミュレータコードの主要部分
構築：大
・データベースの整備：大
・データ取得：大

・コード開発は特別チーム内（主担当：システム
設計Gr）で実施
・データベース構築・データ取得項目明確化はト
リチウム小委員会にて実施→運転計画ＷＧの範囲
外

[最重要項目]
・初期装荷トリチウムと試運転期間との関係の明確化
・保守期間を考慮したトリチウムインベントリ上限評価と運
転期間の関係性
・原型炉における次期核融合炉用燃料増殖時間算出

課題抽出を実施
機器に滞留するトリチウムインベントリ量および
そのクリーニング（焼き出し）に要する期間の検
討が必要

・トリチウム滞留量の評価方法の明確
化
・トリチウム除去手法の選定と必要時
間の評価モデル構築

・第一壁へのＴ蓄積量の評価モデ
ル構築
・ダスト等の生成量評価モデルと
ダスト内へのＴ蓄積モデルの構築
・第一壁Ｔ除去モデルの構築
・ダストからのＴ除去モデルの構
築

・第一壁内Ｔ輸送実験
・既存装置におけるダスト生成
データ収集
・原型炉条件でのＴ除去実験

・第一壁内Ｔ輸送実験：大
・既存装置でにおけるダスト生成
データ収集：小
・原型炉条件Ｔ除去実験：大

・既存のデータベースの構築：トリチウム実験関
係者(QST/大学)→運転計画ＷＧの範囲外

[重要項目]
・炉内保守期間やホットセル内作業期間の詳細評価に適用

課題抽出を実施 ブランケットで増殖したトリチウム量の評価
・ブランケットモジュール内のトリチ
ウム生成量・流出量・吸着量・透過量
等の詳細把握が課題

・ブランケットモジュール内のト
リチウム回収モデル構築
・ブランケットモジュールのトリ
チウム回収実験

・トリチウム素過程のデータベー
ス構築
・評価モデルの構築と既存実験と
の再現性評価
・データ取得項目のリスト作成と
実験計画立案

・トリチウム素過程データベース
構築：大
・評価モデルの構築と既存実験の
再現：大
データ取得項目のリスト作成と実
験計画立案：大

データ取得項目のリスト作成については，トリチ
ウム小委員会やA-FNS等にて実施可能→運転計画Ｗ
Ｇの範囲外

[最重要項目]
・ブランケットから燃料系へのトリチウム流入速度・トリチ
ウム滞留・損失速度の初期装荷Ｔ量と運転期間との関係明確
化
・ブランケット試験に必要なパルス長の評価
・ブランケット交換期間の条件把握

ブランケット

トリチウム
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別添表 2 技術課題（分科会ごと）の全体纏め表(3/3) 

 

  

項目 第1期WGの成果 課題(または指摘事項)
課題分析(1)

なぜ第1期WGで課題として残ったのか
課題分析(2)

課題の解決のために何をすべきか

課題分析(3)
(1)のアクションに要する作業量

大規模：1年以上
中規模:半年程度

小規模：1,2ヶ月程度

第2期WGに向けて
（作業量等を考慮した上で、第2期WGで実施すべき

か否かなど）

得られた結果は何に反映されるか
（得られた結果の活用先）

①主要な保守作業（ブランケット
他）に絞り込んで実施すれば、現
在までの検討をベースに展開でき
るので中規模。
②同上。
③保守対象箇所を絞り込み、安全
分科会と検討すれば中規模。

①主要な保守作業（ブランケット他）に絞り込ん
で2ndWGで実施。
②同上。
③保守対象箇所を絞り込み、安全分科会と２ndWG
で検討する。

［重要項目］
①、②主要な保守プロセスと期間
③保守と安全機能のインターフェイス…環境対策

保守

1．原型炉での確認及び取得データ
①大型ブランケットセグメント、ダイバータ交換
技術、②主要機器の保守・状態監視技術（健全性
確認）、③電気計装品他耐照射環境機器の保守技
術、④保守用機器の耐用期間データ取得、⑤ホッ
トセル内取扱技術
２．保守環境技術の確認
①放射化ダスト、トリチウム飛散防止及び除去技
術、②保守対象機器の切り離し、再接合、検査技
術（溶接）、③保守機器の非常用対応技術（レス
キュー）

①検証済みの保守技術もコールド/ホットの実機環
境で確認する。但し、リスク/メリット評価を加味
して必要性を検討。
②	実施期間を算定するための概略の実施内容を具
体化必要。この際に次を考慮。
　ⅰ．保守期間の策定、ⅱ．従事者のトレーニン
グ期間の考慮、ⅲ．保守作業前のトリチウム除去
時間の評価
③放射性ダスト、トリチウム拡散の評価と管理方
法を安全性と合わせて検討必要。

①保守項目と必要性までの詳細検討が
未了のため。
②WGでは重要度分類に従い実施項目の
抽出作業に留まったため。
③保守環境及び安全影響検討は未了の
ため。

①保守対象と実機環境での確認内
容を実施時期、リスク評価も踏ま
え具体化し、実施時期、期間を検
討する。
②保守確認対象を議論して、主要
な項目に絞って実施内容を具体化
を行い、時期、期間の想定を行
う。
③安全要求と必要性、方法論を決
めて保守プロセスの具体化、管理
要件を検討する。

［重要項目］
①、②主要安全機能及びハザード対応と確認方法…安全機能
ガイドライン
③ディスラプション関連安全機能…安全機能ガイドライン

廃棄物

1．原型炉での確認及び取得データ
①廃棄体までのプロセス確認（取り出し、ホット
セル処理）、②再利用のための溶接・検査、除染
技術の実環境確認、③廃棄物処理関連の特使デー
タ及び従事者被爆データの取得、④同区画内外環
境線量データの取得、⑤同トリチウムデータ取
得、⑥保守・廃炉に向けた廃棄物特性データ取得

①廃棄物はプラント運転と並行して処理するので
運転計画では独立して計画。保守計画とも関連す
るので合わせて検討必要。
②廃棄するものと再利用するものとを明確にする
③廃棄再利用のシナリオを再利用に要する期間を
踏まえ具体化必要（これで対象機器の予備品セッ
トも決められる）。
④計画と実績との比較及び改善を含めた運転計画
を策定する必要あり。
⑤廃炉時の廃棄物の位置づけを検討する必要あ
り。

①廃棄物処理の位置付をプラント運転
計画の中で明確にしなかったため。
②機器・設備の寿命評価を含めた再利
用方針が明確でなかったため。
③同上。
④WGでは重要度分類に従い実施項目の
抽出作業に留まったため。
⑤廃炉に向けた具体化検討が未了。

①廃棄物処理の運転計画はプラン
ト運転計画と独立して検討し、保
守他でリンクする箇所のみ全体計
画と整合化検討。
②機器・設備の寿命及び廃棄物
量、保守方針から再利用範囲及び
シナリオ、プロセス、具体化を検
討。
③同上。
④対象及び実施内容を決めて評価
方法、内容・期間を検討する。
⑤廃炉シナリオ及びコンセプトを
検討しこの中で廃棄物の対象、処
理（保管含む）内容を具体化。

①保守にリンクする箇所のみ選択
すれば比較的中規模。
②機器・設備の寿命評価を現時点
情報で展開し廃棄物シナリオを具
体化すれば中規模。
③同上。
④主要機器・設備に絞り込んで代
表的な検討をすれば中規模。区
画、管理基準が未定のため全体な
ら大規模。
⑤廃炉シナリオ、コンセプトは別
検討の領域。運転計画WGで行うな
ら大規模となる。

①プラント運転にリンクする保守とのインター
フェイス箇所に集中した検討を2ndWGで実施。廃棄
物処理独自箇所は次段階以降で検討。
②再利用シナリオを主要部品（ダイバータ、ブラ
ンケット他）で2ndWGで検討。
③同上。
④主要機器・設備に絞り込んで代表的な検討を
2ndWGで実施。
⑤内容、作業量から2ndWGの対象としない。

［重要項目］
①プラント関連廃棄物シナリオとプラント運転インタ-フェイ
ス
②、③、④主要部品の再使用シナリオと実施方法・期間の概
略、機器・設備寿命

①実施期間を算定するための概略の実施内容（特
に安全機能確認）を具体化必要。
②安全機能を損なうハザードを分析し、事故シナ
リオ展開した上で必要な試験を具体化必要（ITER
実績反映、事故シミュレーション、安全審査対応
を加味した安全上の位置付明確化）。
③重要ハザードのディスラプションの抑制制御及
び緩和対策の試験等の実証項目の具体化が必要。
④従事者被ばくの観点からの放射性物質の安全上
の管理に関する計画の策定が必要
⑤環境放射線モニタリングに関して、トリチウム
の放出の時間遅れを考慮した計画の策定が必要

①WGでは重要度分類に従い実施項目の
抽出作業に留まったため。
②ハザード分析結果及びオーソライズ
が未了のため。
③ディスラプションの抑制制御及び緩
和対策の試験等計画検討が未了のた
め。
④従事者被爆は軽水炉並の管理の構想
があるが、これを踏まえての具体的な
実施ないようまでは踏み込めていない
ため。
⑤環境放射線モニタリングの具体的な
計画検討が未了のため。

①安全機能確認対象を議論して、
主要な項目に絞って実施内容を具
体化を行い、時期、期間の想定を
行う。
②ハザード分析と安全要求を略明
確化して、必要な実施項目を具体
化。
③ディスラプションの抑制制御及
び緩和対策の試験の概略内容を検
討し、必要性と時期、期間の想定
を行う。
④概略の従事者被爆管理計画を策
定。
⑤敷地内外の環境放射線モニタリ
ング計画を策定。

①概略項目は既にあるので議論中
心のため中規模。
②ハザード分析と安全要求化は検
討途上のため具体化には時間を要
する。
③炉心制御分科会と共同で検討が
必要。抑制・緩和策の案はあるの
で主要なものに絞った検討とすれ
ば中規模。
④運転、保守内容、建屋規模、管
理区域、敷地境界他の検討が終了
していないので、これらを含める
と大規模。
⑤同上

①期間情報が必要なため、2ndWG実施項目とする
が、検討深度は分科会内で事前協議。
②①の1項目として現在の情報からの概略検討に留
める。
③ディスラプションは主要事象であるので炉心制
御分科会とコラボ検討として2ndWG実施項目とす
る。
④検討条件が確定していないので次段階以降の検
討とする。
⑤同上。

１．原型炉運転での確認及び取得データ(2サイク
ル以降）
①安全系機器設備の動作確認、②運転・保守時の
従事者被爆データ取得、③サイト内、周辺部の線
量データ取得、④トリチウム管理区域の透過、漏
洩データ確認
２．安全技術の確認
①小規模ディスラプション試験(1stサイクルコー
ルド環境）、②トリチウム処理機能（起動前）安全性
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別添３ 

運転計画 WG メンバー（順不同） 

【事務局】 

日渡 良爾（量研機構、主査）、 青木 晃（量研機構）、  

渡邊 和仁（量研機構） 

 

【炉心制御・プラント運転技術】 

日渡 良爾（量研機構、リーダ）、 井手 俊介（量研機構）、  

坂本 宜照（量研機構）、 三善 悠矢（量研機構） 

 

【ダイバータ】 

増崎 貴（核融合研、リーダ）、 上田 良夫（阪大）、 野上 修平（東北大）、  

福田 誠（東北大）、 横峯 健彦（京大）、 朝倉 伸幸（量研機構）、 

工藤 広信（量研機構）、星野 一生（量研機構） 

 

【ブランケット】 

河村 繕範（量研機構、リーダ）、 磯部 兼嗣（量研機構）、 

宇藤 裕康（量研機構）、 染谷 洋二（量研機構）、 谷川 尚（量研機構）、  

谷川 博康（量研機構）、 宮澤 健（量研機構）、 渡邊 和仁（量研機構） 

 

【トリチウムサイクル・取扱技術】 

片山 一成（九大、リーダ）、 小西 哲之（京大）、 鳥養 祐二（茨城大）、 

波多野 雄治（富山大）、 柳原 敏（福井大）、 磯部 兼嗣（量研機構）、 

宇藤 裕康（量研機構）、 染谷 洋二（量研機構）、 中村 誠（量研機構）、 

林 巧（量研機構） 

 

【安全技術】 

染谷 洋二（量研機構、リーダ）、 功刀 資彰（京大）、  

与能本 泰介（原子力機構）、 青木 晃（量研機構）、中村 誠（量研機構） 

 

【廃棄物処理技術】 

柳原 敏（福井大、リーダ）、 鳥養 祐二（茨城大）、 染谷 洋二（量研機構）、 
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【プラント保守技術】 

宇藤 裕康（量研機構、リーダ）、近藤 正聡（東工大）、 田中 照也（核融合研）、

浅野 史朗（東芝）、 坂 成人（三菱重工）、村田 幸弘（日立）、  

青木 晃（量研機構）、角舘 聡（量研機構）、染谷 洋二（量研機構） 

 

【その他会合参加者】 

川崎 大介（福井大）、 西村 新（核融合研）、 山田 弘司（核融合研）、  

荒木 隆夫（東芝）、 尾崎 章（東芝）、 金岡 武志（三菱電機）、 

木戸 修一（日立）、 清水 克祐（三菱重工）、 飛田 健次（量研機構）、  

林 伸彦（量研機構） 
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別添４ 

運転計画 WG 実績と議事録 

 

【第 1回会合】 

開催日 2016 年 1 月 20 日 

場所 航空会館 貸会議室 

議題 WG 設立の経緯と活動計画 

 実証項目の抽出と優先度マトリックスの策定 

 今後の進め方 

 

【第 2回会合】 

開催日 2016 年 3 月 17 日 

場所 航空会館 貸会議室 

議題 運転計画素案の協議（炉心制御、プラント運転技術） 

 運転計画素案の協議（ダイバータ） 

 各分科会の進捗報告 

 

【第 3回会合】 

開催日 2016 年 5 月 11 日 

場所 京都大学 産官学連携本部 東京日本橋サテライトオフィス 

議題 運転計画素案の協議（トリチウムサイクル・取扱技術） 

 運転計画素案の協議（ブランケット） 

 現時点での運転計画全体の確認・協議 

 各分科会進捗報告 

 

【第 4回会合】 

開催日 2016 年 6 月 16 日 

場所 京都大学 産官学連携本部 東京日本橋サテライトオフィス 

議題 運転計画素案の協議（安全技術） 

 運転計画素案の協議（廃棄物処理技術） 

 運転計画素案の協議（プラント保守技術） 

 各分科会進捗報告 

 現時点での運転計画全体の確認・協議 
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 WG 報告書作成方針の確認 

 

【第 5回会合】 

開催日 2016 年 7 月 20 日 

場所 京都大学 産官学連携本部 東京日本橋サテライトオフィス 

議題 運転計画素案の検討結果要旨 

 全体運転計画および稼動率の協議 

 次期運転計画 WG の方針協議 
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文書番号 作成日 担当 Gr 

M-D-P900-0000-2015-0165-00 2016/1/25 システム設計 Gr 

名称 添付／参考資料 

運転計画 WG 第 1回会合（１/20） 
1. T-D-P900-0000-2015-0061-00 

「運転計画ワーキンググループ活動計

画」 

2. （議事録に添付） 

「実証項目の抽出と優先度マトリック

ス： 

ダイバータ関係」 

3.（議事録に添付） 

「今後の課題とアクションプラン（ド

ラフト）」 

開催日時・場所 

日時 2016/1/20 10:00-16:30 

場所：航空会館 201 会議室 

参加者(敬称略) 

（NIFS）山田、増崎、西村、  （九州大）片山、 （京都大）小西、 （東北大）野上 

（三菱電機）金岡、 （三菱重工業）坂、 （日立製作所）村田、 （東芝）尾崎、浅野(PM のみ)、

荒木(PM のみ) 

（JAEA）飛田、青木、朝倉、河村、坂本、染谷、林（伸）、日渡、与能本(AM のみ)、渡邊 

議題 

 1. WG 設立の経緯と活動計画 

 2. 実証項目の抽出と優先度マトリックスの策定 

 3. 今後の進め方 

 4. その他 

決定事項 

 

議題 1 （資料 No.1） 

(1-1) 運転計画 WG の進め方について資料に記載の方針で合意した。 

(1-2) 「実証」の定義は明確にする。 

(1-3) 優先度分類においては、ランク A,C、1,3 の定義を明確にし、いずれにも属さないものをラン

ク B,2 に分類する方針で進めることで合意した。 

 

議題 2  （資料 No.1, 2） 
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① 炉心制御・プラント運転技術 

(2-1) シミュレータの立上げには時間を要するため、実証項目に追加する。 

(2-2) 原型炉のプラズマは ITER をベースにするため、ITER での実証項目も WG で協議する。 

 

  ② ダイバータ 

(2-3) 炉心制御・プラント運転技術と関連性が高いため、整合のとれた運転計画となるよう、互い

に連携をとることで合意した。 

 

  ③ ブランケット 

(2-4) 試運転サイクルにおける低負荷条件でのブランケット運転条件を運転計画と合わせて協議す

ることとした。 

 

  ④ トリチウムサイクル・取扱技術 

(2-5) 真空容器から排気されるトリチウムや重水素等の取扱技術を項目に追加する。 

 

  ⑤ 安全技術 

(2-6) ダストの除去についても実証項目に追加する。 

(2-7) 実証環境（ホット or コールド）についても今後の検討の際には留意する。 

 

  ⑥ 廃棄物処理技術 

(2-8) 概要について参加者の合意を得た。今後他メンバーも含めて内容を詳細化する。 

 

  ⑦ プラント保守技術 

(2-9) コールド試験について、実機とモックアップのどちらが適切かは WG にて協議することとし

た。 

(2-10) 炉内機器の寿命評価や関連する保全技術を項目に追加する。 

 

議題 3 （資料 No.1, 2） 

(3-1) 担当について協議した。結果を添付資料 No.3 に示す。 

(3-2) 今後は個別課題単位（①炉心技術・プラント運転技術〜⑦プラント保守技術）で活動を進め
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る。 

(3-3) 個別課題単位で適宜打合せ等を実施し、以下を決める。 

・ 実証項目の抽出（今回の素案を元にメンバーで協議し、内容をブラッシュアップする） 

・ 抽出した実証項目の優先度マトリックス策定（今回の素案を元に協議） 

・ 優先度の高い項目（A1,A2,B1,B2）に対して実証時期を定義（運転サイクル表に実証項目

を反映） 

(3-4) 取りまとめは各個別課題の主担当が実施するが、打合せの調整等は特別チームの常勤メンバ

ーがサポートする。 

(3-5) 個別課題ごとの打合せについては場所等の指定はない（都合の良い場所で可）。 

(3-6) 個別課題の進捗を全体で確認するための会合実施時期を協議した。結果を添付資料 No.3 に示

す。この会合までにある程度の作業を個別課題単位で進める。 

(3-7) 今回の協議事項および今後の進め方をまとめたアクションリストを作成し、メンバーに配布

する。そのドラフト版を添付資料 No.3 に示す。 

 

議題 4 

(4-1) 核融合原型炉は他の炉の原型炉と比較して実用化とのギャップが大きいのが現状である。こ

のギャップを埋めるために、運転計画策定時には電力会社等への売り込みまで考えて戦略的

に進める。 

アクションリスト 担当 期日 

  

 議題３ 

 (3-A) 課題まとめおよび今後のアクションリスト作成 

 

 

 

渡邊（和） 

 

 

1/29 

改訂履歴 承認 作成 

 
2016/01/27 

日渡良爾 

2016/1/25 

渡邊（和） 

原型炉設計合同特別チーム 
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文書番号 作成日 担当 Gr 

M-D-P900-0000-2015-0196-00 2016/3/23 システム設計 Gr 

名称 添付／参考資料 

運転計画 WG 第 2回会合（3/17） 
1.  T-P-P900-0000-2015-0085-00 

「運転計画 WG 第 2 回会合 資料一式」 

 

2. （議事録に添付） 

「運転計画 WG 課題とアクション一覧 

 （第 2回会合結果反映）」 

開催日時・場所 

日時 2016/3/17 10:00-16:45 

場所：航空会館 703 会議室 

参加者(敬称略) 

（NIFS）増崎、西村、  （九州大）片山、 （大阪大）上田 

（三菱電機）金岡、 （三菱重工業）坂、 （東芝）尾崎(PM のみ)、浅野(AM のみ) 

（JAEA）飛田、青木、朝倉、井手、宇藤、坂本、染谷、日渡、渡邊 

議題 

 1. WG 全体の進め方確認 

 2. 運転計画素案の協議（炉心制御、プラント運転技術） 

 3. 運転計画素案の協議（ダイバータ） 

 4. 各分科会進捗報告 

 5. その他 

決定事項 

議題 1 （資料 No.1-1） 

(1-1) 優先度分類の定義は資料 No.1-1 に記載のものをベースとするが、各分科会で変更可能である

ことを確認した。 

 

議題 2  （資料 No.1-2, 1-3, 1-4） 

(2-1) 試運転サイクルの期間が現在の案では長いため、１年から 2年を目標として実施項目を必要

最小限となるよう修正することとした。その際に必要な運転フェーズ（H 放電、D-He 運転な

ど）についても ITER と原型炉の違いを考慮して必要最小限とするよう再検討する。 

(2-2) 資料 No.1-4 に記載の運転サイクル表において、Hパルス放電におけるプラズマ電流・コイル

磁場の定格運転までは運転開始前の準備段階と位置づけることで合意。それ以降を運転期間

と定義して運転計画を策定する。 

(2-3) 本 WG においては、本格運転段階に移行するまでのトリチウムは確保されていると仮定するこ
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とで合意。ただし実際に確保可能かは不透明であるため、初期装荷トリチウムの確保につい

ては別途検討する。 

(2-4) パルス運転については定常運転に移行するまでの準備フェーズの位置づけとすることで合

意。必要なパルス運転時間は機器・システムの試験に必要な時間をもとに決めることとし

た。 

(2-5) 運転員のシミュレータ訓練も含めた系統接続のライセンス手続きを考慮し、パルス運転段階

では発電した電気を外部系統へは接続しない方針とすることで合意。 

(2-6) 今回の結果を反映してサイクル表を修正する。修正した表をメンバーに配布し、各分科会に

おける実証時期策定のベースとする。 

 

議題 3 （資料 No.1-5） 

(3-1) プラズマ運転の観点でのダイバータ実証項目は基本的に試運転サイクルで完了させる。本格

運転段階では機器の観点からの実証項目を主とする。 

(3-2) ダイバータに部分試験体を使用した場合、冷却系が複雑になる等の問題が生じるため、試験

体の挿入は考えない方針とした。そのため、使用後試験は保守交換で取り出したダイバータ

を用いて実施する。 

(3-3) 炉内から取り出したダイバータは 5 年程度保管した後でないと材料観察などの試験が不可能

であるため、それを考慮した運転計画とする。 

(3-4) 後期サイクルにおいて改良したダイバータを設置する計画の場合、許認可に相当する手続き

が必要となり、2年以上の期間を要するため、それを考慮した運転計画とする。ただし、運転

期間中に設計変更した機器を設置すること自体のハードルが高いため、改良ダイバータの設

置を原型炉で実施するかについても別途検討する。 

(3-5) その他内容については分科会以外のメンバーにも確認してもらい、コメントがあればそれら

を反映する。 

(3-6) 今回の結果をもとに運転サイクル表を作成する。 

 

議題 4 （資料 No.1-6, 1-7） 

(4-1) ダストの取扱は安全上重要だと考えられるため、安全技術における優先度を上げることを検

討する。 

(4-2) 廃棄物については廃棄物管理シナリオを運転サイクル表に反映させる。 

(4-3) 保守技術における保守に要する期間については保守設計検討で得られた期間を暫定的に使用

するものとし、運転計画策定では詳細を改めて検討はしない方針とした。 
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議題 5 

(5-1) 次回会合は 5月 11 日（水）とする。場所は別途調整（東京を予定）。議題は以下のとおり。 

 ・ブランケット 運転計画 

 ・トリチウムサイクル・取扱技術 運転計画 

 ・安全技術 運転計画 

 ・各分科会進捗報告 

 

アクションリスト 担当 期日 

  
 議題 2 
 (2-A) 会合結果を反映した運転サイクル表を WG メンバーに送付 

 
 議題 4 
 (4-A) 炉心制御・プラント運転技術の運転サイクル表をベースと

した運転計画の作成 

 

 

 
日渡 

 

 
各分科会 

 

 

 
4/1 

 

 
適宜実施 

 

改訂履歴 承認 作成 

 
2016/03/28 

日渡良爾 

2016/3/28 

渡邊（和） 
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文書番号 作成日 担当 Gr 

M-D-P900-0000-2016-0023-00 2016/5/13 システム設計 Gr 

名称 添付／参考資料 

運転計画 WG 第 3回会合（5/11） 
1.  T-D-P900-0000-2016-0008-00 

「運転計画 WG 第 3 回会合 資料一式」 

 

 

開催日時・場所 

日時 2016/5/11 10:00-16:40 

場所：京都大学 産官学連携本部  

     東京日本橋サテライトオフィス 913 会議室 

参加者(敬称略) 

（NIFS）増崎、田中、西村、  （九州大）片山、 （京都大）小西、 （東工大）近藤、 （茨城

大）鳥養 

（三菱電機）金岡、 （三菱重工）清水、 （東芝）尾崎、浅野 

（量研機構）飛田、青木、朝倉、磯部、井手、宇藤、河村、坂本、染谷、日渡、渡邊 

議題 

 1. これまでの論点の確認 

 2. 運転計画素案の協議（トリチウムサイクル・取扱技術） 

 3. 運転計画素案の協議（ブランケット） 

 4. 現時点での運転計画全体の確認・協議 

 5. 各分科会進捗報告 

 6. その他 

決定事項 

議題 1 （資料 No.1-1） 

(1-1) 検討の前提条件や合意事項を再確認した。全体の運転計画については主要な項目を抜粋した

ものをまとめることとし、その裏付けとなるブレークダウンした運転計画を各分科会で作成

することとした。 

 

議題 2  （資料 No.1-2） 

(2-1) トリチウムに関する「定常」は出力の「定常」とは異なるため、定義を記載することとし

た。具体的には出力が定常になった際にもトリチウム挙動は過渡状態であり、時間の経過

後に挙動が定常になった状態を意味している。 

(2-2) トリチウムシミュレータは制御のために使用するわけではなく、動的挙動の把握等のサポ

ートとしての位置づけとする。 
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(2-3) JET でのバッチ処理におけるトリチウムシミュレータの開発実績を踏まえると、連続処理を

する原型炉でのトリチウムシミュレータの確立にはかなりの時間を要する。それを考慮し

て早期にトリチウムプラントを原型炉運転開始前に稼動させる必要がある点について合意

した。 

(2-4) トリチウムサイクル・取扱技術の観点から原型炉運転へ特別な要求はないことを合意し

た。基本的には D-D 運転開始前にトリチウムプラント技術は確立されている必要があるた

め、その後に試験等のための原型炉運転への要求は不要である。 

(2-5) 機器に滞留するトリチウムインベントリ量の評価についてはトリチウムの自己充足性を示

すために原型炉設計時までには明らかにしておく必要がある点を合意した。 

(2-6) 機器（固体）からの焼き出しなど、固体からのトリチウム回収技術を項目に追加すること

とした。 

(2-7) 運転（サイクル）停止後には遠隔保守のため容器やポート内のトリチウムクリーニングが

必要であり、特にダイバータの遠隔保守のため崩壊熱冷却期間（約 1 ヶ月）で適正値まで

除去可能かが運転計画に大きく関係する。遠隔保守と関連して手法や期間の評価検討が必

要。 

(2-8) トリチウムサイクルの最適化については別の装置で実施し商用炉に繋げれば良いため、原

型炉では必須ではない点を合意した。 

(2-9) ブランケットで増殖したトリチウム量の評価については循環するトリチウム量に対する割

合が小さいため個別に評価が必要だが、他系統から切り離して評価することは困難であ

り、シミュレータとの比較による評価など、どのようにすべきかについては今後の課題と

した。 

 

議題 3 （資料 No.1-3） 

(3-1) ブランケットでのトリチウム増殖比の評価に関しては計測精度などに課題があり、連続計

量技術も成熟していないため、原型炉運転開始前にどこまで実証しておくべきかを検討す

る。 

(3-2) トリチウムの正味の増殖比（ネット TBR）は本議事録の決定事項(2-6) あるいは(2-7)のよ

うな時間積分を含め期間積分でも評価できるようにすべきとの意見が出された。 

(3-3) 増殖・増倍材の劣化等の特性変化による TBR 低下の影響を実証項目に入れるべきか検討す

る。 

(3-4) モジュール内の増殖・増倍材の温度計測は運転中に本当に可能か別途検討する。 

(3-5) ブランケットは発電のための動力装置であり、プラズマからの受熱量や核発熱量検証のた

めの計測もブランケットとして評価することとした。定常運転時だけでなく、立上げ、立
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下げ時の挙動についても実証すべき項目を検討する。 

(3-6) 健全性評価において、設置されているブランケットの変位や変形の確認も必要かどうか検

討する。 

(3-7) ダイバータと同様、商用炉に向けた段階的な改良がブランケットに必要か検討する。 

(3-8) 商用炉に向けた先進ブランケットの位置づけおよびその計画について今後検討する。 

 

議題 4 （資料 No.1-4） 

(4-1) 資料に記載の運転計画表をもとに主要項目を抜粋した全体運転計画表を作成する。 

(4-2) ブランケット健全性評価に関して、取り出してから評価するまでに間が空いているため、

その理由（線量低下まで待つ）を追記する。 

(4-3) 全体運転計画表をもとに、運転期間を定量的に評価する。 

 

議題 5 （資料 No.1-5〜1-8） 

・ダイバータ 

(5-1) 現状では法令ではなく、ダイバータの交換期間からサイクルの最大長さを決定する（現

在、銅合金のおおよその使用限界と対向材の損耗について､条件付きで概要を評価してい

る）。 

(5-2) 寿命や交換サイクル評価には、炉心制御・プラント運転技術分科会からサイクルでのおお

よその放電数（パルス長や連続運転時間）と中性子発生（照射）量のインプットが必要。

最初の案でも良いので本 WG 会合活動期間での検討をダイバータ分科会から要望した。 

(5-3) 初期のサイクルでは毎回新しいターゲットを使用するため、いわゆる不純物等のクリーニ

ング運転とリモートでの点検期間が必要との指摘があった。 

(5-4) ダイバータを含めた炉内機器の照射量については炉外での計測の外挿で評価する。 

 

・安全性 

(5-5) ディスラプションを原型炉で発生させる試験はできないため、別の装置等で実証すること

を検討する。 

(5-6) ディスラプション緩和手法の確立については原型炉で実証するのかその前に実証するのか

検討する。 

(5-7) コイルクエンチなど、コイルに関する項目も追加する。 

 

・廃棄物 
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(5-8) 2 次廃棄物量を保守技術分科会からインプットとして提供してもらい、それをもとに廃棄処

理シナリオを検討する。 

 

・保守 

(5-9) ITER よりも線量の高い箇所での保守となり、初期段階ではハードルの高い技術であるた

め、それを考慮した保守期間を検討する。 

 

議題 6 

(6-1) 次回会合は 6月 16 日（木）とする（当初予定の 6/15 から変更）。場所は別途調整（東京を

予定）。議題は以下のとおり。 

 ・安全技術 運転計画 

 ・廃棄物 運転計画 

 ・保守 運転計画 

 ・各分科会進捗報告 

アクションリスト 担当 期日 

  
 議題 4 
 (4-A)  主要項目を抜粋した全体運転計画表の作成 
 (4-B) 運転計画の作成・修正 

 

 

 
日渡 

各分科会 

 

 

 
5/18 

適宜実施 

 

改訂履歴 承認 作成 

 
2016/05/17 

日渡良爾 

2016/5/17 

渡邊（和） 
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文書番号 作成日 担当 Gr 

M-D-P900-0000-2016-0047-00 2016/6/21 システム設計 Gr 

名称 添付／参考資料 

運転計画 WG 第 4回会合（6/16） 
1.  T-D-P900-0000-2016-0014-00 

「運転計画 WG 第 4 回会合 資料一式」 

 

 

開催日時・場所 

日時 2016/6/16 10:00-16:30 

場所：京都大学 産官学連携本部  

     東京日本橋サテライトオフィス 913 会議室 

参加者(敬称略) 

（NIFS）増崎、田中、西村、  （九州大）片山、 （京都大）小西、 （茨城大）鳥養、  

（福井大）柳原(AM のみ)、川崎(AM のみ) 

（三菱電機）金岡、 （三菱重工）坂、 （東芝）尾崎、浅野(PM のみ)、 （日立）木戸 

（量研機構）飛田、青木、朝倉、井手、宇藤、坂本、染谷、日渡、渡邊 

議題 

 1. 運転計画素案の協議（安全技術） 

 2. 運転計画素案の協議（廃棄物処理技術） 

 3. 運転計画素案の協議（プラント保守技術） 

 4. 各分科会進捗報告 

 5. 現時点での運転計画全体の確認・協議 

 6. WG報告書作成方針の確認 

 7. その他 

決定事項 

議題 1 （資料 No.1-1） 

(1-1) 従事者被ばくの観点からのトリチウム等放射性物質の安全上の管理について、計画と実績

の比較や実績の改善を運転計画の項目としてクローズアップさせる。 

(1-2) 資料の P3 の区画のイメージ図について、トリチウム回収系を含めたゾーニングがわかるよ

うな図に修正する。 

(1-3) トリチウムのモニタリングはトリチウム取扱施設が完成した段階では必須であり、バック

データをとるためにはさらにその前から必要であるので、時期をそれに合わせて修正す

る。 

(1-4) 環境放射線モニタリングに関して、トリチウムの放出に 10 年以上の時間遅れが生じると考

えられる。過去の実績では施設の運転が終了した後にも放出量が上昇し続けた例もあるた
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め、それらに留意した計画にする。 

(1-5) ディスラプションに関しては解析や ITER の実績からの外挿だけでなく、原型炉での確認も

できることが望ましい。ただし、定格出力でのディスラプション発生は不可能であるた

め、低出力時のデータとシミュレータとの比較など、具体的な方法を検討して運転計画に

反映させる。 

(1-6) ディスラプションの発生確率については原型炉で実績を積まないと判断できないため、原

型炉の安全審査段階における安全上の位置づけについては今後別途検討が必要。これと合

わせて確率論的リスク評価(PRA)を核融合に適用するかについても別途検討する。 

 

議題 2  （資料 No.1-2） 

(2-1) 対象となる機器において、廃棄するものと再利用するものは前提条件として明確に記載す

る。 

(2-2) 一連の処理がサイト内で可能であることが核融合のメリットの一つであるため、その廃棄

シナリオの計画と実績との比較や実績の改善を運転計画の項目としてクローズアップさせ

る。 

(2-3) 国内では低レベル放射性廃棄物において、比較的放射能濃度が低い廃棄物(L2)やきわめて

放射能濃度が低い廃棄物(L3)であっても新規の処分場の建設は難しいため、建設ができな

い際のオプションを別途検討しておく。 

(2-4) 現状の運転計画では運転中に発生した廃棄物のみを対象としているが、最近の軽水炉等で

は廃炉時の廃棄物まで考慮した設計が求められている。ITER でも廃炉の考慮をしているた

め、プラント設計において、過去の知見をもとに廃炉後のプラント敷地の位置づけ（更地

にするのか、管理区域を維持するのか等）を含めた廃炉時の廃棄物処分方策を検討する必

要がある。なお、これらを運転計画にどう反映すべきかについては別途協議する。 

(2-5) 軽水炉等では発電と廃棄物はそれぞれ別に許認可を取得しており、核融合においても同様

のプロセスが想定されるため、発電に関する安全性と廃棄物に関する安全性は同一の規定

である必要はない。廃棄物に対する規制をどのようにすべきかについては今後の課題であ

るが、どのような規制であっても廃棄物のレベルや量の見積りは必要であるため、現状で

はそれらを設計として引き続き検討する。 

 

議題 3 （資料 No.1-3） 

(3-1) 保守作業の同時並行などで時間短縮を図ることが必須である場合はコールド状態でその確

認作業を実施する。 
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(3-2) 組立時にも保守機器を用いることが合理的であるが、運転前と運転後では加熱による熱影

響等の違いがあるため、その観点から組立時とは別にコールド状態での運転後の保守試験

も実施する。 

(3-3) コールド試験において、水素放電後の状態のみでよいのか、少量でもトリチウムが存在す

る環境下でも実施すべきかについては別途ダイバータやブランケット関係者と協議した上

で決める。 

(3-4) 保守等による各サイクル間のプラント停止期間が運転期間や稼動率を見積る上で重要とな

るため、今後検討が必要。 

(3-5) 初期段階における従事者のトレーニング期間についても検討が必要。この際に実機を用い

るのとフルスケールモックアップを用いるのとどちらが合理的かも検討が必要。 

(3-6) ダストの飛散防止のためのクリーニングに要する時間の見積は現状では困難であるため、

ITER における見積りがあればそれを参考とする。なお、クリーニング方法については設計

として別途検討が必要。 

(3-7) メンテナンス前のトリチウム除去に要する期間の目安評価が必要。JET 等での例をもとに別

途関係者で協議して必要期間の素案を作成し、次回会合で協議する。 

(3-8) 保守時の増殖材からのトリチウム漏洩防止方法が未検討のため、別途設計として今後検討

する。 

 

議題 4 （資料 No.1-4、No.1-5） 

・ダイバータ 

(4-1) ダイバータ寿命の定量的な評価は現状では困難なため、本 WG においてはどのような基準で

寿命を決めるべきかという項目をまとめることとする。なお、運転計画表については暫定

的に寿命を仮定した上で策定する。 

(4-2) 核融合材料の観点から常陽等の照射装置の活用が必須である。本 WG の結果をもとに核融合

コミュニティとして、どのような方法でそれらを働きかけるか検討する。 

 

・ブランケット 

(4-3) ブランケットへの熱負荷の計測に関して、局所的な熱負荷集中を計測し、設計通りとなる

ことの確認が必要か検討する。 

(4-4) 先進ブランケットを用いた試験については後期サイクルで実施する。本 WG では具体的な試

験項目とその計画は今後の課題とし、大枠の計画を運転計画表に反映させる。 

 



 127 

・トリチウムサイクル・取扱技術 

(4-5) 前回の会合の結果をもとに内容を修正した。今後これをベースに関係者で協議し、報告書

に反映させる。 

 

議題 5 （資料 No.1-6） 

(5-1) 先進ブランケットについては後期サイクルで実施するが、10 Cy 以降よりも少し前倒しした

時期とする。 

(5-2) 今回協議した安全性、廃棄物、保守に関する項目を資料 No.1-6 の表に追記し、全体の運転

計画案とする。 

(5-3) 各項目の期間については記載が困難な箇所は記入しなくてもよい。 

(5-4) 運転計画表には保守期間も追記する。この際の炉内機器の交換頻度に関しては事務局で案

を作成し、それを各分科会でレビューする。 

(5-5) 発電のための系統接続については起動前試験が必要であるため、それを表に追記する。 

(5-6) 発電前の段階での廃熱システムの検討は今後の設計課題とする。なお、復水器に直接接続

するタービンバイパス方式では蒸気発生器に不安定な負荷が作用するため、中間熱交換器

を用いた廃熱システムなどが候補として考えられる。 

(5-7) 核融合出力の制御は自由度が低いため、段階的な出力上昇が必要な場合、別途プラズマの

シナリオ検討が必要。今後は各機器の観点からどのような出力上昇試験計画が必要かを明

らかにし、その要求をプラズマ側に提示する方針とする。この際、出力だけでなくその必

要維持時間も合わせて検討する。 

 

 議題 6 （資料 No.1-7） 

(6-1) 次回 WG までに各分科会において、検討結果の要旨を作成する。 

(6-2) 各分科会の報告書担当分は 8 月末を締切りとする。各担当分 10 ページ程度を目安とし、主

要な項目を簡潔にまとめることを主眼に置く。 

(6-3) 運転計画策定上で積み残し項目が発生した場合は今後の課題とすればよい。 

 

議題 7  

(7-1) 次回会合は 7月 20 日（水）とする。場所は今回と同じとする（京都大学 産官学連携本部 

東京日本橋サテライトオフィス）。議題は以下のとおり。 

 ・各分科会の検討結果要旨の報告・協議 

 ・全体運転計画案の確認（可能な範囲で期間の協議） 
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 ・その他課題（運転停止後のトリチウム放出に要する期間,段階的出力上昇コンセプト,

稼動率等） 

 ・今後の進め方について 

アクションリスト 担当 期日 

  
 議題 3 
 (3-A)  メンテナンス前のトリチウム除去に要する時間の暫定評

価 

 
 議題 6 
 (6-A) 各分科会の運転計画案要旨の作成 

 

 

 
トリチウム分科

会他関係者 

 
各分科会 

 

 

 
7/19 

 

 
7/19 

 

改訂履歴 承認 作成 

 
2016/06/27 

日渡良爾 

2016/6/24 

渡邊（和） 
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文書番号 作成日 担当 Gr 

M-D-P900-0000-2016-0367-00 2016/7/21 システム設計 Gr 

名称 添付／参考資料 

運転計画 WG 第 5回会合（7/20） 
1.  T-D-P900-0000-2016-0368-00 

「運転計画 WG 第 5 回会合 資料一式」 

 

 

開催日時・場所 

日時 2016/7/20 10:00-17:15 

場所：京都大学 産官学連携本部  

     東京日本橋サテライトオフィス 913 会議室 

参加者(敬称略) 

（NIFS）増崎、西村、  （九州大）片山、 （京都大）小西(PM)、  

（三菱電機）金岡、（東芝）尾崎、浅野、  

（量研機構）青木、朝倉、井手、宇藤、河村、坂本、染谷、日渡、渡邊 

議題 

 1. 運転計画素案の検討結果要旨 

 2. 全体運転計画および稼動率の協議 

 3. 次期運転計画WGの方針協議 

 4. その他 

決定事項 

議題 1  

 

・炉心制御、プラント運転技術 （資料 No.1-1） 

(1-1) 炉心性能の向上とダイバータ熱排出性能の向上を目指すように受け取られるため、高性能

ダイバータという記述を現在検討している後期ダイバータの現状を反映するように修正す

る。 

(1-2) パルス運転での発電に関しては所外へ電力を供給できる程度の発電量は得られないため、

誤解を生じないよう、「発電実証」という用語については「発電の達成」など、別の言葉に

修正する。 

(1-3) パルス運転で発電した電力の取扱方法は今後の課題であるため、その点を注記する。な

お、出力が大きい場合、それを処理するシステムが大型化するため、電気を捨てることが

難しくなる点にも留意する。 

(1-4) 実用炉模擬運転については誤解を生じないよう、定義を記載する。 

(1-5) 段階的なパルス時間の延長において、工学的な観点からどのようなステップが必要かは今
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後の課題とする。特にトリチウムプロセス系などの室温・低温部でのトリチウム漏洩・再

放出や冷却水以外にも排気系に関するトリチウム分離・回収・再利用が定常になるまでに

は時間を要するため、その観点からも検討が必要。 

 

・ダイバータ （資料 No.1-2） 

(1-6) 資料 P4 について、H-mode は He-H ではなく、He-D パルス運転で実施すると計画と考えられ

る。これを含め、実施項目とその時期については炉心プラズマとの整合を図る。 

(1-7) 初期ダイバータの寿命において、中性子照射の観点からはタングステンではなく銅合金の

照射量で決まると思われるが、中性子照射量（フルエンス）と両者の DPA との関係がわか

るよう追加する。 

(1-8) 後期ダイバータについて銅合金以外で設計と記述されているが、銅合金の開発も考えら

れ、候補となりうることも追記が必要。 

 

・ブランケット （資料 No.1-3） 

(1-9) トリチウムの回収量については燃料貯蔵系の量を計測するのが最も精度が高い。各システ

ムにおけるトリチウム濃度の計測も実施するが、それら計測精度を TBR の評価が可能な程

度まで向上させることは原型炉建設前までの課題となる。 

(1-10) 原型炉でやるべき商用炉に向けた改良方針に関して、どのような観点から改良するのかを

今後明確にする必要がある（例：出力上昇に対応できるブランケット、TBR を向上させるブ

ランケット、発電効率を向上させるブランケット、など）。 

(1-11) 立上げ、立ち下げ時のブランケットに関する運転制御についても原型炉で確認が必要なた

め、実施項目として含まれていることがわかるように記載する。 

 

・トリチウムサイクル・取扱技術 （資料 No.1-4） 

(1-12) 固体内のトリチウム回収に関してはベーキングを想定する。炉内機器に関しては取り出す

前と取り出した後の両方でベーキングを実施することを考える。また、水素放電による同

位体置換や酸素・ドライ空気による回収も考えられるため、具体的な方法については今後

の課題とする。 

(1-13) 不純物ガスとのトリチウム分離回収について、トリチウム処理設備建設前までに想定され

るガス種を明らかにする必要がある。大量に使用する不純物ガスについては処理設備設計

時までに示す必要がある（特に水素と化学結合する場合）。 

(1-14) トリチウム取扱技術者の教育に必要な設備については処理設備とは別に必要となる。必要
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なトリチウム量は数百 gと想定される。トリチウム処理設備自体を原型炉運転開始前に稼

動させるため、この教育設備はそれよりもさらに前に建設する必要がある。具体的なスケ

ジュールの検討は今後の課題とする。 

 

・安全技術 （資料 No.1-5） 

(1-15) ディスラプション緩和設備が動作することと共に、小規模ディスラプション緩和の試験を

早期に実施することを想定する（規模や条件等については将来判断）。安全審査対応と共

に、ITER の実績を反映したシミュレータと合わせることでディスラプションの制御とその

影響を評価し、制御と予測精度を高めることが目的。 

(1-16) ディスラプション以外にも安全性を脅かすハザードが存在するため、事故シナリオを含

め、どのような試験が必要かを今後具体化する必要がある。 

 

・廃棄物処理技術 （資料 No.1-6） 

(1-17) 機器の再利用に関してはそれに要する期間を含め、今後シナリオを具体化する必要があ

る。その結果をもとに必要な炉内機器のセット数を別途評価する。 

 

・プラント保守技術 （資料 No.1-7） 

(1-18) 保守技術についてはモックアップで試験をした後にコールド環境で試験するという流れが

基本だが、ある程度のホット放電後に行うリスクとメリットを考慮した上で、各保守作業

に対してこれらの環境での試験の必要性有無を今後検討する必要がある。 

(1-19) トリチウムの拡散に関する計測手法はダストと同様と考えられるが、詳細については今後

の検討課題とする。また、トリチウムの拡散について原型炉でどう管理するのが適切かに

ついても安全性と合わせて今後の検討課題とする。 

 

議題 2  （資料 No.1-8） 

(2-1) 第 2と第 3サイクルでは半年の運転と仮定しているため、第 2 サイクル後のダイバータ全

数交換は損傷がない場合は基本的に不要。 

(2-2) 第 1サイクルでは不確定要素が多く、溶融以外にも熱疲労の観点などからダイバータとブ

ランケット機器の健全性が懸念される。どのようにサイクル中に検査して継続使用の可否

を判断するかは今後の課題となる。 

(2-3) 第 3サイクルでは半年程度の連続運転を実証し、第 4サイクルで年オーダの連続運転の実

証を想定しているため、それがわかるような記載とする。 
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議題 3 （資料 No.1-9） 

(3-1) 今回前提条件としたものについては、原型炉建設開始前までに解決が必要なため、その開

発計画をタスクフォースのアクションプランに反映させるための検討が今後必要となる。 

(3-2) 運転期間の見積が運転計画の目的であるため、前提条件に関する開発計画については運転

計画 WG 外での実施とするなど、運転計画で検討する範囲は別途明確にする。 

(3-3) 今回の WG では分科会の会合回数が多かったため、本年度の活動は今までに得られた課題の

中で各分科会に共通のものなど、重要なものを明確にして項目を絞るべき。 

 

議題 4  

(4-1) 今回までの協議結果をもとに各分科会で WG 報告書の担当箇所を 8月末までに作成する。そ

れをもとに WG 報告書を事務局にて取りまとめる。 

(4-2) 今後の活動内容について協議する場を別途設ける予定。時期は 9/30（金）を第一候補とす

る。 

 

 

アクションリスト 担当 期日 

  
 議題 4 
 (4-A)  運転計画 WG 報告書の担当分作成 

 

 

 
各分科会 

 

 

 
8/31 

 

改訂履歴 承認 作成 

 
2016/07/26 

日渡 

2016/07/26 

渡邊（和） 

 

 

 

以上 
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